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緒論

1.本研究の目的

残柱式採鉱法における鉱柱及び採掘による地下空洞の設計及び管理は岩盤力学において最も

基本的でかつ重要な問題である。特に、鉱山における採蝿の深部化、大規模化の進む現況にお

いてはそれらの設計及び管理を合理的かっ効率的に実施する必要性が高まってきている。また、

この問題は地下発電所や石油地下備蓄等の地下構造物の設計及び管理の問題とも直接的に関係

するものである。

鉱柱及び地下空洞の設計は採鉱計画立案におけるキ}ポイントであり、内外において古くか

ら研究がなされてきている。近年、対象とする岩盤の初期地圧状態と岩盤の力学的性質を把握

した上で、数値的手法により鉱柱及び空洞周囲の岩盤の応力状態・変形状態を予測し合理的設

計を行おうとする試みがなされている。予測計算は、対象とする岩盤を適確にモデル化するこ

とができれば、その結果も信頼性の高い資料として取り扱うことができる。その為には岩盤の

力学的性質、特にその基本因子である岩盤の変形性を適確に評価する必要がある。この目的の

もとに、既設空洞周囲の岩盤の応力・変形計測の結果を用いた数値的逆解析の試みも一部には

なされているが、一般には極めて経験的観点のもとにこれらの値を推定していあのが現状であ

る。そこで、著者はまず、この問題解決のための基礎資料を得ることを目的として岩盤の変形

性に関する理論的検討を行い、岩盤の変形性の評価法に関する基礎理論を構築しようと試みた。

次に、合理的設計がなされた上でも、採帽の効率及び保安の向上を計るためには鉱柱及び空

洞の日常的管理が不可欠となる。すなわち、鉱柱及び地下空洞は、いわば自然を対象とした構

造物であるため、そこで起きうる現象を設計段階で完全に予測することは極めて困難である。

したがって、採掘に伴う岩盤状態の変化を科学的手法を用いて常時監視する必要がある。この

目的の為に、各種センサーによる応力計測及び変形計ilg.AE計ilg.弾性波速度計湖等の種々

の岩盤計i11Ji.去が開発され、その内のいくつかはすでに実用化されている。これらの計測法はい

ずれも固有の特徴を有し、それぞれ極めて有用な手法であるが、岩盤の複雑さを考えると、唯

一の観点からの計測によって鉱柱及び空洞の安定性を評価することは困難であると思われる。

すなわち、種々の観点からの計測を行い、それらの結果を総合的に判断する必要があると思わ

れる。そこで著者は、上記の方法に加えて新たな観点から鉱柱管理の為の簡便な岩盤計測法を

開発しようと試みた。すなわち、この目的のもとに、岩石の破壊の進展に伴う弾性波伝播特性
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に関する基礎研究を行い、それらの成果にもとずき、鉱柱や地下空洞周囲の岩盤の安定性のー

評価法として弾性波の振幅減嚢を利用する方法を提案した。

2. 従来の研究の展望

2. 1 岩盤の力学的性質の評価法

岩盤をその性質と工学的用途に応じて分類するために、岩盤の力学的性質を評価する試みは

古くからなされており、すでに多くの方法が実用化されているυ.2」岩盤分類の最初の試み

としてはTerzaghiおの研究を挙げることができる.すなわち、 Terzaghiは岩

盤をトンネル支保に作用する荷重の大きさにより分類することを提案しているが、その分類基

準は極めて定性的であることは否めない。

D e e r e 4)・S}はRQ D (Rock Uual ity Oesignation)を用いて岩盤の賀を定量的に表示

して岩盤の評価を行う方法を提案し、この方法が坑道支保選定のための岩盤分類法として有効

であることを報告している。しかし、 Deereの方法は岩盤の性質の一面のみを評価対象と

したものであり、その適応性はかなり限定されるものであることが指摘されている6)。

W i c k h am7}はRQDとともに岩種.不連続面の状態及び含水状態等を測定項目とした

評点法による岩盤評価法RS R (Rock Stracture Rating)を提案している。

B i e n i a w s k i 8)・g}はRSRの考え方を発展させたRMR(Rock Mass Rating)に

よる岩盤評価法、 CS1 R (Council for Scientific and Industrial Reserch)岩盤分頼、

を提案するとともにその適用性に関する研究を実施している。 RMRはRQD、不連続面間隔、

不連続面の表面状態と含水状態及び構成岩石の強度のそれぞれの項目の評点の総和として表さ

れる岩盤の力学的性質の指標値であり、 RMRと岩盤の変形係数EM(GPa)の聞には次式

の関係が成立することが報告されている。

EM=2RMR-I00 (1) 

しかし、(1)式はかなり限られた例をもとにして経験的に導かれたものであり、それを一般化

して用いることには問題があることが指摘されている 10¥

Barton11}は次式で表されるQ値を指標値として岩盤を分類する方法、 NG 1 (Norwe 

gian Geotechnical tnstitute)岩盤分類法、を提案している。
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Q=(RQD/Jn)・(Jr/J.)・(Jw/S R F) (2) 

ここで、 .Jn ジョイント群の敬、 .Jr ジョイント面の粗さ係数、 J.ジョイントの変質係

数、 .Jw :ジョイント内の水による低減係数、 SRF:応力低減係数である。 CSIR法とN

G 1法ではその評価式が異なるが、岩盤内の不連続面の密度とその状態の評価を最重要視して

いる点でその基本思想は一致しており、両者の聞には

RMR= 9Iog.Q+44 (3) 

なる関係式が成立することが経験的に明らかにされている12)。

我が国の鉱山においても、採鉱計画のための岩盤評価及び岩盤分類が各鉱山独自の方法によ

り実施されてきているが、それらの基準は経験的であり、大系化して用いられている例は見当

らない。一方、我が国の土木工学の分野では国鉄13)、道路公団14)、電力中央研究所15)、土

質工学会16)等の岩盤分類法が広く用いられている。これらの方法では、岩盤の弾性披伝播速

度が主要な測定項目として含まれているが、不連続面の評価基準等は定性的である。

以上が、岩盤分額のための岩盤評価法の概要であるが、いずれも経験的立場から導かれた方

法論であり、この問題に対する理論面からの研究は極めて少ない。

岩盤の不連続面の力学的性質とその評価法に関する研究としてはG00  dma n 17)、Ho

e k 18)、Br a y19)、Ja e g e r 20)、La d a n y i 21>、 Ba r t 0 n 22)等の研究を

挙げることができる。最近、数値解析的手法を用いて岩盤の変形性に及ぼす不連続面の影響を

評価しようとする試み23).24)がなされてきているが、そこで取り扱われている問題はすべて

2次元問題であり、 3次元問題として解析された例はない。

岩盤内不連続面の分布状態及び密度を評価する方法としてはHu d S 0 n 25)、Pr es 

t 26)等の Scan1 i ne su rveyによる方法、 Ka c h a n 0 V27)、小田28)等のクラックテン

ソルを基礎とした方法がある.

2. 2 伺料の変形性に関するクラック理論

材料の力学的性質がその内部に存在するクラックの性状に密接に関係していることを最初に

指摘したのはGriffith2ω である。 Gr i f f i t hの理論はクラックモデルを用い
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たぜい性破壊理論の先駆けとなり、その後の多くの研究者により現在の破壊力学M へと発展

させられている。

材料中に存在するクラックが材料の変形性に及ぼす影響に関する基礎理論はEshelby

主1>により構築されている。 Eshelbyの理論をもとにしてクラックの存在が岩石の弾性

率に及ぼす影響を検討した例としてはAnderson主かの研究がある。

Wa 1 s h 33). 34>・35)・36)は、楕円孔を有する弾性体の応力場及び変位場に関する解をも

とにして、岩石の変形牲と岩石中のクラックとの関係に関する一連の研究を実施し、常圧下の

岩石の変形性がその内部に存在するクラックの特性に支配されていることを理論的に明らかに

した。特に、クラックを開口型クラック (Opencrack)と間合型クラック (Closedcrack)と

に分類して解析を行い、それぞれの場合の岩石の有効弾性率の解を (4)式及び (5)式で与

えている。

関口型クラックの場合

Eホ=E/ {1 +4π/3・(1-νり・ φ}

ν*=E*/E'ν 

間合型クラックの場合

E*=E/ [ 1+4π/15・(1ー ν2)φ{(2+3μ2+2μ4)(1+μ2)寸ノ2-2μ}] 

(4) 

ν事=ν+(1-2ν)/2・(1-E*/E) (5) 

ここで、 Eヘν勺岩石の有効ヤング率及び有効ポアソン比、 E.ν;岩石実質部のヤング率

及びポアソン比、 μ;閉合型クラックのクラック面の摩擦係数である。また、 φは単位体積当

りのクラックの数とクラックの寸法及び形状で決る無次元量でありクラック密度と呼ばれるも

のである。 Walshは上記理論解をもとにして、岩石の変形特性及び弾性波伝播特性の理論

的解釈を試みているが、上記理論解は2次元クラックモデルの基礎解を用い、また、クラック

が密に存在する場合のクラック相互間の力学的干渉の影響を無視して導かれたものであるため

その適用にはおのずと限界があるものと思われる。

B u d a n s k i 37). 0' C 0 n n e 1 1 38>は線型破壊力学の概念をもとにして楕円板

形状の開口型クラックを有する材料の有効弾性率を (6)式で与えている。
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E*=E{ 1-16/45・(1-ν 日 )(3+χ〉φ}

45(ν 一νつ=8φ(1-ν日){2( 1 +3 vつ一(1-2ν 〉χ} (6) 

ここで、 χ;楕円板の軸率及び有効ポアソン比νホの関数であるo (6)式の特徴は3次元ク

ラックモデルの解であるとともに、 Selfconsistent法によりクラック相互間の力学的干渉の

影響を考慮している点にある。なお、このクラック相互間の力学的干渉の影響を表現する方法

としては上記の Selfconsistent法とともにYamamo t 039)の提案する Stepby step 

t去がある.

また、動的問題の解としてはKu S"t e r 40ヘToksるZ411等の回転楕円体形状のイン

クルージョンを有する材料の有効動的弾性率の理論解が広〈用いられている。すなわち、 Ku

ster. Toks δz等は平面波散乱理論をもとにした解析を行い、有効動的弾性率として

(7)式で表される解を与えている。

(K・-K)/(3K*+4G )=(K' -K)/(3K +4G)・Ldc (αm)・T1iJd3

(G事ー G)/{6G寧(K+2G)+G(9K+8G)) (7) 

=(G'ー G)125G(3K+4G)oL d c (α凶[T I J I J -T I I J d3] 

ここで、 KぺG円インクルージョンを有する材料の有効体積弾性率及び有効剛性率、 K.G 

:材料の実質部の体積弾性率及び剛性率、 K'.G" インクルージョンの体積弾性率及び剛性

率、 αm，インクルージョンの Aspectratio 、dc (αω. Aspect ratio αmなるインクル

ージョンの体積率、 N インクルージョンの単位体積当りの数、 TtIJJ'T1J1Jαm. K， 

G， K'及びG'により決る定数である.

クラック理論をもとにした材料の変形性に関する研究のうち、特に岩石力学に関係の探いも

のを以上に示した。しかし、クラック理論を岩盤力学に適用した例は極めて少なく、その為の

理論モデルも不足しているものと思われる。

2. 3 岩石の破壊現象

岩石は一般に脆性材料として取り扱われており、岩石の破壊現象はその内部に潜在するクラ

ックと密接な関係を有している。 Gr f f t h 29)は脆性材料の破壊が材料内に存在する
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クラックの伸長により生じると仮定して脆性材料の破壊基準を提唱し、また、 McClint

ock及びWa1 s h 42)はGr i f f i t hの理論を拡張した破壊基準を提案している。し

かし、その後の研究により、上記の破壊基準が示す"cri ticalな単一のクラックの伸長"

によっては、岩石の破壊現象を充分に説明しえないことが指摘された。

Br dgman43
)は Soapstone.大理石等を用いた圧縮試験により、破壊点付近で供試

体の体積が膨張することを報告している。松島44)45)は花園岩、石英モンゾナイトを用いて一

軸圧縮試験及び三軸圧縮試験を実施し、破壊点付近で供試体の体積が膨張することを確かめ、

この体積膨張量が封圧の大きさに関係していることを示した。また、松島46)は花闘岩供試体

を用いた実験により、一軸圧縮下及び三軸圧縮下で供試体内を伝播する弾性波の伝播速度が破

壊点付近で急激に低下する現象を見出し、これらの現象が岩石内に発生し、伸長するクラック

と密接に関係していることを明らかにした。

Brace等47)・48ト 49)はこの機な岩石の破壊点付近で認められる特異現象に着目して、

各種の岩石供試体を用いた広汎な実験を行い、それらの結果にもとづいて岩石の破壊機構を以

下の様に説明した。すなわち、岩石の内部には多くのクラックが潜在しているので、外力の作

用によりそれぞれのクラックのクラック先端の応力が岩石固有のある臨界値に達した場合に、

それらのクラックが伸長して微小な破壊が生じ、岩石は体積増加 (Dilatancy)を示すことに

なる。このようにしてできたクラックが集積して、その結果として岩石の巨視的破壊が生ずる。

S c h 0 1 z 50)はこの様な岩石内に発生する微小な破壊を供試体の巨視的破壊と区別するた

めにマイクロフラクチャーと名付けた.

茂木51>・ 52)・53)、Sc h 0 1 Z 54)・55)・56)はマイクロフラクチャーによって発生する応力

披 (AcousticEmission，略称AE)を測定することにより、直接的にマイクロフラクチャー

現象をとらえ、岩石の破壊機構を明らかにした。

また、 An d e r s 0 n 57)、Cr u d e n 58)等は岩石破壊の時間効果に注目し、岩石の破

壊機構において Stresscorrosion現象が重要な役割をもっていることを指摘している。 Sa

n 059)・60)はこれらの研究をもとにして、岩石の破壊過程とその時間依存性をかなり良く説

明しうる理論を提唱している。

ここでは岩石破壊現象に関する研究として、特に代表的なものを挙げるにとどめたが、全般

的に岩石物性論及び実験地震学の立場からの研究が多く、鉱柱管理等の具体的問題への適用を

目的とした研究はほとんどない。
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2. 4 鉱柱管理のための岩盤計測

鉱柱の安全管理のための岩盤計測法としては、現在までに、種々の方法が提案されているが、

それらは大別すれば、応力を計測する方法、変形もしくはひずみを計測する方法、 AEを計測

する方法及び弾性波伝播特性老計測する方法の4つに分類することができる。

応力を計測する方法は絶対応力を測定する方法と応力変化を計測する方法に分けられる。前

者の方法としては孔底ひずみ法6υ.62)・63)、孔壁ひずみ法64)・65)及び孔径変化法66).67)等

の応力解放法と応力補償法68)・69)及び水圧破砕法7ω.71>が広く用いられている。後者の方法

のためには、光弾性セル72)等の各種応力センサー73)・74)が開発されすでに実用化されている。

変形を計測する方法は最も広く用いられており、コンバーゼンスメー夕、エクステンソメー

夕、傾斜計等の種々の計器75).76). 77)が開発され実用化されている。

AEを計測する方法は、岩盤内の破壊に伴って発生ずる破壊音を検出する方法であり、近年

その鉱柱監視法への適用が試みられている78).79)。

弾性波伝播特性を計測する方法は、岩盤肉のき裂状態により、その内部を伝播する弾性波の

伝播特性が変化する現象を利用したものである。しかし、従来は、弾性波伝播特性としては伝

播速度を利用する方法80)・81>が主涜であり、弾性波の振幅減衰を利用する方法に関しては数

例の基礎実駿82ト 83)を除けば例をみない。

3. 内容の概観

本論文は、鉱柱及び地下空洞の設計・管理を目的とした岩盤評価法に関する研究の成果をま

とめたものであり、緒論、結論の他2部より構成されている。第 I部では、鉱柱及び地下空洞

の設計上重要な問題となる岩盤の変形性評価に関しての基礎研究の成果をとりまとめ、第E部

では鉱柱及び地下空洞の管理のための、弾性被伝播特性を利用した鉱柱監視法に関する研究の

成果をとりまとめている。以下に、各部各章の内容についてその概要を示す。

第 I部では、従来、経験的観点にたよりがちであった岩盤の変形性評価の問題について理論

面からの検討を行った。

まず、第 1章では、岩盤内の不連続面をクラックモデルを用いて理想化し、岩盤内の不連続

面が岩盤の変形性に及ぼす影響を理論的に検討し、岩盤の変形性の評価式を誘導した。特に、

岩盤内に開口型不連続面及び閉合型不連続面がそれぞれ単独に存在している場合及びそれらが

分布して存在している場合のそれぞれについて岩盤の有効コンブライアンスの理論解を示した。
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第2章では、第 1章に示した変形性評価式を用いて岩盤の変形性を推定する上で最も重要な

因子となる岩盤内不連続面のクラック密度の評価法に関する理論的検討を行い、岩盤壁画にお

ける簡単な不連続面計測により、岩盤のクラック密度を求める方法を提案した。また、 RQD

の理論的背景を明らかにし、 RQDと岩盤の変形係数との関連について考察を行った。

第3章では、上記の理論の検証のために実施した花園岩供試体を用いた実験の結果を述べて

いる。すなわち、花園岩供試体を鉱柱のモデルと考え、供試体のクラック観察、静水圧試験及

び一軸圧縮試験を実施し、実測値と理論値を対比させることにより上記理論の妥当性を検証し

た。

第E部では、岩石の破壊の進展に伴う弾性波伝播特性に関する一連の研究を行い、弾性波の

振幅減蜜を利用した新しい鉱柱監視法を提案した。

第 1章では、岩石の破壊特性に関する基礎資料を得ることを目的として、種々の岩石供試体

の一軸圧縮下のAE発生頻度特性を調べ、岩石の種類によって破壊特性がと、のように異なるか

について考察した.

第2章及び第3章では、岩石の破壊の進行に伴う弾性波伝播特性の変化について、いくつか

の面から検討を行った。まず、第2章では、岩石の破壊の進展に伴って弾性被伝播速度が変化

する現象に着目して検討を行い、この現象が岩石内に発生・伸長するクラックの量のみでなく、

そのクラックの性状に密接に関係していることを明らかにした。第3章では、従来あまり測定

の対象とされていなかった弾性波の振幅減衰について、その破壊現象との関連を検討した。そ

して、岩石の破壊の進展に伴って弾性被の振幅が顕著に変化することを確かめた。また、各種

の岩石供試体を用いた一軸圧縮試験の結果から、非弾性体積ひずみ、 AE発生頻度及びAE規

模別頻度分布等の諸量を求め、これらの諸量と弾性波伝播特性の変化との関係について検討し、

岩石の破壊に伴う現象がマイクロフラクチャーの概念により統一的に解釈されることを示した。

第4章では、第2章及び第3章に示した岩石供試体を用いた実験の結果をもとにして、岩盤

内を伝播する弾性被の振幅変化を計測する新たな鉱柱監視法を提案するとともに、その実用化

のための基礎研究について述べる。そして、現場実験の結果を分析し、弾性波の振幅減衰の計

測が鉱柱監視法として有用であることを示した。
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第 1章不連続岩盤の変形性に関する理論的検討1)

1. 1 緒言

常圧下の岩石の力学的性質、特に変形性は岩石内に存在するクラックの特性に密接に関係し

ている。 Bi r c h 2>. 3). B r a c e 4)・5)等の静水圧下の岩石の変形性及び弾性波伝播特性

に関する実験的研究、 Wa1 s h 6)・7)・8)のクラックモデルを用いた理論的研究はこの関係を

明快に説明している.

岩盤力学の分野においても、岩盤の力学的性質は岩盤内に存在する不連続面の特性に密接に

関係しているものと考えられているω。Bi e n i a w s k i 10>によるRMR法、 Ba r t 

o n 11)による Qシステム法はこの観点のもとに開発された岩盤評価法である。これら2種類

の岩盤評価法の特徴は、現場経験則により導き出された Rating手法lのであるとともに、岩

盤中の不連続面の評価を最重要視している点にある。上記の事実は、岩石のみならず岩盤にお

いても、その内部に存在する不連続面の特性を適確に定量化することによりその変形性の予測

が可能であることを暗示しているであろう。

そこで、著者は、材料力学、岩石力学の分野で用いられているクラック理論13)を岩盤力学

に導入することにより、不連続面を有する岩盤の変形性を理論的に明らかにしようと考えた。

本章では、クラック理論を用いて不連続面を有する岩盤の応力ひずみ関係を定式化することに

より、岩盤の変形性に及ぼす不連続面の影響を明らかにする。

1.2 クラックモデル及び座標系の定義

岩盤中には断層・節理等の種々の不連続面が存在しているが、ここでは問題を単純化するた

めに、それらの不連続面の形状を楕円板形状とし、岩盤の岩石実質部を均質・等方弾性体と仮

定する。すなわち、不連続面を有する岩盤を楕円板状クラックを内部に含む弾性体としてモデ

ル化し、不連続面の存在が岩盤の変形性に及ぼす影響を検討する。楕円板状クラックの形状は、

長径2a.短径2b.開口幅2cとし、クラック中心を原点とし、長軸及び短軸をそれぞれx

軸及びy軸と一致させた (XY z)座標系において、次式で現わされるものとする。
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z=:t:c {1ー (x/a)之ー (y/b)之} l/之

ただし、

o ~ c <<b 謡a

であり、クラ、ソク先端の曲率半径はOとみなすことが可能であるものとする。ここで、 c>0 

である場合と c=Oである場合とでは、それぞれクラックの力学的挙動が異なるため、以下で

は、 Wa1 s h 7)の表現にならって、前者を開口型クラック (opencrack)、後者を閉合型ク

ラック (closedcrack)と呼びそれぞれ別途の解析を行うことにする。また、特に、 a=bの

場合は円板状クラックと呼ぶことにする。なお、内部に楕円板状関口型クラックを有する弾性

体の有効弾性率に関する理論解14)はすでに報告されているが、ここでは、閉合型クラックの

問題との整合性を考えて、開口型クラックの問題についても新たに解を誘導する。以下では、

クラックを有する弾性体の実質部のヤング率、ポアソン比及びコンブライアンステンソルをそ

れぞれE.ν及び入 tj k Iとおき、クラックを有する弾性体の有効ヤング率.有効ポアソン比及

び有効コンブライアンステンソルをそれぞれE事.νキ及び入 ?1k lとおくことにする。すなわち、

前者の定数は岩盤の岩石実質部の性質を表す定数であり、後者の添字*を付した定数は不連続

面を有する岩盤全体としての性質を表す定数である。また、入?jk lと入 tj k Iの差、すなわち、

クラックの存在に起因した弾性体のコンブライアンス増分をム入 iJ k Iとおくことにする。言い

挽えれば、

入?，kl =λtJkl+.o. λ ， J k I 

である.弾性体実質部は等方均質弾性体であると仮定しているため、当然の事ながら、入 tj k I 

の成分はE及びνのみにより表現されることになる。

クラックの方位関係の記述と後の解析の便宜のために、座標系と座標系に付随した諸量を以

下のように定義する。クラ、ソクの位置及び方位は絶対座標系G上において定義されるものとし、

G上の応力テンソル及びひずみテンソルをσ1j及びεけとおくことにする。その上で、 Fi g. 

I. 1. 1に示すようなクラック中心を原点とした4種類の座標系G(0). G (1). G ω及び

G¥討を設定する。ここで、 G(0)はクラック中心が原点となるようにGを平行移動した座標系
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であり、 G(¥). G (2)及びG(3)はGゆを回転して得られる座標系である。また、 G¥n)座標

系における応力およびひずみテンソルをそれぞれσJV及びε作. G (n)座標系の座標軸を

Xl¥n). X~n) 及び X ~n) と表し、 XI(JA)と X in)との間の方向余弦を d1¥守n)と表すことにする。

クラック面の単位法線ベクトルはGもしくはG(0)上で (cosφcos8.cosφsin8. sinφ〉

(ただしO重φ孟π/2.0話。 <2π〉で表され、クラック面の長軸方向はクラック面と

( X 1(0). X ~O) )平面との交線と βなる角度を有しているものとするo G (1)はクラック面の

法線方向を X11>， ( X 1(0). X ~O) )平面とクラッーク面の交線方向を X1(1)として、 (X?) • 

X ~l))平面上にクラックが存在するようにG ωを回転した座標系である。 G(2)はx11Jを

X 12)として、クラック面の長軸方向がXl2)となるように、 G¥l)を X:¥1)に対して角 β回転し

た座標系である。 G(3)はx1lJを X.p)として、 σH)=σH)=o となるように G(l)を X~ 1>

軸に対して回転したものである。なお、この場合の回転角をTと呼ぶことにする。

上記の前提のもとに、ジョイント等の不連続面を有する鉱柱及び岩盤を単一クラックを有す

る弾性体モデル(単一クラックモデル〉で取り扱い、数多くの不連続面を有する鉱柱及び岩盤

を分布クラックを有する弾性体モデル(分布クラックモデル〉で取り扱うことにする。特に、

単一クラックモデルではG三 G(0)とおいても一般性を失わないため、すべてG(0)を基本座標

系として問題を考えることにする。また、以下の解析ではすべて応力は直応力が圧縮応力であ

る場合を正ととり、ひずみは直ひずみが圧縮ひずみである場合を正ととるものとする。

x;O) 3x;Jx;:xj3} 

x~) 3 v(l) 

が13)

Fig.I.1.1 座標系G(0). G (]). G (2)及びGゅの定義
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1.3 単一クラックモデルの解析

本節では、単一の楕円板状クラックを有する体積vなる弾性体の外部境界に応力σ.<9>が作

用した場合に、クラックの存在が弾性体の変形挙動に及ぼす影響を検討し、クラックを有する

弾性体の有効弾性率の評価式を誘導する。

1. 3. 1 開口型クラック

単一の開口型クラックを含む体積vの弾性体の外部境界に応力σ仰が作用した場合、 σ1<9>

により弾性体に供給される外部仕事Wexは弾性体実質部の弾性ひずみエネルギーWelとクラッ

クの存在に起因したコンブリメンタリエネルギーの増分AWcとの和によって表される。

Wex=Wel +AWc (1.1. 1) 

(1.1.1)式を応力を用いて書き表すと(1.1. 2)式となる。

(v /2 )入?jk lσ1<9>σ凶>=(v /2 )入 1J k 1σ.<9>σk<?> +ムWc (1. 1. 2) 

コンブライアンステンソルの対称性を考慮して(1. 1. 2)式をσi9>及びσ日)で偏微分す

ると(1.1. 3)式となり、クラックの存在に起因したコンブライアンス増分ム入 1J k 1は

( 1. 1. 4)式で表されることになる。

入?jk l=入1JkI+(1/v)・θ2ムWcIθσ i9>θσ日〉

ム入 likl=(1/v)・θ2ムWcIθσi¥9>θσ日}

(1.1.3) 

(1.1.4) 

ここで、クラックの存在に起因したコンブリメンタリエネルギーの増分AWcはエネルギー

解放率gあるいは応力拡大係数KI. KII及びKIIIを用いてくI. 1. 5)式で表される。

=(1ーのIE.f~ {Kf+附 1+附 Id(1ーν)}dA (I. 1. 5) 
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上式中のA及び dAはクラック表面積の112及びそ

の微少増分であり、また、応力拡大係数KI.KII 

及びKIIIはFig・1. 1. 2で示すGω座標

上のクラック縁点Jにおいて(1.1. 6)式で

表される13)。ただし、主は離心角である。

KI=σ持)(πb )1/2/E( k)・(1-k 2COS2ξ )1/4 

KII={σ1i) k' cos ~ / B ( k .ν)+σ~~) sin若/C(k.ν)}

・〈πb)1/2 k 2/(1-k 2COS2 ~ )1/4 

KIII={σH) sin~ /B( k.ν 〉ー σH)k' cos ~ / C ( k ，ν)} 

・(1ー ν〉・〈πb)1/2 k 2/(1-k 2COS2 ~ )1/4 

ただし、

σ.<~) = d i?2) d 1(92)σi?) 

k'=b/a謡

k2=I-k'2 

B(k.ν)=(k2-ν)E(k)+νk'2K(k) 

C(k.ν)=(k2+νk'2)E(k)一νk'2K(k)

K附ω〈ωωkω)=イ引「口(f2〈1ト一 凶附山i川n印

E以(kイ(f戸作μ2ミ勺ト(α←1ト一 凶凶山i川nポω2

Fig. 1 .1.2 

'v(2) 
"2 

クラック縁点Jと
離心角若の説明図

(1. 1. 6) 

(1. 1. 7) 

である。(1.1.5)式中の dAはFig. I.1.2に示したさを用いて(1. 1. 8) 

式で表される。

dA = k ' a 'd ~ 'd a (1.1. 8) 

(1.1.6)式--(1. 1. 8)式の関係式を用いて(1.1. 5)式の積分を行うと(1.
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1. 9)式となる。

ムWぐ=4π13・k'己a3.(1ー ν2)/E

・{(σ持>)2/E( k)+ k 2(σH>)己IB(k，ν)+k2(σ H>)2/C(k，ν)} 

( 1. 1. 9) 

(1.1. 9)式を(1.1.4)式に代入し偏微分を行うと(1.1. 10)式となる。

ム入 Iikl =16/3・(1-ν 2)/E・φ(N1JNkl+LttLklφ1+T I i Tkl φ2) 

ただし、

φ=(a3/v)・(πk'2I2E(k))

φ1 = k 2 E (k)1 B ( k .ν 〉

φ2=k2E(k)/C(k，ν〉

N I J = d t(q2) d iq2) 

L t』 =dfqZ〉df?の

T t J = d iq2) d i~2) 

である。

(1.1. 10) 

(1.1. 11) 

したがづて、単一の楕円板状開口型クラックを含む弾性体の有効コンブライアンス入?jk lは

(1.1. 12)式で表わされることになる。

入?2kl =λi 'kl +16/3・(1-ν2)/E・φ(NiJNkl+LiJLklφ1 +Tt j Tkl φ2) 

(1. 1. 1 2) 

なお、係数テンソルNt J. L tl及びT'Jの各成分は以下のとおりである。

N I J • N 11 =COS2φCOs2θ 

N22=COS2φsi n2 (J 
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N 33=sin2φ 

N 23= N 32=sinφCOSφcos8 

N31=NI3=sinφcosφsin8 

N 12= N 21 =COS2φsin8cos8 

L 1 j L 11 =COSφcos8(-sin8coss -sinφCOSθsins) 

L 12=COSφcos 8 (COS θCOSβ-Slnφsin8sinβ〉

L 13=COS2φCOSθsins 

L21 =cosφCOSθ(-sin8coss -sinφcos8sins) 

L22=COSφsin8(cos8coss -sinφsinθsins) 

L 23=COS2φsin8sinβ 

L31=sinφ( -sin8cosβ-slnφcos8sins) 

L32=sinφ(COSθcoss -sinφsin8sinβ〉

L 33=sinφCOSφsinβ 

T 1 j • T 11 =COSφcos8(sin8sins -sinφcos 8 coss) 

T 12=COSφCOSθ(-cos8sins -sinφsin8coss) 

T 13=COS2φCOSθCOSβ 

T 21 =COSφsin8 (sin8sins -sinφcos 8 coss) 

T22=COSφsinθ(-cos8sinβ-sinφsin8cosβ〉

T2ヲ=cos2φsin8coss

T31=sinφ(sin8sinβ-sinφcos8 cosβ〉

T 32=sinφ(-cos8sinβ-sinφsin8cosβ〉

T33=sinφcosφcosβ 

1. 3. 2 間合型クラック

(1. 1. 13) 

(1.1. 14) 

(1.1.15) 

単一の楕円板状間合型クラックを含む体積vの弾性体について前節と同様な問題を考える。

閉合型クラックの場合は、クラック面上に生ずるせん断応力及び直応力とクラック相対面間の
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摩擦係数μとの関係により、クラックの相対面聞で摩擦すべりを生ずる場合と生じない場合の

2通りの場合が考えられる。クラック相対面聞で摩捜すべりが生ずるためにはGω鹿標上に

おいて応力σげ〉が(1.1. 16)式の条件を満足する必要がある.

|σH) 1>μσw 

σW> 0 

ただし、

σn) = d ~?3) d 1(9 3)σ~?) 

(1.1. 16) 

(1.1. 17) 

である。(1.1. 16)式の第 1式の条件が満足されない場合は、相対するクラック面は互

いに摩擦力により拘束されるため、弾性体はクラックを含まない場合と同様な力学挙動を示す

ことになる.この場合は当然、

λ?l k l=入tt k 1 

である。したがって、以下では(1.1. 16)式の条件が成立し、クラック相対面聞で摩捜

すべりが生ずる場合について検討する。

クラック相対面聞での摩揮すべりはクラック面上に作用するせん断応力が最大となる方向に

生ずることになる。 G(3)座標系はこの摩擦すべりの方向をxP)軸に一致させた座標系である

ため、この座標系を用いることにより以下の取り扱いが簡略化される。 G(1)座標系からG(3) 

座標系への回転角 γ は、クラック面上に作用するせん断応力が最大となる方向を X~3) 軸に一

致させる条件、いいかえれば、 σ好)=σH)=Oなる条件より(1.1. 18)式で表わされ

る。

r =arctan(ー σ升)/σW) (1.1. 18) 

ただし、
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σH) = d i?1> d .(91)σ日} (1. 1. 1 9) 

であるo G ω座標系において応力σげ}をFig. I.1.3及び(1.1.20)式で表わ

されるようなσrr)e及びσi(j)cの2種の応力の組に分けて考えてみる.

σn)=σn)e+σ t(j) c 

σn)e=σ t(j) 

=μσWf 

σn>c=o 

( i j *32.23) 

(i j =32.23) 

( i j *32.23) 

=σn>-μσH) f (i j =32.23) 

ただし、

σij> = d i?3) d .(93)σk(9) 

f = sgn (σW) 

(1.1.20) 

(1.1.21) 

であるo (1. 1. 20)式の表現は、 σn)eにおいては弾性体はクラックを含まない場合と

σ(3) .. 
1) 

σ(3) e 
u 

Fig. 1.1.3 σi?とσt'j>e及びσfpcの関係
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等価な力学状態、すなわち、一様応力場にあり、また、 σfpcにおいてはクラック面上に作用

する応力が零となるため、クラ、ソクが開口型クラックとして存在している場合と等価な力学状

態になることを意味している。したがって、クラックの存在に起因した弾性体のひずみ増分は

σn)Cにのみ関係することになる。そこで、 σfpcをG(2)座標上に変換した応力を σj(;PCと

おくと、 Gω座標上でのクラックの存在に起因したひずみ増分ムε汗〉は、 (1.1.2)式

-... (1. 1. 4)式と同様な関係により(1.1.22)式で表わされる。

ムεj(1)= lIv .θムWcIθσiPC (1.1. 22) 

ただし、

σi1) C = d n2) d n2)σ計)C (1.1. 23) 

である。ここで、6.Wcは応力 σj(~) Cによって定義されるクラックの存在に起因したコンブリ

メンタリエネルギーの増分であり(1.1.24)式で表わされる。

ムWc=(1ー ν2)/E.S~ {Kl~+Kd~l/( 1ー ν)} dA 

ただし、

Kll= {σ WCk'cos~/B(k. ν)+σjp csirl若IC(k. ν)}

・〈πb) 1/2 k 21 (1 -k 2COS2 ~) 1/4 

K1ll= {σW csin~ IB(k. ν 〉ー σj~) C k 'cos ~ 1 C ( k ，ν)} 

・(1ー ν)(π b)I/2k21(1-k2COS2~) 1/4 

(1.1.24) 

(1. 1. 25) 

であり、 (1.1.25)式中のk.k'， B(k.ν)， C(k.ν 〉及びEは前出の(1.1.

7)式及びFig. I.1. 2に示したとおりである。(1.1.8)式の条件を用いて、前

節と同様にして(1.1. 24)式の積分を実行すると(1.1. 26)式となる。

ムWc=8/3・(1-ν 2)/E・φ{(σW0)2φ1+(σi~) c)2φ2} (1.1. 26) 
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ただし、 φ.φ1及びφ2は前出の(1.1. 11)式に示したとおりである。

(1.1. 26)式を(1. 1. 22)式に代入し編微分を実行すると(1.1. 27)式と

なる。

ムεパ)= 16/3・(1ー ν2)/E・φ (1.1. 27) 

• {φ1σWC θσ H) C/θσrr> C+や2σH)Cθσ-}~) C/θσj(~) C} 

G (0)座標系においては、クラックの存在に起因するひずみ増分Aε 仰は 0. 1. 28)式

となるので、クラックの存在に起因するコンブライアンス増分ム入 1j k Iは 0. 1. 29)式

で表わされる。

ムεi9)= d ~fO) d {~ωA ε日}

A入tJkI=θムε1(9)/θσ~?) 

= 16/3・(1ー ν2)/E

0. 1. 28) 

・φ{φ1d jfO) d {~O)θσ H> C/θσ日)+φ2dHO) d í~O) θσ-}~) C/θσk(?) } 

0. 1. 29) 

(1.1. 29)式中の微分項は(1. 1. 20)式及び(1. 1. 23)式を用いて

θσH) C/δσ~?) = d H2) dHの(d~~3) d 1(~3) ー μd ~~3) d 1(~3) f) 

θσH) C/θσ~?) = d H2) d í~2) (d ~q3) d 1(~3) ー μd ~~ 3) d {q 3) f ) 

と表わされる。この関係を用いて 0. 1. 29)式を整理すると(1. 1. 30)式となる。

A入1Jkl =16/3・(1一 ν2)/E・φ〈争 lL1JL'kl+φ2TjJT'kI) 0. 1. 30) 

ただし、

L 1 J = d jfO) d l(~O) 
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L'kl = d 将2.!d 7F> (d k9νd I(~μ ー μdi93) d (9主)f)

T， J = d HO> d i子ω

T 'k 1= d H2> d n2) (d i93) d 1\~3) ー μdi931 d {93) f) 

である。

(1.1.30  

したがって、単一の楕円板状間合型クラックを有する弾性体の有効コンブライアンス入?jk l 

は(1.1. 32)式で表わされることになる。

λ?1k l=入tJkl +16/3・(1-ν2)/E・φ(φlLtJL'kl+φ2T，JT'kl)

=λ1 J k 1 

( 1σH) 1 >μσs>) 

(1σH) 1;孟μσs!)

(1.1.32) 

なお、係数テンソルL.J及びT，)は前述の (1.1.14)式及び(1.1. 15)式と同ー

であり、 L¥1及びT¥1は(1.1.33)式及び(1. 1. 34)式で表わされる。

L 'kl : 

L' 11 = sin(β ーγ){cosφcos8(sin8sinγ-sinφcosθcosγ)・μfCOS2φcos2θ} 

L ' 1 2 = s i n( s -γ){cosφcos 8 (-cos 8 si nγ-sinφsinθcos γ〉・μfcos2φsinθcos8 } 

L'13= sin(β ・γ){cos2φcos8cosγ ・μfcosφsinφcos8} 

L' 21 = sin(β・γ){cosφsinθ(sin8sinγ-sinφcos8cos γ〉・μfCOS2φsin8cos θ} 

L '22= sin(β・γ){cosφcos8(・cos8sinγ-sinφsin8cosγ〉・μfCOS2φsin2θ} 

L '2ヲ = sin(β-γ){cos2φsinθcos γ・μfcosφsinφsin8} 

L'ヲ1= sin(β ・γ){sinφ〈幽sinθsinγ-sinφcos8cos γ)-μfcosφsinφcos8 } 

L'党 =sin(β・γ){sinφ(-cos8sinγ-sinφsin8cos γ〉・μfcosφsinφsin8} 

L' 33= sin(β ・γ){sinφcosφcosγ ・μfsin2φ} (1.1. 33) 

T ¥ 1 T ¥ 1 = L ' k 1 / tan(β ー γ〉 (1.1. 34) 

特にμ=0の場合は係数テンソルT¥1及びL¥1は(1.1.30式より次のように変形
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される.

L 'k 1= d H2) d ~r2) d k(~3) d 1(~3) 

= d~~2) d ~F) d ~g3) d {~3) 

= d ~q2) d 1¥?2) 

=Lkl 

T 'k 1= d H2) d ~22) d ~q3) d 1(~3) 

= d a\ ~2) d ~2R) d ~g3) d I' ~3) 

= d ~q2) d 1(~2) 

=Tkl 

したがって、 μ=0の場合はコンブライアンスマトリックスは対称となり、ム入 1j k 1及び

A t Ik Iは (1.1.10)式及び (1.1.12)式でNlj=Oとおいた場合と一致する。

1.3.3 数値計算例

(1.1. 12)式及び(1. 1. 32)式の数値計算結果の一例として、一軸圧縮下〈

σ~~) > 0及びσ1(9)= 0 (i j *33) )の入 h3~/ 入門n及び入 tl'33/ 入 1133とクラック形状

k'及びクラック方位e、φ、nの関係を表わしたものがFig. I.1.4である。図では、

入 '~3~/λ3 ， ~3及び入 t1 '>"，./λ1133とφの関係を 0、n及びk'をパラメータとして表わして

いるo Fig. 1.1.4 (a)-(c)は開口型クラックの計算結果であり、 Fi g. I. 

1.4(d)-(f)は間合型クラックの計算結果であり、ともに、計算条件はa3/v=0.1

及びν=0.25である.また、閉合型クラックの場合は摩擦係数をμ=0.5として計算している.

(a)及び (d)は入1nヲ/入刊行とφとの関係を示したものであり、当然の事ながら Oの値

には依存しない。 (b)及び (e)は入tl'33/入 1133とφの関係であり、 8=0。、すなわ

ち x~O) 軸に平行にクラック面が存在する場合である。 (c) 及び (f) は θ=45。の場合の

λt133/入1133とφの関係である。なお、 8=90。、すなわち X1(0)軸に平行にクラック面が

存在する場合にはφの値にかかわらず入1133/λ1133=1となるo k'の値としてはk'=1.0.

0.75 .0.5の条件、すなわち、円板状クラック (a= b)である場合、 a:b=4:3の楕円
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板状クラックである場合及び a:b=2:1の楕円板状クラックである場合のそれぞれの条件

について計算を行っている。したがって、それぞれの条件においてvの値が等しいものと考え

た場合には、 k• = 1.0 .0.75 .0.5の条件とは楕円板の長径aを一定として短径bの値を a.3

a/4及び al2と変化させて計算を行ったことを意味している。また、楕円板状クラックの場

合は月の値としてβ=0".90"の条件、すなわち(X ，<0> . X ~\O> )平面内に楕円長軸がある場合

及び (x，， 0> • x ~U) )平面内に惰円短軸がある場合のそれぞれについて計算を行っている。

Fig. I.1.4より、閉合型クラックの場合はφ>63.4" で入~<<</入<<~<=入 i 1 3'~/ 

入l''1'1= 1となっているが、これは、この条件下ではクラック相対面聞の摩擦すべりが生じて

いないことを意味している。また、 k'=0.75 (4 : 3の楕円板状クラック〉及びk'=0.5 ( 

2 : 1の楕円板状クラック〉の場合はβの値により有効コンブライアンスの値が変化し、楕円

短軸が(X {U). X ~O) )平面肉にある場合は楕円長軸が (x1'0). x ~O) )平面肉にある場合に

比べて有効コンブライアンスの値が大きくなり変形性に及ぼすクラックの影響が顕著となるこ

とがわかる。この傾向は開口型クラックの入 ?1η/入11<<でk'の値が小さい場合に顕著である。

k' =0.75及びk'=0.5の場合のそれぞれについて白 =0。及び90。の有効コンブライアン

スの平均値をとると、それらの値は、 k'=1.O(円板状クラック〉の場合の有効コンブライア

ンスの値の大略、 5/8及び113となる。これは、この計算条件下ではk'=1.0.0.75及び 0.5

のそれぞれの場合、 (1.1. 11)式に示したφの値がそれぞれ 0.1• 0.064及び 0.0お

となっていることに関係しており、変形性に及ぼすクラ、ソクの大きさの影響を示している。そ

こで、 Walsh71の表現を用いて変形性に及ぼすクラックの大きさの影響項をクラック密度

(crack densitけと定義すれば、楕円板状クラ、ソクのクラック密度は(1.1. 11)式の

φで表されることになる。したがって、 Fig. I.1.4に示した結果は、情円板状クラッ

クを有する弾性体の有効コンブライアンスは楕円長軸方位βの値により変動するが、平均的に

はφの値の等しい円板状クラックを有する弾性体の有効コンブライアンスで近似されることを

意味しているものと考えられる。

1.4 分布クラックモデル

本節では、前節の結果を参考にして、体積Vなる弾性体中にN個の楕円板状クラックが均等

に分布して存在する場合に、その弾性体の有効弾性率を求める問題を考える.たたし、 Nはク

ラックの性質を統計量として表現しうる程度に十分大なる教であるものとする。
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楕円板状クラ、ソクの分布特性はクラヴクの形状

k¥長径a.及び方位e.φ及びβのそれぞれ

のバラメータで表現されるものである。いま、 a

及びk'に対する分布とe.φ及びβに対する分

布が互いに独立であり、かつ、 θ.φ及ひ:sに対

する分布がランダム分布であるものと仮定すると

この場合には弾性体は巨視的等方性を示すことに

なる。以下では上記の条件が成立して、クラック

を有する弾性体に対して巨視的等方仮定が成立す x，
る場合を検討の対象にする。

X3 

X 2 

まず、表現を系統化するために、 V中のN個の Fig.I.l.5 分布クラックモデルの座標系

クラックのそれぞれに番号n(n=l-N)を付 及びクラック nの説明図

し、個々のクラックを表現する場合にはクラック nと表わし、また、クラック nに付随する諸

量にはnの添字を付すことにする。さらに、添字nを付していない諸量はN個のクラック全体、

もしくは、それらを含む弾性体全体に関する諸量であることにする。上記の前提のもとに、 F

ig. I.1.5に示すようなG座標系上でN個のクラックを有する体積Vなる弾性体を考え、

その弾性体の外部境界に応力σtiが作用する場合を考える。ここで、 Vの内部にクラック nの

みを含む体積V nの領域をとり、クラック nの中心を原点とした局所絶対座標系 G~O) をとる。

この場合、領域Vnの外部境界に作用する応力 (σ ¥(9っnはクラック相互間の力学的干渉の影

響により σ，.1とは異なるものとなることが予想されるが、系全体の釣合を考えれば、 (σ ，<9っn

の平均期待値はσi¥と一致するとみなすことができる。したがって、統計量として表現しうる

程充分多くのクラックを含む弾性体について、その弾性体全体としての変形挙動を論じる場合

には、 〈σ¥(9))n =σ けと仮定しでも一般性老失わないであろう。また、巨視的等方仮定が成

立する場合には弾性体の有効弾性率の独立成分は2つのみとなるため、この場合は任意の応力

場に対して2つの独立なコンブライアンス増分を計算することによりクラックを有する弾性体

の有効弾性率を求めることができる。鉱柱は通常一軸圧縮応力場におかれていることを考慮し、

以下では、体積Vの弾性体の外部境界に一軸圧縮応力、すなわち、 σ3<>O.σ ，J=O(ij 

;t33)が作用した場合のA入η<<J;tびム入 11刊を求め、有効弾性率E*及び ν$を求めることに

する。
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1. 4. 1 開口型クラック

まず、 N個のクラックがすべて開口型クラックである場合について考える。 N個のクラック

を有する弾性体のクラックの存在に起因するコンブリメンタリエネルギーの増分ムWcはクラ

ック nのコンブリメンタリエネルギーの増分ムWCnの総和として表わされる。

N 
d.WC= "i:.d.Wcn 

n=工
(1.1.35) 

クラック相互聞の力学的干渉の影響が無視できる場合は、d.WCnは(1.1.5)式と同様な

形で表現されるが、クラック相互間の力学的干渉の影響が無視できない場合にはその表現は

(1. 1. 5)式と若干異なってくる.すなわち、クラックが密に存在し、クラック相互間の

力学的干渉の影響が無視できない場合には、d.WCnは(1.1. 36)式で表現されるものと

考えられる.

rAn 
d.WCn= (1ー ν日 )/E"'.¥ ----{K � ~+KI~n+KI~ln/( 1ー νつ}dAn ( 1. 1. 36) 

J 0 

ここで、 An. dAn:クラック nの表面積の112及びその微少増分、 KIn. K Iln及びKllln:

クラック nの応力拡大係数である。(1.1.36)式の表現は Selfconsistent 14)と呼ば

れ、クラックの存在に起因したコンブリメンタリエネルギーの増分に関与する弾性率が、弾性

体実質部の弾性率E及びνではなく、クラックを有する弾性体の有効弾性率Eホ及びいになる

と考えることにより、クラック相互間のエネルギー干渉の影響を表現しているものであるーし

たがって、 (1.1.36)式及び(1.1.6)式--(1. 1. 9)式よりd.Wcは (1.

1. 37)式となる.

d.WC= 4π 13 ・(1ー ν 時)/E ・ .~kn'2a~
n=l 

ただし、

• {(σ:W H/E( kn)+ k~(σW)VB(k n .ν つ+ k~(σj~))~/C(kn.ν つ}

(1.1.37) 
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〈 σ ，(~) )n = (d {?2> dす92))nσn (1. 1. 38) 

である。ム λ33'3'3及びAλ11刊は(1.1.37)式を応力により偏微分することにより求ま

り、 (1.1.39)式となる。

A入1J ，，= 16/3・(1ー ν*2)/E事

• ~ [a~/V ・ πk n '2f2E( kn) 
n=l 

• {(N 1 J N 33)n+ k~E(kn)!B(kn ， ν 勺・ (L i JL33)n

+ k~E(kn)/C(kn ， ν つ・ (T i JT33)n)]

(ij=33.11) (1. 1. 39) 

ただし、 N'J，LIJ・TIJは前出の (1.1. 13)式-(1.1. 15)式に示したとおり

である.ここで、 a及びk'に対するクラ、ソクの分布と()，φ及びβに対するクラックの分布

がEいに独立であり、かっ、().φ及びβに対する分布がランダム分布である条件より(1.

1. 39)式は(1.1.40)式となる。

A入1J 33= 16/3・(1ー ν日 )/Eホ

ただし、

-肌iN33〉niiat/V・πkn'212山 n)}

N 
+(L IJ L33)n4{a i!V ・ πk n '2f2・ kVB(k n • v *)} 

n=ょ

N 
+(T I1 T 33)nL{ ai!V・πkn'2f2・ kVC(kn，νつ}]

n=l 

(ij=33，11) (1.1.40) 

(N，JN'，)n=問 2引;τN'JN円山
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(2甘「π/2(π
(L，JL33)n= 1I21t2.¥ ¥. ¥ LiJL33 d βcosφd φd8 

(2廿下π/2(π
(T，JT33).= 112 1t 2 ・ ~oJo ~OTjiT33dβcosφdφd8 

(ij=33，1t) (I.1.41) 

である。したがって、ム入 333ヲ及びム入 1133は(I.1.42)式となる.

A入3333= 16/45・(1ー ν日 )/E本
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N 

+三faUV・πkn'212・kVB(kn，II*)}

N 

+L{aUV・πkn'212 ・ k~/C(k. ， ν つ}]
n=1 

ムλ11:n= 8/45・(1ー ν叫 )/E本 (I.1.42) 

N 
• [2L{a~/V ・ πk n '2I2E( k.)} 

n=l 

-jid/v・πk.'2ルぽIB(k..II*)}

N 
一三ia~/V ・ πk n '212・k~/C (kn， 11 *)}] 

特に、 kn'=k'(一定〉、すなわち、すべてのクラック形状が相似である場合には(I. 1. 

42)式は(I.1.43)式となる。

A λ3333= 16/45・(1ー ν時 )/E*・φ(3+<Ti+<TD

A λ1133= 8/45・(1ーν*2)/E*• φ(2ー φT ー φ2) (I.1.43) 
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ここで、

N 
φ=πk'2I2E(k)・Lailv

n=l 

φj=k2E(k)/B(k.νつ
~ ~ = k 2 E (k)1 C (k .νつ

(1.1.44) 

である。特に、上記のφは前節の(1.1. 10式の表現を分布クラックに拡張したもので

あり、分布クラックモデルにおける楕円板状クラックのクラック密度を表す量であると考える

ことができる。したがって、以下では単一クヨックモデルの場合と同様に(1.1.44)式

のφをクラック密度と呼ぶことにする。また、

1/E事=1/E+ムλ3333

一 ν */E ・=一 ν IE+~ λ1133 

なる関係より、 (1.1.43)式の場合の有効弾性率は(1.1.45)式で求められる。

E*/E=1-16/45 ・(tー ν 日〉・ φ(3+ や !+~D

νーν*=8/45・(tー ν陀〉・ φ{2+6ν ー(1-2ν)(φt+ ~~)} (1.1.45) 

φ?及びφ2はν・の関数として表現されるため、 (1.1.45)式の第2式はν*に関する3

次方程式となる。すなわち、 ν$は(1.1.45)式の第2式の3次方程式の解として与え

られることになり、そのν・の値と(1.1.45)式の第 1式を用いてE*が求められること

になる。また、 (1. 1. 45)式は同様な問題についてBudianski等14)が一軸及

び静水圧の2種の応力条件の場合について求めた解と一致している。また、すべてのクラック

が円板状クラックである場合は、

N 

~=La~/V 
n=ユ

~t= ~~= 2/(2ー νつ (1.1.46) 
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なる関係より(1.1.45)式は(1.1.47)式となる。

N 
E./E = 1 -16/45 ・(1ー ν 日)00-3ν つ1(2一 ν つ・ ~aUV

n=l 

N 

~ a ~/V = 45/16・〈ν一νつ(2一νつ10・ν.2){1O11 -ν.0+3ν)} 
n=工

(1. 1. 47) 

1. 4. 2 間合型クラック

N個のクラックがすべて間合型クラックである場合を考えるo N個のクラックを有する弾性

体のクラックの存在に起因するひずみ増分Aε33及びAε11はクラック nの存在に起因するひ

ずみ増分 (sε 持))n及び (sε1(?っaの総和として表わされる.

Aε11=ず(sε1(9))n 
n=l 

(i j =33，11) (1.1.48) 

前項と問機に seI f cons i stentの概念を用いると、 (ßε~q)) n及び (sε1(?っaは(1.

1. 49)式で表わされる.

(sε1(9) )n = 16/3・(1-ν・2)/E*.aUV・πkn'2I2E(kn)・(d ~fO) d I(~O) )n 

・ {k~E(kn)/B(kn ， ν つ・ (83k8 1l )n(σW C)n 

+ k~E(kn)!C( 包 n ・ ν つ・ (83k 821 )n(σ~~) C)n} 

=0 

ただし、

I(σW)n I >μ〈σW)n

I (σW)n 1;謡μ(σW)n

(ij=33，l1) (1. 1. 49) 

〈 σI(~) C)n = (d ~~2) d n2) )n {( d 1~3) d 193) )n一μ(d~q3) d ~q3))n f n}(σ~q) )n 

f n =sgn[( d ~q3) d ~23) )n(σ~q) )n] (1. 1. 50) 
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δk 1 :クロネッカーのデルタ

である.したがって、 Aε33及びAε11. !::1入 3333及ひ凸入 1133はそれぞれ(1.1.51)

式及び(1. 1. 52)式となる.

A ε11=16/3・(1ー ν*2)/E事

N 
• ~[aUV ・ πk n '2I2E(kn)・(d ~~Q) d HO) )n f n' 
n=l 

• {k~E(kn)/B(kn.ν つ・ (&k3&11)n(σH) C)n 

+ k~E(kn)/C(kn.ν*) ・ (&k3&12)n(σ~~) C)n}] 

A λ1133=16/3・(1ー ν柁 )/E事

N 

( i j =33.11) 

-三faUV・7f.kn'2I2E(kn)・fn' 

・ {k~E(kn)/B(kn ， ν つ・ (L 11 L'33)n

(1.1.51) 

+ k~E(kn)/C( kn.νつ・ (L，IL'33)n}]

( i j =33，11) (1. 1. 52) 

ただし、

f n' = 1 • I (d ~~3) d ~~3))n I >μ( d ~~3) )~ 

=0 • I (d ~~3) d ~~3))n I ;謡 μ(d~~3) H (1.1.53) 

である。ここで、 (1. 1. 53)式の条件はクラック nの方位角φnを用いて(1. 1. 5 

4)式で表わすことができる.

f n'= 1 .O:iφn<arctan(llμ〉

=0 • • • arctan(llμ)~φn 孟 π /2 (1.1. 54) 

a及びk'に対するクラックの分布と 8.φ及びβに対するクラックの分布が互いに独立であ

り、かっ、 8，φ及びβに対する分布がランダム分布である条件より、 (1.1.52)式は

(1.1.55)式となる.
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ム入¥J 33= 16/3・(1ー ν*2)/E・

N 
'{(L¥JL'33)nfn' '}:[ag/V.πk n '2I2 E(kn) ・ k~E(kn)/B(kn ， ν ‘)]

n=ユ

N 
+(T¥JT'η)n f n'. L[aUV ・ πk n '2I2E(k n ) ・ k~E(k n)/C (k n，νつ]}

n=工

( i j =33，11) (1. 1. 55) 

ただし、

〈LijL'dnfhlM-;??;ctan(l/υ)j: L¥JL'33 d βcosφd φd8 

(T I j T '，，)n f n ' = 112π2・f:ìTja~c七 a川)j: T¥JT"33 d βcosφd φd8 

( i j =33，11) (1.1. 56) 

である。したがって、ム λ刊行及ひ.ム入 113'3は(1.1. 57)式となる。

ム入刊行=8/45・(1ー ν日 )/E捗.M(μ〉
N 
・L[aUV・πkn'2I2E(kn)
n=l 

・ {k~E(kn)/B(kn ， ν つ+ k ~ E (k n)1 C ( k n，νつ}]

ム入 11'3'3= -4/45・(1ー ν日 )/E本.M(μ〉

.5[at/v・πkn'2I2E(kn)
n=l 

・ {k~E(kn)/B(kn ・ ν つ+ k~E(kn )l C(kn ， ν つ}]

(1.1. 57) 

ただし、
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M(μ)=(2μ4+3μ2+2)/(μと+1)3/乙-2μ (1.1. 58) 

である。特に、 kn'=k'(一定〉、すなわち、すべてのクラック形状が相似である場合は(1.

1. 57)式は(1.1.59)式となる。

ムλnね =8/45・(1一ν日 )/E事 .M(μ)・φ(φt+φD

d.入 113'=-4/45・(}-ν *2)/E事.M(μ〉・ φ(φt+φD (1.1. 59) 

なお、 φ.φ?及びφZはすでに(1.1.44)式として示した。(1.1.59)式の場合、

有効弾性率E事及びν事は(1. 1. 60)式で求められる。

E * 1 E = 1 -8/45・(1ー ν日〉・ M(μ〉・ φ(φt+φD

ν一ν事=4/45・(2ν ー1)(1ー ν日〉・ M(μ〉・ φ(φt+φD (1.1. 60) 

(1.1. 60)式の第2式は(1.1.45)式の第2式と同様にfに関する3次方程式

となる。また、すべてのクラックが円板状クラックである場合は(1.1. 60)式は(1.

1.61)式となる。

N 
E*/E = 1 -32/45・(1ー ν日)/(2-νつ・ M(μ〉・ L_aUV

n=~ 

N 
L aUV =45/16・(2ーν勺(ν ーν勺I{M(μ)(1-ν 日)(2ν ーl)}

n=工

1. 4. 3 開口型クラックと間合型クラックが混在する場合

(1.1.61) 

1. 4. 1及び 1.4. 2の結果をもとにして、開口型クラックと閉合型クラックが混在す

る場合、すなわち、体積Vなる弾性体中にN個のクラ、ソクが存在し、そのうち qN個〈ただし、

O 謡 q:a1)が開口型クラックであり、 (1-q) N個が間合型クラックである場合を考える。

この場合も、クラックの存在に起因する弾性体のひずみ増分及びコンブライアンス増分はクラ

ック nによるひずみ増分及びコンブライアンス増分のそれぞれの総和として表わされる。した
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がって、開口型クラック及び閉合型クラックのそれぞれについて、 a及びk'に対するクラッ

クの分布とe.φ及びnに対するクラックの分布が互いに独立であり、かっ、 e.φ及びHに

対する分布がランダム分布である条件が成立するならば、 (1.1.42)式及び(1.1.

57)式よりふλ刊行及ひム入 t1刊を求めることができる。特に、 kn'=k'(一定〉、すなわ

ち、すべてのクラックの形状が相似である場合には、 (1.1.45)式及び(1.1.60)

式より有効弾性率E噂及びfは(1.1.62)式となる。

E*/E = 1 -8/45・(1ー ν日〉

・ φ[q 事{6+2(φr+ 争~)}+(l- qつ〈φr+φDM(μ)]

νーν事 =4/45・(1一 ν日〉

・φ[2q・{6ν+2ー(1-2ν)(φt+φD}ー(1-qつく1-2ν)(4> t +φDM(μ)] 

(1.1.62) 

ただし、

qN N 
q 事 =ìa~/ 'L a~

n=l n=l 
(1. 1. 63) 

である。ここで、 q事はクラック密度から定義された開口型クラックと間合型クラックの分配

率であり、以下ではq*を状態係数と呼ぶことにする。特に、開口型クラック及び間合型クラ

ックのそれぞれについてaに対するクラックの分布が等しい場合にはq*=qとなる.すべて

のクラックが円板状クラックである場合には、 (1.1.62)式は(1.1.64)式とな

る。

E*/E = 1 -16/45・(1-ν 日 )/(2一νつ
N 

.'LaUV・{(10-3νつq本 +2M(μ)(1-q・)}
n=工

45/16・(v一νつ(2一νつ1(1-ν日〉
N 

='LaUV・[{10ν ー ν叱1+3ν)}q噂+M(μ)(2ν-l)(1-q勺]
n=ム

(1.1.64) 
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1. 4. 4 数値計算例

数値計算結果の一例として、円板状クラックを有する弾性体の有効弾性率とクラック密度の

関係をFig. I.1. 6に示す。 Fig.I. 1. 6はく 1.1.64)式でμ=0.5とし

た場合のクラック密度φ=芝aUVとν*及びE*/Eの関係を q*及びνをパラメータとして表

したものである。 q*= 1はすべてのクラックが開口型クラックの場合を示し、 q・=0はすべ

てのクラックが閉合型クラ、ソクの場合を示している。図中、 E*/Eとクラック密度の関係が一

本の直線で表されているが、これは、 E*/Eの値はνの値にほとんど影響されずに、芝 aUV.

μ及びq専のみによって決定されることを示している.また、 q* = 1. O. 0.75及び0.5の場合は

E*/E) 0となる範囲のみを示しているが、クラック密度がより大きな場合には計算上E*/E

謡Oとなる。これは、クラック密度がある値以上になるとクラックを有する弾性体の系全体と

してのエネルギバランスが成立しなくなることを意味しており、物理的には、この様な状態で

は開口型クラックが間合型クラックに移行する現象が生じるものと考えられる。したがって、

近似的には、この様な場合は新たなエネルギバランスが成立する状態、すなわちE*/E)0と

なる状態にまでq*の値が減少するものと解釈される。上記の事を前提として図を見ると、有

効ヤング率はクラック密度の増大に伴つでほぼ直線的に減少する傾向を示すが、その変化率は

開口型クラックと間合型クラックのクラック密度の分配率である状態係数q本により大きく変

化することがわかる。そこで、クラック密度と有効ヤング率の関係がほぼ直線で表され、また、

有効ヤング率には弾性体実質部のポアソン比の影響が小さい事を留意して、有効ヤング率の近

似的表現を求めると(1.1.65)式となる。

E*/E = 1ー φ{16/45・M(μ〉・(1-q *)+ 16/9・qホ} (1.1.65) 

次に、有効ポアソン比はクラック密度の増大に伴って増加する場合と減少する場合とがある

が、ともに、クラック密度とほぼ直繊関係を示していることがわかる。特に、 E*/E=Oとな

るときのν・の値は νの値にかかわらず一定となることがわかる。このときのν‘の値を ν車の

収束値と呼ぶと、 q*の減少に伴って fの収束値は増大することがわかる.

次に、クラック形状が有効弾性率に及ぼす影響を検討する。楕円板状クラックの有効弾性率

の評価式(1.1.62)式において、クラック形状に関係する項はφ及びφt+φEのみであ

ることがわかる。そこで、まず、 φt+φ2とクラック形状の関係を調べるために、 k'(= b 
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/a)とφT+φ2の関係を ν皐をパ

ラメータとして表したものがFig

I. 1. 7である。 Fig. I. 

1. 7より、い=0の場合はφj+

φPの値はk'に依存せずに一定値と

なるが、 V事事i!:0の場合はφT+φz

の値はk'の値により若干変化する

ことがわかる。しかしながら、 φ?

+争Eの値に及ぼすk'の影響は比

較的小さい為、厳密な数値を必要と

する場合以外は、すべてk'= 1 ( 

円板状クラック〉の場合のやj+φ2

|¥ホ¥|

2.0 

1.5 
0 0.25 

V*.0.5 

主aa a a2 。3 ， 

Q5 
k' 

0.75 

Fig.I.1.7 楕円板状クラックの楕円形状k'
(= b/a)と〈φj+φDの関係

10 

の値4/(2ー νつで代用することが可能であると思われる。この様に考えると、有効弾性率に及

ぼすクラック形状の影響は、 k'に関係するもう一つのパラメー夕、すなわち、 φの値のみに

よって表現されることになると思われる。すなわち、 k'の値が異なる場合であっても、 φの

値が等しい場合には、変形性に及ぼすクラックの影響はほぼ等しくなると考えることができる。

したがって、楕円板状クラックを有する弾性体の有効弾性率とクラック密度の関係はFi g. 

I. 1. 6の横軸、すなわち、円板状クラックのクラック密度を(1. 1. 44)式で定義さ

れる楕円板状クラックのクラック密度でおきかえたものにほぼ相当することになる。

1.5 結言

クラック理論を用いて、岩盤内に存在する不連続面が岩盤の変形特性に及ぼす影響を理論的

に検討した。特に、ジョイント等の不連続面を有する鉱柱及び岩盤の変形性の問題を単一クラ

ックを有する弾性体モデルとして取り扱い、複数の不連続面を含む鉱柱及び岩盤の変形性の問

題を分布クラックを有する弾性体モデルとして取り扱った。また、不連続面の開口状態を考慮

し、関口している不連続面を関口型クラック (opencrack)、間合している不連続面を閉合型

クラック (closedcrack)として、それぞれ別途の解析を行った。以下に、本章で得られた成

果をまとめることにする。
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まず、単一クラックを有する弾性体モデルについて得られた結果を示す。

(1)単一の楕円板状開口型クラックを有する弾性体の有効コンブライアンスは(1.1. 12)

式で表され、単一の楕円板状閉合型クラックを有する弾性体の有効コンブライアンスは(1.

1. 32)式で表わされることを明らかにした。特に、変形性に及ぼすクラックの大きさの影

響は(1.1. 11)式に示したクラック密度+を用いて表わされることを示した。

(2)上記の理論解の数値計算を行い、クラックの形状及び方位が変形性に及ぼす影響を検討し

た。まず、載荷軸方向とクラック面の法線方向とのなす角度によって、有効コンブライアンス

は顕著に変化し、特に、楕円板状クラックでは載荷軸方向とクラック面の長軸方向とのなす角

度によっても有効コンブライアンスは変化することを示した。また、開口型クラ、ソクと閉合型

クラ、ソクでは変形性に及ぼす影響が顕著に異なることを示した。

多数のクラックを有する弾性体モデルとしてはクラックの方位分布がランダム分布で与えら

れ巨視的等方性が成り立つ場合を検討の対象とし、以下の結果を得た。

(3)楕円板状開口型クラックが分布して存在する弾性体の有効ヤング率及び有効ポアソン比は

(1.1.45)式で表わされ、また、同様に円板状開口型クラックの場合は(1.1.47)

式で表わされる。楕円板状閉合型クラックが分布して存在する弾性体の有効ヤング、率及び有効

ポアソン比は(1.1.60)式で表わされ、また、同様に円板状閉合型クラックの場合は

(1.1.61)式で表わされる。さらに、一般的な場合として、楕円板状関口型クラックと

楕円板状間合型クラックが混在する弾性体の有効ヤング率及び有効ポアソン比を(1.1. 6

2)式に、同様に円板状クラックの場合を(1. 1. 64)式に示した。特に、開口型クラッ

クと間合型クラックが混在する場合には、 (1.1.63)式に示したそれぞれのクラックの

存在率を表す状態係数q事が重要な因子となる。

(4)上記理論解の数値計算を行って、クラックの存在が変形性に及ぼす影響を検討し、次のこ

とを明らかにした。有効ヤング、率は、クラック密度の増大に伴つでほぼ直線的に減少する傾向

を示すが、その低下率は状態係数q*に大きく依存する。また、有効ヤング率は弾性体実質部

分のポアソン比の値にはほとんど依存せず、クラック密度、状態係数、クラック面の摩擦係数

及び弾性体実質部のヤング率のみにより決定される。また、有効ポアソン比はクラック密度の

増大に伴って増加する場合と減少する場合があるが、ともに、クラック密度に対しでほぼ直線

的な関係を示す。また、クラック密度の増大に伴って有効ポアソン比は一定の値に収束する傾

向を示すが、この有効ポアソン比の収束値は状態係数の減少に伴って増大する。
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第2章岩盤の不連続性の評価法に閲する理論的検討

2. 1 緒曹

岩盤の力学的性質の評価を目的として、岩盤の不連続性を定量化しようとする試みは古くか

らなされており、ジョイント間隔、 RQ D (Rock Qual i ty Designation)等の不連続面の分布

状態を表わす種々の諸量が提案されてきているυ。特に、 De e r e2>・3)はジョイント間隔

とRQDとについてそれぞれの値の対応関係を示し、 RQDを用いた岩盤分類法を提案してい

る.また、 Pi t e a u 4)， H u d s 0 n 5)・6)等は Scan1 i ne su rveyによる不連続性の評

価法について詳細な検討を行っている。これらの岩盤の不連続面の間隔や性質の調査は通常、

採掘空洞や坑道周囲の岩盤壁画、ポ}リング孔の孔壁及びコアの観察により成されるものであ

る.しかし、不連続面は岩盤中に3次元的に分布しているものであるから、壁画及びボーリン

グ孔等の2次元的もしくは 1次元的観察によってその特性を知るためには極めて繁雑な作業を

必要とすることになる。小田7)・8)は、この問題の解決を目的としてクラックテンソルωに関

する研究を実施している。すなわち、小田は、岩盤中の不連続面を円板状クラックと仮定して

不連続面の分布特性に関する理論的検討を行い、岩盤の不連続性の評価法に関する基礎理論を

明らかにしている。

本章では上記の研究成果をもとにして、岩盤肉不連続面の分布特性に関する確率統計論を展

開し、岩盤の変形性を検討する上で重要なパラメータであるクラック密度を評価する方法を検

討する。具体的には、まず、 2.2節でクラック分布に関する基礎理論である小田の理論を紹

介し、 2.3節で原位置岩盤における簡易計測により岩盤のクラック密度を評価する方法を提

案する。また、従来から広く用いられてきている不連続面の尺度であるRQDについて理論的

考察を行い、 RQDと岩盤の変形係数との関係を明らかにする。

2. 2 クラック分布関数

2. 2. 1 クラック分布閑散の定義

前章で論じたクラックモデルの前提を踏襲すると、個々のクラックの特性は、そのクラック
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の形状、大きさ及びクラックの方位により表現されることになる。また、体積Vの岩盤中にそ

の中心をもっN個のクラックが一様に分布している場合を考えれば体積V内に存在しているク

ラックの程度は単位体積当りのクラック数N/Vにより表現しうる。これを以後クラックの分

布密度と呼ぶことにする。したがって、今、問題を円板状クラックに限定して考えれば、クラ

ックの分布性状はクラックの直径r及び方位に関する分布を表わす確率密度関数とクラックの

分布密度N/Vにより表現されることになる。なお、前章ではクラックの大きさをクラック半

径aを用いて表わしてきたが、本章では表現の便宜を考えて、クラック直径rを用いることに

する。また、クラックの位置及び方位は前述の絶対座標系G上で、それぞれクラック中心の座

標及びクラック面の単位法線ベクトルロとして定義されるものとする。日はG文はG(Q)上の

クラックの方位角 θ及びφを用いてJ)=(cosφcos8， cosφslnθ ， sinφ) (ただし、 O重

φ~π/2) で表わされる。すなわち、クラック面の単位法線ベクトルとしては、互いに逆向

きの2つのベクトルが存在するが、ここではそのうち、上半球上にあるもののみを採用するこ

とにしている。

この様な前提のもとに、クラックの直径が r-r+drの範囲にあり、その単位法線ベクト

ルがD老中心とした微少立体角 dO肉にあるクラックを (r，J))クラックと呼び、 (r， J)) 

クラックの分布を表わす確率密度関数をPRN(r，J))と表わすことにする。当然、
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である。ここでInは上半球上の積分を表わし、 θ及びφを用いれば(1. 2. 2)式となる.

jfldQ=J:712C附 dφd8 (1. 2. 2) 

PRN(r， J))において rとBが統計的にEいに独立な確率変数であるものと仮定すると、 PRN

(r， J))は rの分布を表わす確率密度関数PR(r)とDの分布を表わす確率密度関数PN(J))の

積として表現されることになる。

PRN(r， J))=PR(r)PN(日〉 (1. 2.3) 
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当然、

~:PR(r)dr= Sr2PN(J))dQ=l (1. 2.4) 

である。以下では、上記の確率密度関数PRN(r，0)， PR(r)及びPN(O)を総称してクラッ

ク分布関数と呼び、 (1. 2.3)式の成立を前提として検討を行う。

次に、基底ベクトル毘tに対するクラックの単位法線ベクトルDの方向余弦niを(1. 2. 

5)式で定義する。

n，= 1昆1・01 (1. 2. 5) 

以下では上記n，をもって、基底ベクトル昆tに対するクラックの方向余弦と呼ぶことにする.

2. 2. 2 クラック分布関数の性質

前節の前提で表される岩盤中に

、ある基底ベクトル旦lと平行な

長さL(t)の線分L(けを考えた場

合、この線分と交差するクラック

の数Ne')は以下のようにして求

めることができる。 (r. 0)ク

ラックが線分Lω と交差する条

件はL(')に垂直な面に (r.0 

〉クラックを投影してできる楕円

-'、
(r.s)cra小ノレ「ノ
a 

Fig. 1 .2.1 線分L(1)と交差する

( r. n)クラックの説明図

形の内部をLω が通る条件と等しくなり、これは、 (r. 0)クラックの中心がLω を中心

軸とした長径 r.短径rn，.高さLω の楕円柱の内部に存在する条件と等しくなる (Fi g. 

1. 2. 1参照〉。したがって、 L(')と交差する (r. 0)クラックの教は 0.2.6)

式で表わされることになる。
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N/V・L(l) rrrよn./4・PN( D) P R ( r) d r d Q (1. 2. 6) 

0.2.6)式を積分することにより、 Nc')/L (，)は(1. 2. 7)式で求められる。

NC，I/L¥!)=π/4・N/V. ¥∞ rよPR(r)dr¥ n'PN(日)dQ (1.2.7) 
Jo .I~ 

また、 L(1)と交差するクラックの確率密度関数をPC'I (r. D)とおくと、 Pc') (r. D) 

は(1. 2. 8)式となる。

Pc')(r. D)=π/4・N/V・L(1)/Nc'l・r2PR(r)n，・ PN(日) (1.2.8) 

すなわちPc'){r.D)はPRN(r. D)にL(けと交差する条件が付された条件付確率となる。

次に、この岩盤中に、ある基底ベク

トル昆iに垂直な面積S(t)なる平面s
tけを考えた場合、この平面s(1)と交

差するクラックの数N~') は以下の様

にして求められる。 (r. D)クラッ

クが平面Sω と交差する条件はS(，) 

から(1 -n n 1/2 r /2以内の距離

に (r. D)クラックの中心が存在す

る条件と等しくなり、これは底面積

S (，)、高さ (1-n n 1/2 rの立体
平面S'1 と交差寸ーろ

の内部に (r. D)クラックの中心が ¥¥レ/(1・IL)ケエブゾケω説明ド!

存在する条件と等しくなる (Fi g. 1. 2. 2参照〉。したがって、 Sω と交差する (r.

D)クラックの数は(1. 2. 9)式で表わされることになる。

N / V • S (1) r (l -n n 1/ 2 • P N( D) P R ( r) d r d Q (1.2.9) 

(1. 2. 9) 式を積分することによって N~') /S ω は(1.2.10)式で求められる。
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NF/S《11M-(:rPR(r〉dr-L〈1-M〉1/2・PNω dQ

(1.2.10) 

また、 S(けと交線をなすクラ、ソクの確率密度関数をpJt>(r.日)とおくと、 PJ1)(r.日〉

は上記と同様にして (1.2.11)式で求められる。

PJ1)(r.O)=N/V.S<け INJ1).rPR(r)・(1-n D 1/2 P N( D) 

(1. 2.11) 

(1.2.11) 式はp~I)(r. 0)が平面Sω と交差する条件付確率となることを意味して

いる。

次に、上記の平面s<けと交差するクラッ

クが S(I)となす交線の長きをし交線の長

さの分布を表わす確率密度開散をP.(1)(t)

とおくと t及びP千1)( t)は以下の様にして

求められる。 (r. 0)クラックの中心が

S (1)から距離hの位置にある場合〈ただし

、o< h < (1 -n n 1/2 r /2)、(r 

• 0)クラックがs(1)となす交線の長さ t

は(1.2.12)式で表わされる (Fi 

R・ 1.2. 3参照〉。

t={r2-4h2/(1-nDPノ2

(1.2.12) 

Fig. 1 .2.3 
平面sω と交差する(r. n)クラック
の交線長 tの説明図

S (1)と変差する (r. 0)クラックのうちで、 S'けとクラック中心聞の距離がh-h+dh

の範囲にあるものの教は(1.2.13)式となる。
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N~')F~')(r. D)・2S"'dh/{S <，) rCl-nf)U 2:}・ dQdr (1.2.13) 

(1.2.12)式及び、 h.dh. t.dt)Oなる条件を用いて、 (I.~. 13)式中の

変数hを変数 tに変換すると、 S¥')と交差する (r. D)クラックのうちで交線長が t......t

+dtの範囲にあるものの数が求められる。すなわち、 (1.2.14)式となる。

N ，") P j ， 1 ( r. D )・ tr-1(r2-t2)ー1ノ2:dtdQdr (1.2.14) 

したがって、交線長が t......t +d t なるクラックの数N~')P+')(t) dtは(1.2.14)

式を積分して(1.2.15)式で求められる。

N ，(1) P千>i( t) d t = N ，( 1) L L P J' ) ( r. D)・tdt r-1(rよ-t 2)ーレ 2dQ d r 
)0 Jr2 

=N/V・sωtd t • S:山川一 t2)一1/2d r 
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(1.2.10)式及び(1.2.15)式より P-f')(t)は(1.2.16)式となる。

P千1)( t ) = ¥ t P R ( r )( r 2 -t 2)一1/2 drl ¥ rPR(r) dr 
Jt JO 

(1.2.16) 

(1.2.16)式の右辺にはsω の方向を与える量が含まれていないことから、 P-fl)(t)

は面Sω の方位に独立な関数となることがわかる。したがって、以下では交糠長の確率密度

関数P-fl)(t)は方位を表わす添字を省略してPT(t)と表現する。すなわち、 (1.2.17) 

式となる。

山 ) =S: t PR( r ν-t 2円 drlS:rPR(r) dr (1.2.17) 

(1.2.17)式右辺の分子の積分はAbelの式として知られていて(1.2.18)式

の性質を有する.
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J: tM.f:川〉(rz-tzyl/2drdt= J:r血れ(r〉dr-J;/2 sirθ d8 

(1.2.18) 

ただし、 m:!整数である。

(1.2.17)式の関係を考慮して、 (1.2.18)式にm=O.2. 3をそれぞれ代入す

ると(1.2.19)式-(1.2.21)式の関係式が求まる。

J: t→Pr( t) d t =π山 J:rPR(r) dr)ー1 (1.2.19) 

r: t P r( t) d t = 112・れ寸Pr(t)dt 0 S~r2PR(r) dr 
JO JQ 

(1. 2. 20) 

s: t2Pr(t) dt=4/31lo S: t叩 t)d t・r:r 3PR( r) d r (1. 2. 2 1) 

ここで、前章の (1.1.46)式に示した円板状クラックのクラック密度φ(=f:aUV)

を本章で定義したパラメータを用いて、

N肝心3PR(r)dr (1. 2. 22) 

と表すと、これは、 (1.2.10)式、 (1.2.19)式及び(1. 2.21)式を用い

て(1.2.23)式で表わされる。

N恥 S:r3PR(r) dr引6 ・ N~l) /8 (け・s:t 2Pr( t) d t 

/ S si (1 -n n 1/2 P N(J)) d Q (1. 2. 23) 

また、問機に(1. 2.7)式、 (1. 2. 20)式及び(1.2.21)式を用いると(1.

2. 24)式となる。
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MV-j:rsPR(r〉dr=3/16・Nr/LU-J:tとPT(t)dt 

/ {S: tPT(t) dt SS"l U，PN (J)) dω 

(1. 2. 24) 

2. 3 クラック密度の簡易評価法

前節ではクラック分布関数の性質に関する基礎理論を紹介した。本節では、クラックの方位

分布がランダム分布であると仮定して問題を単純化し、クラック密度とクラック分布関数の関

係を検討する。また、有効クラック及び測定クラックの概念を新たに導入し、簡便な不連続面

の測定により岩盤のクラック密度を評価する方法10>を提案する。

2. 3. 1 有効クラック密度

クラック方位分布がランダム分布、すなわち、

PN(J))= 112π (1. 2. 25) 

である場合には、クラック分布関数PRN(r. J))は rのみの関数として表現されることになる。

PRN( r. J))= 112π ・PR(r) (1. 2. 26) 

また、 (1. 2. 22)式に示したようにクラック密度令は、円板状クラックの場合には(1.

2. 27)式で表わされる。

φ=N/8V. ¥ r3PR(r) dr 
J 0 

(1. 2. 27) 

この場合には、 (1. 2. 23)式及び(1. 2. 24)式中の方位に関する積分項が定数と

なるので、それらの表現は(1. 2. 28)式及び(1. 2. 29)式となる。

φ= 3/411: . N s/S・r:t 2PT( t) d t (1.2.28) 
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φ=仲 NL/L' S~ t2PT(t) dt/ S~ tPT(t) dt (1. 2.29) 

また、前述の N~') /L (1) 及び N~') /S川はともに方位に独立な量としてNL/L及ひ:Ns/

Sと表現され、 (1.2.7)式及び(1.2.10)式は(1.2.30)式及び(1. 2. 

31)式となる。

NjL=π/8・N/V・ r2PR(r)dr 
J 0 

(1. 2. 30) 

仏日ル N/V.r: r PR(r) dr (1.2.31) 

したがって、 (1.2.28)式文は(1.2. 29)式を用いて岩盤のクラック密度を推

定するためには、岩盤表面において、クラック交線長の頻度分布を測定する必要がある。しか

しながら、岩盤表面においてクラック交線長さを統計的に有意な程度に測定することは極めて

繁雑な作業を要するであろう。また、 (1. 2. 28)式及び(1. 2. 29)式ではクラッ

ク密度はo< t <∞の積分として表現されているが、現実に測定可能な交線長には上限と下限

が存在するであろう。また、前章の理論を用いて岩盤の変形性を予測する場合には、モデルの

弾性体実質部分の弾性率E及びνは岩盤から採取された岩石供試体の載荷試験により求められ

る弾性率で与えられるものと考えられる。この場合、岩石供試体には供試体寸法より大きなク

ラックは存在しえないが、供試体寸法より小さなクラックは存在しうるものと考えられる。す

なわち、岩石供試体の弾性率は供試体寸法より小さなクラックの影響をすでに受けているもの

と考えられる。したがって、岩石供試体の弾性率を理論式の弾性体実質部分の弾性率として用

いる場合には、クラック密度は供試体寸法より大きなクラックについて求める必要がある。以

下では、この評価の対象とすべきクラックを有効クラック、そのクラ、ソク密度を有効クラック

密度φeIとよび、前述の岩盤表面で観察可能なクラックを測定クラックと呼ぶことにする。し

たがって、有効クラックの上限値及び下限値をそれぞれ rml n及び rmaxとおくと有効クラック

密度φeIは(1.2.32)式で表わされることになる。
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ここで、 rmaxtま問題の対象とする岩盤領域の大きさに対応するものと考えられるが、対象と

する岩盤領域が充分大なるものとすれば rm.x=∞として取り扱うことが可能である。そこで、

以下では rmax=∞として議論を進めることにする。また、測定クラ、ソクについては、個々の

クラック交線長の値を測定するのでなければ、すなわち、岩盤壁画のある領域において一定の

長さ以上の交接長を有するクラックの数のみを測定の対象とするのであれば、その下限値のみ

を設定すればよいことになる。以下では、この測定されるクラック交線長の下限値を tml nと

おくことにする。

2. 3. 2 測定クラックと有効クラックの関係

(1. 2. 30)式及び(1. 2.31)式に示したNL/L及びNs/Sを膏効クラックに

ついて表わしたものを NE'/L及びN~'/S とおくと、それらは(1. 2. 33)式及び(1.

2. 34)式で表わされる。
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すなわち、 NE'/L及びN~'/S は有効クラックの単位欄線長当りの個数及び単位面積当りの

個数老衰わしている。同様にして、有効クラックについてクラック交線長の分布関教をPド〈

t)とおけばPド(t)は(1.2. 35)式で表わされる.
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である。(1. 2.35)式及び(1.2.36)式より(1. 2.37)式の関係式が求ま

る。

{r:Jh(r)dr=(:ぺ
+Jふi:t PR( r)( r 2_ t 2)ー1/2dr dt (1. 2.37) 

したがって、 (1. 2. 34)式は(1.2.38)式のように変形することができる。

rr mlD r∞ 
N~'/S=π/4 ・ N/V ・ [L tPR(r)(r2-t2)-l/2 dr dt 

)0 Jrml-' 

f∞「∞
+1， tPR(r)(r2-t之〉ー1/2d r d t ] 
3r mIn J七

(1. 2. 38) 

また、 NE'/L を N~'/S及びPf'(t)を用いて表わせば(1. 2. 39)式となる。
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ここで、 (1. 2. 39)式の積分は平面Sと交差する有効クラックの交線と平面S上に設定

された糊線Lとが交差する条件を意味している0(1.2.35)式を(1. 2. 39)式に

代入するとNE'/Lは(1. 2. 40)式のように表わされる。

rr ml n(・∞
NE'/L=1/2・N/V.[¥ t2PR(r)(r2-t2)-1/2 dr dt 

イニ1B J:tZPR(r〉〈戸 t2)ー1/2d r d t ] 

(1.2.40) 

次に、前述のNl/L及びNs/Sを測定クラックについて表わしたものをそれぞれNEb/L
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及び N~b/S とおくことにする。すなわち、 NEb/L は岩盤表面上に設定したilll線と交差する

クラックのうち、交線長が tm， n以上であるものの単位制線長当りの教であり、 N~b/S は岩

盤表面で観察されるクラック交線のうち、交線長が tml n以上であるものの単位面積当りの教

を表わしている。 NEb/L 及び N~b/Sは交線長の分布関数PTくりを用いて (1.2.40

式及び(1. 2. 42)式で表わされる。
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=2/π ・Nル ;Lzntm〉dt (1.2.40 

N~b/S=Ns/S.\ PT(t)dt 
J t皿、 a

(1. 2. 42) 

(1.2.40式の積分は平面Sとクラックの交線が平面S上に設定された測線Lと交差す

る為の条件を表わしている。(1.2.40式及び(1. 2.42)式に(1.2.17)

式を代入すると(1. 2.43)式及び(1. 2.44)式となる。
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ここで、 rm1n=tm1n、すなわち、有効クラックの下限値 rml nに合わせて測定クラックの

下限値 tmi nを設定して、岩盤表面上に現われるクラックの測定を行った場合を考える。この

場合には、 (1.2.38)式、 (1. 2. 40)式、 (1. 2.43)式及び(1. 2.4 

4) 式より N E. f/L と NEb/L 及びN~f/S と N.%b/Sの聞にそれぞれ(1. 2. 45)式及

び(1.2.46)式の関係が求まる。

NE.f/L = NEb/L +112・N/V.L ∞ t之PR(r)(r2- t2)一1/2d r d t 
JO Jtm1n 

(1. 2. 45) 
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N~.'/S=N8b/S+π/4 ・ N/V ・e rn1 "( ∞ t P R( r )( rどー t乙〉ー1/之 drdt
J 0 jtm)f， 

(1. 2. 46) 

(1.2.45)式及び (1.2.46)式をそれぞれ(1. 2. 33)式及び(1. 2. 3 

4)式を用いて変形すると(1. 2. 47)式及び(1. 2.48)式となる。

Nef/L=BL ・Ntb/L (1. 2.47) 

N~'/S=B 宍・ N~b/S (1. 2. 48) 

ここで、

BL={1-4/π行nJLsat2PR(r〉(rz-t2Mdrdt/(LtnrzPR〈r)drγ1

(1. 2. 49) 

Bs={1一恥 r11Lath(r〉〈 r2-tzy14山
/;t:JM

〉dr}ー1

(1. 2. 50) 

である。(1.2.47)式-(1.2.50)式は rm1n=tm1nの場合の有効クラックと測

定クラックの関係を示したものであり、測定クラックの諸量から有効クラックの諸量を推定す

るための基礎式となる。特に、係数BL及'CfBsは?I~定値から有効クラックの諸量を求める際の

補正係数としての意味をもっている。

2. 3. 3 有効クラック密度の評価式

一般に材料中に存在するクラックの長さに関する分布は指数分布で近似されることが知られ

ている11)。ここでは、岩盤肉に存在するクラックの直径rに関する分布関数が、上記と同様

に指数分布で近似されるものと仮定し、前項の結果をもとにして有効クラック密度の評価式を

誘導する。

クラック分布関数PR(r)が(1.2.51)式に示すような指数分布で与えられるものと

する。
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PR( r)= と exp(ーと r) (1. 2.51) 

ここで、どは正の定数であり、岩盤固有の性質を表わすものである。なお、この場合のすべて

のクラック (0(r (∞〉に対するクラック密度はφ=6N/8Vと3となる.原位置岩盤におい

てどがどのような値を示すかを予想するために、岩盤壁画で観察されるクラック交線の状況を

計算したものがFig. 1.2.4である。 Fig. 1.2.4は(1. 2.51)式を(1.

2. 1 7)式及び(1. 2.31)式に代入し、岩盤壁面の2mX2mの領域と交差するクラッ

クの交線長をモンテカルロ法を用いて求めたものであり、それぞれと =0.5.1. 2. 4. 6. 10 

でφ=1.0. 2.0. 3.0. 4.0の場合を示している。 Fig. 1.2.4より、大略 0.5くと (10

の場合を考えれば、通常観察される岩盤の状態を表現することができるものと思われる.し

たがって、以下の数値計算等では 0.5くとく10の範囲内を問題とする。

クラック分布関数PR(r)が(1. 2.51)式で表わされる場合、前述の有効クラックに

関する諸量φ • t、Nft/L、 N~t/S はそれぞれ、 (1.2.52)式、 (1. 2. 53)式

及び(1. 2. 54)式で表わされる。

φet=N/8V・(rふn+3rιn/t.+6rm1n/と2+6/と3)・exp(ーと rml n) 

(1. 2. 52) 

Nfl/L =π/8・N/V・(r ~I n +2 r mi n/ t. +2/と2)・exp(ーと rml n) 

(1. 2. 53) 

N~t/S= π/4 ・ N/V ・ (r m ln+l/ と)・ exp( ーと r ml n) 

(1. 2. 54) 

(1.2.52)式--(1. 2. 54) 式より、 φ • t と Net/L及びN~t/S との聞には(1.

2. 55)式の関係が成立する。

cþet=(r~ln+2/ と 2)/2π ・ N~f/S+2/ 1tと・ N i'. t/L (1. 2. 55) 

Net/L と N~t/Sの比を knとおくと、と、 kek及び rml nの問には(卜 2. 57)式の

関係が成立し、と>0の条件を考慮するととは(1.2. 58)式で求められる。

60 



kH=(Ne1/L)/(N号(/S) (1. 2. 56) 

(2kEhm，n-f~ ， n) と之+2( k E ~ -f m I n)と-2=0 (1.2.57) 

と=[( fm1n-kEu+{(kH-fmin)2+2fm，n(2kH-fm1.)}l/2] 

/ { f m I n (2 k H -f m I n )} 

=1/kH 

f mt n> 0 

fmtn=O (1. 2. 58) 

すなわち、 (1. 2. 58)式は単位面積当りの有効クラックの数及び単位測線長当りの有効

クラックの教が既知であれば、定数とが求められることを意味している。したがって、測定値

から NE!/L及びN~!/Sの値が推定されれば(1. 2. 58)式及び (10 2. 55)式を

用いて有効クラ、ソク密度が求められることになる。

次に、測定クラックの諸量N~b/L及びN%b/S と有効クラックの諸量NE!/L及びN~!/

Sの関係を調べることにする。(1. 2.47)式-(1.2.50)式より、測定クラック

の下限値 tmi nを有効クラックの下限値 fmi ntこ等しくとった場合には、 NE!/L及びN~(/S

と N~b/L 及びN%b/Sの聞に(1. 2. 59)式及び(1. 2. 60)式の関係が成立する。

NE(/L=BL. N~b/L (1.2.59) 

N~!/S=Bs ・ N%b/S (1.2.60) 

ただし、

BL= [1-4と1rc • exp(とtm1n)/(t~ ， n+2tm ， nl と +21 と 2)

.~':了勺t川n1;;I::了2切e猷帥叶x叩p

(1. 2.61) 

Bs= [1ーと・ exp(とtm，n)/(tmin+l/l;') 

(1. 2.62) 
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.¥ tぺ∞ t exp(ーと r)( r之ー t2)一l/2drdt]ーl

υ }  t nll ft 

(1.2.60式及び(1.2.62)式における積分は積分変数を(1.2. 63)式の

ように変換することにより通常の数値積分が可能となる。

r2-t2= r '2 (1. 2. 63) 

(t:aalii-fxp〈ーと r川一 t2)一川 dr d t 

(1.2.64) 

=)~ぃ(∞ 四 p{ーと(r'2+t2)1/2}(r'2+t2)一1/2dr'dt
J(H.n-t り1/2

(1.2.59)式及び(1. 2. 60)式はと及び tmtn (= fmtn)が既知であればNEb
/

L及びN%b/Sの値からNE.'/L及びNs'/Sの値の推定が可能であることを示している。

以上まとめると、 tm1n (= fmln) 、NEb/L及びN%b/Sの値が既知であれば、 (1. 2. 

58)式-(1.2.62)式を連立させて解く事により NE.'/L、Ns'/S及びとの値が求

まり、これらを(1.2. 55)式に代入することにより有効クラック密度cte'が求められる

ことになる。そこで、 NEb/L と N%b/Sの比を kE~とおき、 kUをく 1.2.66) 式で表

わして各パラメータ問の関係を示すことにする。

kE~=(NEb/L)/ (N%b/S) (1. 2. 65) 

kU=BL/Bs. kE~ (1. 2. 66) 

すなわち、 Fig. I. 2. 5 (a)は(1.2.66)式の係数BL/Bsととの関係を

t ml nをパラメータとして表わしたものであり、 Fi g. 1. 2. 5 (b)は(1.2. 58) 

式で表わされるとと k日の関係を tml nをパラメータとして表わしたものである。 Fig. 1.

2. 6 (a)はどと BLの関係、 Fi g. 1. 2. 6 (b)はとと Bsの関係をともに tminを

パラメータとして表わしたものである。これらの関係国を用いると岩盤壁面における測定値

tm. n、NEb/L及びN%b/Sの値から有効クラック密度争.，を簡単に求めることができる。
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Nt'/L. N~'/S. t.... 

k t~ =( N E' IL)/( N~' IS) 

との初期値を仮定

BL/Bsの!直を求める (Fig. ( .2.S(a)) 

kf占=(BL/Bs). kU 

どの値を求める (Fig. ( .2.S(b)) 

どの値が収束したか?

BL及びBsの値~求める (Fig. 1.2.6) 

Nt'/L=BL ・NE'/L
N!'/S=Bs ・ N~'/S

ct"=( t.，け211;Z)121t" N l' IS+2Inξ. N f'/L 

Fig. 1 .2.7 棚定値Nt~/L ， N%b/S及び
t ml nから有効クラック密度φe!

を求める手順

2 .. 
a 

Fig. 1 .2.8 Cambrian sandstoneの岩盤表面
の不連続面のスケッチ
〈参考文献(6)からの引用〉

この手1118をフローチャートとして表わすとFi g・ 1.2. 7となる。

次に、具体例として実際の岩盤壁面の不連続面の観察から有効クラック密度を算定してみる。

Fig. 1.2.8は.r.A. H u d s 0 n等61の論文から引用したものであり、 Cambrian砂

岩からなる岩盤壁面の不連続面のスケッチである。今、この岩盤の不連続面の方位分布がラン

ダム分布であるものと仮定し、 tml n =0.2mとして、 Fig. 1.2.8からNcb/L及び

N%b/Sのそれぞれの値を求めると Nt b/L= 1O .4 及びN~b/S=21. 4 となる。これらの値

をもとにして、 Fig. 1.2.7の手11闘に従ってと及び争 e!のそれぞれの値を求めるとと=

2.3及びφ"=4.5となる。 Fig・1. 2. 8とFig. 1.2.4を比較すると上記の値

はほぼ妥当なものであると思われる。参考のため、この有効クラック密度の値を前章に示した

有効弾性患評価式(1.1.64)式に代入して、この岩盤の有効ヤング率E裁を求めると q*

=0でμ=1.0、すなわち、すべてのクラックが閉合型クラックで摩擦係教が1.0の場合、 E思

/E =0.24となる。

2. 4 RQDに関する考察
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2. 4. 1 RQDの理論的解釈

D e e r e 2)によればRQDの定義は(1.2.67)式で表わされる。

'
L
 

，I W
 

M
2
4
 

∞i
 

一一D
 

n司R
 

(1.2.67) 

ここで、 Lは測線の長さもしくはボーリング孔長、 Wiは測線の中で不連続面により分割され

た線分の長さもしくは不連続面で分割されたコア片の長さでその長さがO.1m以上のもの、 m'

はWIの個数である。ここで、不連続面により分割された線分の長さもしくは不連続面で分割

されたコア片の長さをW (m)、分割された線分もしくはコア片の個数をNc'、wの分布を表

す確率密度関数をPw(W)とおいて、 (1. 2. 67)式をX100を省略した形で書換えると

(1. 2. 68)式となる。

RQD=Nc'/L・rL wPw(w) dw 
J 0.1 

(1.2.68) 

P r e s t等12)は(1.2.68)式中のPw(w)が指数分布で表されるものと仮定して

RQDに関する理論的検討を行っているが、 L=∞が前提とされているため、有限の損IJ線長も

しくはボーリング孔長に対してその解を用いる事には問題があると思われる。ここでは、 O

<L孟∞について適用可能なwの確率分布とRQDの理論式を明らかにする。まず、 Pr i e 

s t等にならってRQDxを (1.2.67)式及び(1.2.68)式と同様な式で定義す

る。ただし、 RQDxは通常のRQDがO.1m以上の線分もしくはコア片に対して定義されるの

に対し、長さがxノ100m以上のものに対して定義される量であって、長さLの線分をNc(= 

N c' -1 )個の断面で切断した場合に切断された各線分要素の長さがx/100m以上のものの

総和が全体に占める割合である。したがって、通常のRQDはRQD10となる。この問題は粉

砕学における破砕物の粒度分布の推定の問題と極めて類似している。そこで、ここでは粉砕学

における Ga u d i n -M e 1 0 y 1 3)の理論を参考にしてRQDxとL及びNcの関係を理論

的に検討する。 I~ L一一一→4
1 2 n-l n n・ n・2 Nc I 

まず、 Fig. 1.2.9に示すよ

うな長さLの線分をNc個の断面で切

断した場合を考える。ここで、線分の o z 

左端を原点とした 1次元座標を Zとお Fig. 1 .2.9 長さLの線分及び切断面nの説明図
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き、それぞれの切断面に l-Ncの番号を付すことにする。また、切断面の入る確率はO;:a!z

;:a!Lの範囲で一定であるものと仮定し、 Nc個の切断面がO孟Z謡Lの範囲にランダムに入る

ものと考える。この様な前提のもとに、まず、切断面nがZn-Zn+dzの位置に入り、かっ、

切断面nと切断面 (n+1)により切断された縮分要素の長さがw-w+dwとなる確率を

Pt(Zn. w)とおくと、 Pt(Zn.w)は次のようにして求められる.切断面nがZn-Zn+d 

zの位置に入る確率は dz/Lとなり、切断面 (n+ 1)がZn+W-Zn+W+dwの位置に

入る確率は dw/Lとなる.また、 Nc個の切断面の肉、切断面 l-(n-l)の (n-1)個

の切断面がO孟Z~ Znに入り、切断面 (n+2)-Ncの (Nc-n-l)個の切断面がZn+

w:iiz 孟Lに入る確率はNc ! I( n -1 ) ! (N c -n -1 ) !・ (Zn/L )n-t・{(L-w-Z n)! 

L }Nc-n-tとなる.したがって、 Pt(Zn.w)はこれらの確率の積として(1.2. 69)式

で表される。

Pt(Zn，w)=Nc! I{(n-l)! (Nc-n-l)!} 

• L -Nc Z ~-l(L -w-Z n)Nc-n-l d Z ndw (1. 2. 69) 

切断面nが入る位置、すなわち Znの範囲はO(Zn(L-wであることを考慮すると、長さw

の線分要素が生成する確率P2(W)はくI.2. 70)式となる.

P2(w)=Nc! I{(n-l)! (Nc-n-l)!}・ L-Nc dw 

-J:-w zt-1(L-w-zpr1dzn 

ここで、 (1.2.70)式中の積分変数Znを、

Zn=(L-w)y 

dzn=(L-w) dy 

と変換し、また、

P 2(W)= Pw(w) dw 
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であることを考慮すると、 (1. 2. 70)式は(1.2.71)式と書挽えられる。

P w( w) = N c ! I { ( n -1) ! (N (' -n -1) ! }・ L-NC(L _W)NC-l 

. S~ yn-l(1_y)NC-n-l dy (1.2.71) 

(1.2.71)式中の積分は Bata関数Bもしくは Gamma関数「を用いて(1. 2. 72) 

式で表わされる。

~~ yn-一寸1(1ト一汀引y川伊〉

=i(n)i(Nc一n)/i(Nc)

=(n-1)!(Nぜ-n -1)! I(Nc-l)! (1. 2. 72) 

したがって、 Pw(W)は(1.2.73)式となる。

Pw(w)= N cL -NC(L _W)Nc-l (1. 2.73) 

また、 w-w+dwの長さを有する線分の数は(N c + 1) P w( w) dwとなるため、 x/lOO

(m)以上の長さの線分の総和が全長Lに対して占める割合RQDxは (1. 2. 73)式を

用いて(1. 2. 74)式で表わされることになる。

R Q Dx=(N c+ 1)/L・{LwPw(w) dw 
Jx/100 

= x/lOOL・(Nc+ 1)(1-x IIOOL )~c+ (1- x IIOOL)NC+l 

したがって、 RQD10の場合は (1.2.75)式になる。

RQD1o=O.1/L・(Nc+1)・(1-0.l/L)NC +(1-0.l/L )Nc+l 

(1. 2. 74) 

(1.2.75) 
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また、単位長さ当りの切断面の散の期待値ncを(1.2. 76)式で定義し、 (1.2.7 

4)式のL→∞における極限値を求めると(1. 2. 77)式となる。

nc= lim (Nc/L) 
L+∞ 

(1. 2. 76) 

lim (RQDx)=(1+ncx/lOO) exp(-ncx/l00) 
L+∞ 

(1.2.77) 

(1. 2. 77)式にx=10を代入したものをRQD10
00

とおくとそれは (1.2.78)

式となる。

RQD1n∞= (1 + n c/l0) exp( -n c/l0) (1.2.78) 

(1.2.77)式及び(1.2.78)式はPr e s t等12)の求めた解と一致する。 F

ig. 1.2.10は (1.2.75)式で表わされるRQD10とNc/Lの関係をL=1 (m 

)及びL=∞(m)のそれぞれの場合について示したものである。 Fig. 1.2.10より L

= 1 (m)として求めたRQDlηはL=∞(m)として求めたRQD10に対して大略5程度その値

が小さくなることがわかる。図中のプロットはPr e s t等12)が種々の岩盤において Scan

I ine surveyを行って得た実測値である。 Fig. 1.2.10より実測値と理論値が良く

100 

• ‘、• 
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• Rogerley，lime stone I aftt'r 
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旬
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F'ig. 1 .2.10 不連続面の頻度NclLとRQD10の関係
図中の記号はS.D.Priest12)による実測結果であり、実線は
それぞれL=1.0(m)及ひ:L=∞(m)の場合の理論曲線を示す。
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一致していること及び実測値がL= 1 (m)とL=∞(m)の場合の曲線の間にあり有隈な測線長

の影響が端的に現われていることがわかる。

2.4. 2 RQDと岩盤の変形性の関係 14)

前項ではRQDとN<;/Lの関係を理論的に明らかにした。ここで、 Nc/Lは測線における

平均き裂頻度を表わすものであり、その逆教は通常ジョイント聞かくと呼ばれるものである。
また、本章2.3節の考えをもとにすれば、 ScanI i ne surveyにおける Nc/Lは測定クラッ

クのNtb/Lに対応し、ポーリングにおけるNc/Lは、ボーリング孔径より大きな直径を有

する不連続面によってコアが切断されるものと考えれば、有効クラックのNf'/Lに対応する

ことになる。ここで、通常RQDを求めるボーリングがNXサイズのピットで行われる事を考
慮し、測定クラック及び有効クラックの下限値を tm1n= fmin=O・05(m)と仮定すると、前

節Fig. 1.2.6の関係からBL与1.0となり、 NEb/LとNf'/Lは互いにほぼ等しくな
る.そこで、以下では、 Nc/Lが fm. n =0.05 (m)の場合のNf'/Lで表されるものと仮定

し、前述の議論をもとにRQDと岩盤の変形性の関連を検討する.

今、クラ、ソク分布が前節(1.2.51)式で示すような指数分布で与えられるものと考え、

• -‘・• 
白

o
g

100 

75 

50 

25 

o o 4 5 6 g 

Fig. 1 .2.11 クラック密度φとRQDの関係

70 



1.0 1.0 

C=2 c = 4 

q* = 0 ー一一 ql=0 

cf=0.1 ー--q* =0.1 

cf = 1.0 一一 q*= 1.0 

0.75 0.75 

凶
、、
.守凶

/ ~ 0.5 ノ rtfh・

μ=1.5 

0.251 0.25 

o 

(a) 

50 75 
RQO (0/0) 

H30 025 

(b) 

Fig.I.2.12 RQDとE*/Eの関係
(a)と=2.0の場合，(b)と=4.0の場合
ただし、 E*.岩盤の有効ヤング率，

E'岩盤構成岩石のヤング率。

《戸包

o 
守O~ Al 

伯oad
a一五ごD1

L.，J~企

ロlよロ“
ロ9:.~0

4 u 06ロ。。
ロ 6 

企 O
610 

50 75 
RQO (・'/0) 

100 

1.00 

o Oeere et 01. 

ロ 01iver 
0.75 

6 8ieniowski 

0.50 

Fig. 1 .2.13 
EM/ELとRQDの関係

ただし、 EM ;岩盤の変形係数，
EL;岩盤構成岩石の変形係数。

〈参考文献(1めからの引用〉

F
D
 

内

tnv 

J

凶
『

Z
凶

a
I
r
 

m
A
u
a
O
 

A
U

「』

A

U

1

 

6 

6 

。
。

O 。
0.00 

25 50 75 

RQ 0 (・10) 
100 

71 



(1. 2. 52)式、 (1.2.53)式及び(1. 2. 74)式を用いてRQDと有効クラ

ック密度φefの関係を求めると Fig. 1. 2.11となる。 Fig. 1.2.11では、

r ml n =0.05 (m)とし、 L=1.0 (m)の場合と L=∞ (m)の場合の両者を指数分布の係数

とをパラメータとして表わしている。 Fig. 1. 2.11より、どの値が定まればRQDの

値から大略のクラック密度がわかることになる。次に、この関係を第 1章に示した変形性評価

式(1. 1. 64)式に代入してRQDと岩盤のE本/Eの関係を求めたものがFig. 1.

2. 12である。 Fig.I.2.12(a)はと =2の場合、 Fig.I.2.12(b)

はと =4の場合であり、ともに、開口型不連続面と間合型不連続面のそれぞれのクラック密度

の分配率を表す状態係数q皐と閉合型不連続面の摩擦係数μをパラメータとして表わしである。

図に示した結果はL= 1 (m)とし、また、前述のようにポアソン比νの値はE*/Eの値に

さほど影響を与えないため、 ν=0.25の条件のみで計算を行っている。 Fig. 1.2.13

はBieniawski15)によりまとめられた原位置岩盤試験〈主として平板載荷試験〉に

より求められた岩盤の変形係数EMとその岩盤から採取されたコアの一軸圧縮試験により求め

られた変形係数ELとの比EM/ELと原位置岩盤のRQDとの関係を示したものである。ここ

で、コアの変形係数ELは岩盤の岩石実質部のヤング率Eに対応し、岩盤の変形係数EMは不連

続面を有する岩盤の有効ヤング率Eホに対応するものと考えれば、 Fig. 1. 2.12のE*

/EとFig. 1. 2.13のEM/ELは互いに等価な量であると考えられる。この様な考え

をもとにすれば、 Fig. 1.2.12に示した理論値の傾向はFig. 1.2.13に示し

た実験値の傾向を比較的良〈表わしているものと思われる。特に、 Fig. 1.2.13より

EM/ELの値はRQDの値が一定である場合でもかなり変動することが認められるが、 Fi g. 

I. 2. 12の結果をもとにすれば、この傾向はその岩盤の不連続面の分布特性及び不連続面

の性状に密接に関係しているものと考えることができる。上記の結果は逆に、原位置岩盤の不

連続面の分布特性〈この場合はとの値〉、不連続面の間合状態、すなわち状態係数qホ及び摩

擦係数μが評価されればRQDの値をもとにして岩盤の変形係数の予測が可能であることを示

唆している。

2. 5 結言

岩盤内の不連続面の分布に関する確率統計論を展開し、岩盤の変形性を推定する上で重要な

パラメータとなるクラック密度の評価法に関する理論的検討を行った。さらに、岩盤の不連続
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性を表わす指標値として従来から広く用いられているRQDを岩盤内の不連続面の分布特性の

観点から横討し、 RQDと岩盤の変形係数との関連について言及した。本章で得られた成果を

まとめて以下に示す。

(1)有効クラック及び測定クラックの概念を導入して、岩盤の変形性を知る上で直接的に関係

する因子である有効クラック密度を推定する方法を検討した。ここで、有効クラックとは岩盤

から採取されたコアの弾性率と岩盤の弾性率との聞に差を生じさせる不連続面であり、有効ク

ラック密度は岩盤の変形性を知る上で評価対象とされる不連続面のクラック密度である。また、

測定クラ、ソクとは、岩盤表面において観察される不連続面である。測定クラックの諸量と有効

クラックの諸量の聞には(1.2. 47)式及び(1.2. 48)式の関係が成立し、これら

の式を用いることにより、岩盤表面における不連続面の測定により、有効クラックの諸量を推

定しうる。

(2)不連続面の大きさに関する確率分布が指数分布で与えられる場合について詳細な検討を加

え、岩盤表面に現われる不連続面の計数により有効クラック密度を簡便に評価する方法を提案

した。特に、本方法を用いると、岩盤表面に現われる所定の交線長さ以上の長さを有するクラ

ックについてその単位面積当りの数と単位測線長当りの数のみを測定すれば有効クラック密度

が求められる。したがって、原位置岩盤表面における不連続面の測定が極めて簡略化される。

また、測定された値をもとにして、有効クラック密度を図式的に簡単に求める方法も示した。

(3)岩盤の不連続面の分布状態を表わす重要な指標値である RQDについて基礎的な検討を行

い、 RQDの理論的背景を明らかにした。すなわち、 RQDとジョイント聞かくの関係を(1.

2. 74)式に示すとともに、 RQDと岩盤の変形係数の関係を理論的に明らかにした。
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第3章岩石の変形性に関する実駿的検討1)

3. 1 緒曹

第1章及び第2章では岩盤の変形性評価法に関する基礎理論を示してきたが、それらを実際

現場の問題に適用するためには、まず、上記理論の妥当性を検証する必要がある.そこで、鉱

柱の変形性に関するモデル実験として、クラック分布特性の異なる種々の花園岩供試体につい

て、供試体の変形性と内部のクラック分布特性との関係を実験的に検討し上記理論の妥当性を

検証しようと試みた.具体的には、まず、クラック分布特性の異なる4種類の花園岩供試体に

ついて構成鉱物含分比の測定、供試体表面のクラック観察及び静水圧試験を実施し、変形性評

価の上で重要なパラメータとなるクラック密度及び岩石実質部の弾性率を算定した.これらの

値を用いて各供試体の有効弾性率の理論推定値を求めるとともに、一軸圧縮試験により各供試

体の有効弾性患を求め、両者を比較検討することにより上記理論の適用性を明らかにした。ま

た、これらの実駿的検証の結果にもとづき、上記理論を用いた鉱柱及び岩盤の変形性評価法に

ついて考察を加える.

3. 2 岩石試料

3. 2. 1 供試体

実験に用いた岩石は庵治花闘岩，大島花園岩，倉橋島花闘岩及び北木島花園岩の4種類の花

園岩である.それぞれの岩石の産地、通称と略記号及び各岩石の写真をTable. 1. 3. 

1及びFig. 1.3.1に示す.Fig. 1.3.1より、岩石の産地により結晶粒径が顕

著に異なっていることがわかり、それぞれクラックの分布特性も異なっていることが類推され

る.花園岩は内部に存在するクラックの配向に起因した力学的異方性を示すことが知られてい

るの.p.そこで、採石場より切りだした岩石プロックからEいに直交する3方向のコアポー

リングを行い、供試体の軸方向が直交する3方向となっている3種の供試体を作製した.以下

ではこれら3種の供試体をそれぞれし E及びEの番号を付して表すことにする。供試体寸法

は実駿の目的により異なり、クラック観察用は 3cmφXlcm、静水圧試験用は 3cmφX7

cm、一拍圧縮試験用は 3.5cmφX9cmである。また、各岩石について薄片試料を作製し、
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Table. 1 .3.1 岩石試料

Rock Symbol Locality 

Aji granite AG Kagawa Pref. 

(Aj i-ishi) 

Ohshima granite OG Ehime Pref. 

(Ohshima-ishi) 

Kurahashijima granite GG Hiroshima Pref. 

(Giin-ishi) 

Kitagishima granite KG Okayama Pref. 

(Kitagi-ishi) 

1cm 

Fig. 1 .3.1 花闘岩供試体
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Table. 1.3.2 各岩石の結晶粒径〈単位はmm)

Mineral 

Quartz Felsper Biotite Amphibole Chlorite 

Aji granite 1_1.5 0.5-1 0.5> 0.5> 
(AG) 

Ohshima granite 2_2.5 1_2 1> 0.5 0.5> 
(OG) 

Kurahashijima 3_4 2-3 1> 0.2-0.5 
granite (GG) Max.2 

Kitagishima 
2-3 2-3 0.5_1 0.3-0.7 

granite (KG) Max.4 

Table. 1.3.3 各岩石の鉱物含分比〈単位は%)

Rock Minera1 

Quartz P1agioclase Orthoclase Biotite Ch10rite 

Aji granite 32.2 47.8 11.1 7.8 1.1 
(AG) 

Ohshima granite 
30.6 47.2 14.4 7.8 

(OG) 

Kurahashijima 
37.1 33.0 24.4 5.0 0.5 

granite (GG) 

Kitagishima 34.6 34.4 27.7 2.2 1.1 
granite (KG) 

偏光顕微鑓観察により構成鉱物の結晶粒径及び鉱物含分比〈鉱物の体積率〉を求めた。その結

果はTable. 1. 3. 2及びTable. 1. 3. 3に示すとおりである.

3. 2. 2 岩石実質部の劃性率

B ir ch4)及びB r a c eS)は、 1∞M P a以上の静水圧下では岩石内のクラックのほと

んどが間合するため、岩石は内部にクラックが存在しない場合の変形挙動、すなわち、岩石実

質部の変形挙動を示すことを実験的に明らかにしている.そして、 Br a c e 5)はこれらの実

験結果をもとにして、岩石実質部の圧縮率 (Co・pressibility)βcは岩石の構成鉱物の圧縮率

の平均期待値として(1.3. 1)式で表されることを明らかにした.

sC=L.CIβCI (1.3. 1) 
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ここで、 CIは構成鉱物の含分比であり、 βCIはCIに対応する鉱物の圧構事であるo T a b 1 

e. I. 3. 3の鉱物含分比の値を(1.3. 1)式に代入して、各岩石のβcの値を推定す

ると、それぞれAGが19.9(TPa) -1， OGが19.9(TP a) -1， GGが20.9(T P a) -1， 

KGが却.8(T P a)ー1となる.なお、鉱物の圧績率βCIの値はBa b b6)の実験結果をもと

にして、石英 26.8(TPa)-l，斜長石 (A婦の 14.2 (TPa)ー1，カリ長石 21.0(TP 

a)ー1.雲母 23.2(T P a)ー1とした.なお、上記以外の微量鉱物のβCIはすべて石英の値

と等しいものとして計算を行ったが、それらの含分比は微量であるため結果にはほとんど彫響

しない.この様にして求められた圧縮率の値はBr a C e5)がWesterly花園岩、 Stone問ωnt

ain花園岩等について求めた圧縮率の値とほぼ一致し、通常の花園岩では岩石実質部の圧積率

は大略2O(TPa)ー1程度であ忍と推量することができる.また、 Walsh等7)及びBi 

r C h 8)の別の実験結果によれば、 1∞-2∞MPa以上の静水圧下もしくは準静水圧下では花

園岩のポアソン比の値はほぼ一定値 0.25となることが明らかにされている.そこで、今回の

実験に用いた4種の花園岩についても岩石実質部のポアソン比の値はすべて 0.25であるもの

と仮定し、この櫨と先に示した圧縮率の値を用いて岩石実質部のヤング率の値を推定すると、

それぞれAGが 15GP a， 0 Gが 15GPa， GGが12GPa，KGが 12GPaとなる.

3. 3 クラックの分布特性

3. 3. 1 クラックの欄定

各岩石のクラック密度を推定するために、各供試体表面のクラ、ックを観察し、供試体表面に

現われるクラックの長さ及び個散を測定した.クラックの棚定では、供試体表面中央部の10-

12mm四方の領域を反射型顕微鏡により観察し、顕微鏡下で判定可能なすべてのクラックにつ

いてその長さを調べた.この方法で測定可能なクラック長の下限値は大略0.05mmであった.

各岩石ごとに探取方向の異なる3種の供試体それぞれについて欄定を行った.一般に、クラッ

ク長の長いクラックは長石中に多く存在しており、この傾向はKG及びGGの供試体に顕著で

あった.各岩石ごとの観察した供試体表面積の総和はそれぞれAGが464mm2，0 Gが404m

m2， GGが446mm2，KGが392mm2であり、制定したクラック数の総和はそれぞれAGが

1941個.OGが 1960個， GGが2331個， KGが 2216個である。

3. 3. 2 クラック密度の推定

78 



前節において、岩石実質部の弾性率が岩石を構成している鉱物の弾性率と含分比から推定さ

れることを示した.したがって、各岩石の有効弾性率を推定するために必要となるクラック密

度は、供試体中に存在するすべての大きさのクラックについて求める必要がある.ここで、花

闘岩中に潜在するクラックの形状がすべて円板状であり、その方位分布がランダム分布で表さ

れるものと仮定すると、この場合のクラック密度φは(1.2.27)式から(1.3. 2) 

式で表される.

φ=N/8V. ¥ r3PR(r) dr 
J 0 

(1. 3. 2) 

ここで、 N，V， r， PR(r):前出〈第2章第2節).また、 rmaxは供試体中に存在するク

ラックの最大直径であり、供試体寸法に対応した大きさをもつものである.PR( r)が供試体

中に存在するクラックの確率密度閑散であると考えれば、当然、 PR(r)=O(r> rmax)で

あるとみなすことができる.したがって、この場合には、クラック方位分布が一様分布である

ものと仮定すれば、クラック密度はクラック交線長分布の確率密度関数PT(t)と単位面積当

りのクラックの数Ns/Sを用いて(1.2. 28)式より(1.3. 3)式で表される.

φ=m-NsfSJ71zm〉dt (1.3.3) 

花園岩中のクラックは若干配向性を有していることが知られているが、ここではクラック方位

分布が一様分布で与えられるものと仮定し、 (1. 3. 3)式を用いてクラック密度の値を推

定することにした.測定により求められた各岩石の (Ns/S)PT( t)、すなわち、交線長が

tであるクラックの単位面積当りの数とクラック交線長tとの関係をFig. 1.3.2に示

す.ここで、 (NS/S)PT(t)の値は採取方向の異なる3種の供試体について求められた値の

平均値を用いて表している.Fig.I.3.2より (Ns/S)PT( t)とtの関係は片対敵

上で折れ線で表される分布をなしていることがわかる.これは、交鰻長の長いクラックは比較

的長石中に多いことから、鉱物の種類により、その内部に存在するクラックの長さの分布が異

なることに関係しているものと考えられる.すなわち、この分布特性は、用いた供試体が多結

晶岩石であることを示しているものと思われる.そこで、(N s/ S) P T( t )がFi g. 1. 

3. 2中に実線で示した折れ線分布であると仮定し、 (1. 3. 3)式の積分を実行してクラ

ック密度の値を算定した.なお、 rmaxの値は供試体直径に合せてr田川=30(mm)として計算
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を行ったが、 rmaxD"S10(mm)以上の場合には求められるクラック密度の値はほとんど変化し

なかった.求められたクラック密度の値はそれぞれAGが 0.128.0 Gが 0.250.G Gが 0.3

33. KGが 0.375となった.なお、前述した方法によるクラック観察では、常圧下で閉合型ク

ラックとして存在している様なクラックや開口幅の小さなクラックはその読み取りが充分にな

されているとは曹いがたいため、求められたクラック密度の値は真の値よりも若干小さめの値

となる可能性老含んでいるものと思われる.

3. 4 静水圧試駿

3. 4. 1 実肢の視要

応力の増大に伴う岩石内のクラックの間合過程及び3.2節に示した岩石実質部の圧縮率の

値の妥当性老検討することを目的として、各供試体を用いて静水圧試験を行った。静水圧試験

義置は通常の三軸試験に用いられる封庄試験装置と同様なものであるが、軸圧ピストンを供試

体と接触きせずに封圧室内の摘体を加圧するようにして静水圧を発生させるものである。なお、

静水圧容器は最大容量300MPaであり、計測用ケーブル24本が封圧室内から外部へ取り

だせるように設計されている.実験では、各静水圧力下における供試体のひずみを測定した。

静水圧の値は軸圧ピストンの軸力から換算して求めたが、予備実験により低圧下の軸庄ピスト

ンの摩撮抵抗は無視可能な量であることを確認している.供試体のひずみは供試体側面にクロ

ス型抵抗娘ひずみゲージを計4枚接着して測定した.特に、ひずみゲージの接着にあたっては

高圧下でのゲージの損傷を防ぐため、まず供試体表面をエポキシ系樹脂で被覆し、その上にゲ

ージをシアン系接着剤で接着した.この様な作業を行った上で、供試体全体をシリコン系樹脂

でモールドして実験に供した.

3. 4. 2 実厳結果及び考察

実験により求められた各供試体の静水圧力と軸ひずみの関係をFig. 1.3.3に示す。

Fig. 1.3.3において、 (a)はAG、 (b)はOG、 (c)はGG、 (d)はKGの

それぞれの供試体の結果を示している。 Fig. 1.3.3より、 1∞MPa以上の高静水圧

下では、 4種の花園岩ともに圧力一軸ひずみ関係が直線となりその傾きは、供試体採取方向に

さほど依存せずほぽ一定であることがわかる。また、 50MPa以下の低圧下では圧力一軸ひず

み関係が下に凸の曲線となり、その非線形性の程度は岩石の種類及び供試体採取方向によって

81 



200 

ま門 ~ 
玄
} 

150 

iJLY 
OG 

a凶g 100 

71J 。I
t:.1 

u凶巴， 1 0 

-h 4 
ロE

a 

i!・
の2印

。〉z 

~I 
[3且01∞♂} o 10002000 

o AXIAL STRAIN 
(b) 

250 o ロ『由『250. 

250 

200 

o 
a 
z 
~150 

3100 

E 

u 

'= 50 .... 
III 
o 
g 
o 
主

2000 
STRAIN 

30∞ 
(xl0") 

250 

200 

【

g
a玄
-

150 

凶
巴

混
同

世100
a 

nu 
R叫

ω目
・

F
4」戸帥

o
a
a
〉エ

、‘J
3
d
 

o

f

k

 

1000 2000 
AXIAl STRAIN 

3∞o 
(xlO' ) 

Fig. 1 .3.3 静水圧試験による静水庄一軸ひずみ曲穣
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異なっていることがわかる.これは

、低圧下では、圧力の増大に伴って

岩石内に存在する開口型クラックが

Table. 1 .3.4 圧縮率βCの理論値と実験値の比較

Rock 

間合型クラックに移行していくため
Aii I1:ranite 

、圧力一軸ひずみ関係が非線形とな (AG) 

り、高圧下では、岩石中に存在して 012;皿agranite 

いた開口型クラックのほとんどが間 Kurahastijima

granite (GG) 

合した状態になるため圧力一軸ひずむtagishima

み関係が線形となるものと説明され granite (KG) 

る.供試体採取方向による圧力一軸

Experimenta1 

va1ue (1/TPa) 

19.6 

20.3 

20.0 

21.2 

Theoretica1 

va1ue (1/Tpa) 

19.9 

19.9 

20.9 

20.8 

ひずみ関係の非線形性の差異はクラックの配向性に関係しているものと考えられる.ここで、

Fig. 1.3.3に示した結果をもとに、 1∞MPa以上の圧力における各岩石の圧縮率を

求めたものがTable. I. 3. 4である.なお、 Taむ1e. I. 3.4には3.2節で

示した岩石実質部の圧縮率の理論推定値を併記してあるo Table. I. 3. 4より実測値

と岩石実質部の圧篇率の推定値とが良〈一致していることがわかる.すなわち、この結果は、

3. 2舗で示した圧縮率の推定法の妥当性老示すとともに、各岩石中に存在する開口型クラッ

クを間合させるのに要する圧力が大略 1∞MPa以下であることを示しているものと考えられ

る.

3. 5 ー輔圧緬試厳

3. 5. 1 実肢の撮要

各供試体の応力と接線ヤング率及び接線ポアソン比の関係を実験的に検討することを目的と

して一軸圧縮試験を行った.ここで、接線ポアソン比とは、任意の応力段階における応力一軸

ひずみ曲継の捜線勾配 dε./dσ 〈ここで、 ε.，軸ひずみ， σ;応力〉と応力ー周ひずみ曲線

の接線勾配 dεtldσ 〈ここで、 ε1，周ひずみ〉とを用いてー(dεtldσ)/(dεddσ)=ー(d

εI/dε. )で定義される量である.載荷はアムスラー型万能試取機を用いて、応力速度ほぽ一

定 (20kPa/s)の条件で行った.供試体のひずみの割定は供試体側面にクロス型抵抗緯

ひずみゲージを4枚接着し、その抵抗変化をディジタルひずみ計を用いて計糊するという方法

で行った.
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3. 5. 2 実験結果及び考察

実取によって得られた各供試体の応力一軸ひずみ関係をFig. 1.3.4及びFig. I.

3. 5に示す。 Fig. 1.3.4は全応力範囲にわたって描いたものであり、 Fi g. I. 

3. 5は30MPa以下の低応力範囲を拡大して描いたものであるoFig.I.3.4及びF

i g. I. 3. 5より、応力一軸ひずみ関係は低応力下では下に凸の曲線となるが、その後応

力の増大に伴って直線になり、さらに応力が増大して破壊応力に近付くと上に凸の曲線となる

ことがわかる.この応力一軸ひずみ関係の低応力下における非線形性は潜在する開口型クラッ

クの間合現象に対応し、高応力下における非娘形性は岩石肉のマイクロフラクチャーの発生、

すなわち、ダイラタンシー現象に対応しているものと説明されるω.10)。また、同一の試料で

も、供試体の採取方向により、低応力下の非線形性の程度が異なることが認められるが、これ

は静水圧試験の場合と同様に、クラックの方位分布が一様でないことに関係しているものと考

えられる.ここで、 Fig. 1.3.4及びFig. 1.3.5の結果をもとにして、応力と

接線ヤング率の関係を求めたものがFig. 1.3.6である.また、 Fig. 1.3.7は

各応力における軸ひずみと周ひずみの値をもとにして、応力と按線ポアソン比の関係を求めた

ものであるoFig.I.3.6より、岩種によりその傾向は若干異なるが、大略 50-100M

Pa 以下の応力では、応力の増大に伴って接線ヤング率が増大することが認められ、その傾向

はクラック密度の値が大きい岩石程顕著であることがわかる.この低応力下における接線ヤン

グ率の増大は、潜在する開口型クラックが間合型クラックに移行する現象11>、すなわち、・第

1章の表現を用いればq・の値の低下現象として解釈することができる。したがって、クラッ

ク密度が大きい程この傾向が顕著に現われてくることになる.同様な傾向はFig. 1.3. 

7の応力とポアソン比の関係にも現われている.応力の増大に伴って、岩石内にマイクロフラ

クチャーが発生し始めると岩石内部に新たなクラックが生成するため接線ヤング率は低下し、

接娘ポアソン比は増大することになる.特に、マイクロフラクチャーによって生成するクラッ

クは、その法線ベクトルが加圧方向と直交するものが卓越するため、その影響は接線ヤング率

よりも接線ポアソン比に顕著に現われてくる10〉.また、クラック密度の高い岩石程、このダ

イラタンシーの開始する応力が低くなっているが、これはFig. 1.3.2に示したように、

クラック密度の高い岩石程、比較的大きなクラックを数多く有していることに関係しているも

のと考えられる.
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3. 6 弾性率の評価

第1章第4節に示した有効弾性率評価式((1. 1. 64)式〉は分布クラックを有する岩

石の有効弾性率は、岩石実質部の弾性率E及びν，クラック密度争，状態係数q本及びクラッ

ク相対面聞の摩擦係数μの値により決定されることを示している。本節では、本章第2節~第

4節までの結果と他の研究報告例をもとにして上記のパラメータの値を算定し、これらを(1.

1. 64)式に代入して各岩石の有効弾性率の理論推定値を求める。そして、これらの理論推

定値を本章第5節に示した実験結果と対比することにより、上記理論の適用性老検討する。

まず、 ν=0.25と仮定し、このνの値と本章第2節に示した岩石実質部の圧縮率の値とから

求められたEの値及び本章第3

節に示したクラック密度φの値

をそれぞれTable. I. 3 

. 5に示す.摩擦係数μの値に

ついては、本論文では検討を行

っていないが、 Byerlee

12)の研究成果を参考にすると

花園岩では大略μ=0.5である

ことが推察される.状態係数

Table. 1 .3.5 推定された各岩石の物性値

lntrinaic Intrlnaic 
Rock Young '8 modulu8 P01880n'. ratio 

E (GPa) v 

Aji granite 
75 0.25 

(AG) 

Ohohima granite 
75 0.25 

(OG) 

Kurahaohij1ma 
72 0.25 

granite (GG) 

Kitagiohima 
72 0.25 

granite (KG) 

Crack 

density 
@ 

0.128 

0-:250 

0.333 

0.375 

q*は著者が新たに導入したパラメータであり、その定義からO謡q申書量 1の値を有するもので

ある.ここで、 q事=1は存在するクラックがすべて開口型クラックである場合を示し、 q*=

Oは存在するクラックがすべて間合型クラックである場合を示す。また、本章第4節及び第5

節の実駿結果をもとにすると、 q*の値は応力に依存し、低応力下で大きく、高応力下で小さ

くなる事が予想される.特に、 1∞MPa以上の静水圧下ではq事与 Oとなるものと思われる。

上記の点を考慮すると、 q‘=1として求められる有効弾性率は理論的に予測される値の下限

値を与え、 q事=0として求められる有効弾性率は理論的に予測される値の上限値を与えるこ

とになる.したがって、以下では、上記の考えを前提として、各岩石の弾性率の下限値及び上

限値について理論値と実験値を比較する.なお、一軸圧縮試験により求められた各供試体の弾

性率は異方性老有しているが、以下では、この異方性の影響を除去するために、各岩石の弾性

率の値として互いに直交する3方向の供試体について求められた値の平均値を用いることにす

る.

Tabl e. I. 3. 6は有効ヤング率及び有効ポアソン比の下限値について理論値と実験
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Table. 1.3.6 弾性率の下限値に関する理論値と実厳値の比較

Experimental values Theoretical values 

Rock ia:・!.:..Q2
Young's Poisson ・s Young ・s Poisson・s
modulus(GPa) rati。 modulus(GPa) ratio 

Aji granite 52 0.17 57 0.19 
(AG) 

Ohshima granite 35 0.12 41 0.14 
(OG) 

Kurahashij ima 28 0.11 29 0.11 
granite (GG) 

Kitagishima 17 0.11 23 0.09 
granite (KG) 

値を比較したものである.ここで、理論値はTable. I. 3. 5に示した値を(1.1.

64)式に代入し q寧=1として求めた有効弾性率であり、存在するクラックがすべて開口型

クラックである場合の計算値を示している.実験値はFig. 1.3.6及びFig. 1.3. 

7に示した結果から応力0-5MPaの範囲における接線ヤング率及び接線ポアソン比の値を

調べたものであり、実験により求められた接線弾性率の最低値を示している.ここで、常庄下

もしくは5MPa以下の応力下では岩石内に潜在するクラックのほとんどが開口型クラックと

して存在しているものと仮定すると、 Table. I. 3. 6に示した理論値と実験値は互い

に対応するものであると考えることができる.この様な考えのもとで理輸値と実験値を比敏す

ると、両者の値は大略の一致をみているものと思われる.特に、著子、理論値が実験値に比べ

て高い値となっているが、これは観察によって求められたクラック密度の値が過小に評価され

ていることに関係しているものと思われる。すなわち、常圧下においても間合型クラックとし

て存在しているクラックや開口輔の極めて小さいクラックは本章第3節に示した欄定の精度で

は読み取られていない事を意味しているものと思われる.しかしながら、表に示した理論値は

岩石供試体の表面の観察結果のみから求められている事を考慮すれば、理論値と実験値は良〈

対応していると考えられる.

次に、有効ヤング率及び有効ポアソン比の上限値について理論値と実験値を比較したものが

Table. I. 3. 7である.ここで、理論値はTable. 1.3.5の値を(1.1.

64)式に代入し q*=O及びμ=0.5として求めた有効弾性率であり、存在するクラックがす

べて間合型クラックである場合の計算値を示している.なお、前述したように、 Tab1 e. 
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Table. 1 .3.1 弾性率の上限値に関する理論値と実験値の比較

Experimental values Theoretical values 

Rock ~・0.0 ，J，l・0.5)

Young ・s Poisson's Young's Poisson's 

modulus(GPa) ratio modulus(GPa) ratio 

Aji granite 63 0.32 71 0.26 
(AG) 

Ohshima granite 62 0.35 67 0.27 
(OG) 

Kurahashijima 
58 0.31 63 0.28 

granite (GG) 

Kitagishima 47 61 0.29 
granite (KG) 

1. 3. 5に示したクラック密度は実際よりも著干過小に評価されているものと考えると、 T

able. I. 3. 7に示した理論値は若干過大に評価されているものと考えられる.実験値

はFig. 1.3.6及びFig. 1.3.7に示した結果から、接線ヤング率の最大値とそ

の応力における接線ポアソン比の値を求めたものである.したがって、実験値にはダイラタン

シーの影響が含まれているため、破壊を考慮しない場合に比べてヤング率は著干過小に、ポア

ソン比は過大に評価されているものと考えられる.上記の前提のもとで、理諭値と実験値を比

較すると両者はほぼ対応関係をもっていることがわかる.ここで、 Table. I. 3. 6に

示した有効弾性率の下限値の理論値と実験値との差異がクラック観察で読み帯されている間合

型クラックの存在に関係しているも

のと仮定し、この常圧下で間合型ク

ラックとして存在するクラックのク

ラック密度を実験値から逆算して求

めるとそれぞれAGが 0.19.OG 

が 0.21.G Gが 0.03.K Gが 0.2

3となった.これらの値を用いてT

able. I. 3. 5に示したクラ

ック密度の値を補正し q*=O.Jl= 

0.5の場合の有効弾性率の理論推定

値を求めるとTable. I. 3. 

Table. 1.3.8 補正されたクラック密度による
弾性率上限値の理論値

Rock 

Aj1 granite 

(AG) 

Ohsh1ma granite 

(OG) 

Kurahashijima 

gran1te (GG) 

Kitagishima 

gran1te (KG) 

91 

Theoret1cal values 

{笠当.:..lh.!!.・0.5)

Young ・s Po1sson・s
modulus(GPa) rat10 

65 0.28 

62 0.29 

62 0.29 

55 0.31 



8となる。 Table. I. 3. 8とTable. I. 3. 7を比較すると上記のクラック密

度の補正により理論値と実験値とが良く一致してくることがわかる。しかし、ヤング率に関し

ては理論値は実験値に比べて若干大きめの値となり、ポアソン比に関しては理論値は実験値に

比べて小さい値となっているが、これは理論値にはダイラタンシーの影響が考慮されていない

ことに関係しているものと思われる。したがって、より詳細なクラック観察とダイラタンシー

に伴うクラック密度の増加量の推定がなされれば、 (1. 1. 64)式を用いて岩石の弾性率

をかなりの精度で推定することが可能となるものと思われる。しかし、今回の実験の範囲にお

いても、理論値と実験値がほぼ対応した値を示していることが確かめられたものと思われる。

3. 7 岩盤の変形性の評価法に関する一考察

前節までに示した実験的検討により、クラック理論を用いた変形性評価式、 (1.1.64) 

式、の妥当性が確認されたものと考える.そこで、本節では、以上の基礎研究の成果をまとめ

るとともに、実際に鉱柱及び岩盤の変形性を評価する上で問題となる事項について検討を加え

る.

数多くの不連続面を有する鉱柱及び岩盤の有効ヤング率E*は、不連続面の方位分布が一掃

であると仮定される場合には(1. 1. 64)式で表される。特に、近似式(1.1.65)

式を用いれば(1. 3. 4)式で表される.

E*/E = 1ー φ“{16/45・M(μ〉・(1-q勺+16/9・q*} (I. 3. 4) 

ただし、

M(μ)=(2μ4+3μ2+2)/(μ2+1)3/2_2μ 

である. (I. 3. 4)式のパラメータは、岩盤を構成している岩石のヤング率E.岩盤の有

効クラック密度φef 不連続面の摩擦係数μ及び開口型不連続面と間合型不連続面との比率を

表す状態係数q・の4つであり、これら4つの諸量が定量化されれば岩盤の有効ヤング率が推

定されることになる.ここで、構成岩石のヤング率Eはその岩盤から採取した岩石供試体の材
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料試践により決定される量である.また、有効クラック密度φ“は、岩盤壁画において、上記

の供試体寸法より大きな交線長をもっクラックを計数し、その単位面積当りの数N~b/S と単

位制緩長当りの数N~b/Lを求めれば、第2章第3節で示した方法によってその値を推定する

ことができる。不連続面の摩接係数μの評価法としては種々の方法13)が提案されている.特

に、 Pa t t 0 n 14)は不連続面の粗さが摩撮係教に及ぼす影響を検討し、不連続面の摩接係

教が基本摩撮角φb及び平均粗さ角 8dを用いて(1.3. 5)式で表されることを示している.

μ= tan(φb+ 8 d) (1.3.5) 

ここで、基本摩擦角φbはダイヤモンドカッターで切断された平な岩石表面の摩損角であり、

種々の岩石についてその値が求められている。また、平均粗さ角はすべりの方向から見た不連

続面の起伏の平均角度であり、岩盤表面に現われる不連続面の観察により求められる量である.

したがって、 (1.3.5)式を用いれば、岩盤表面の簡単な計測により μの値が推定される

ことになる。なお、 Ba r t 0 n 15)は不連続面に作用する鉛直応力の影響を考慮して(1.

3. 5)式を書換えた表現を与えている。また、不連続面を含む岩石供試体の三軸圧縮試験及

び直接せん断試験により不連続面の摩撮係数を実験的に求めることも可能であると思われる

16)。状態係数qキは著者が新たに導入した量であり、その評価法に関する研究は例を見ないが、

この量は従来の岩盤評価法17)において不連続面の開口状態として取り扱われている事項と対

応するものと思われる。特にq*は応力に依存する量であるため、同ーの岩盤においても探度

により異なり、また、地下空洞開削に伴う応力変化によっても変化する量であると考えられる.

そこで、以下では原位置岩盤のq‘の値を定量的に推定するための方法論について若干の考察

を行う.

Walsh11>は岩石の動弾性係数と静弾性係数の値の差異が岩石内に存在する間合型クラ

ックの性質に起因していることを理論的に明らかにしている.すなわち、弾性被による動的応

力が作用する場合は、静的一軸応力が作用する場合に比較して間合型クラックの摩捜すべりが

生じにくくなることを指摘している。特に、静的な一軸圧縮応力下にある岩石中をその一軸圧

縮応力の作用方向と直交する方向にP波が伝播する場合には、 P波による動的応力の作用によ

っては間合型クラックの摩捜すべりはほとんど生じえないことを示している.このWalsh

の考えをもとにして、岩盤中に存在する閉合型不連続面を、弾性被による動的応力下で摩捜す

べりが生じうるものと生じえないものに分類し、それらのクラック密度の比率を 1-kd : kd 
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〈ここで、 o(kd:iilであるo )とおくと、岩盤内の不連続面は次の3種のクラックに分類

され、それらのクラック密度は次の様になる.

①開口型クラック q・tef

②弾性披による応力変化により

摩擦すべりが生じうる間合型クラック (1-kd)(1-qつtef 

③弾性被による応力変化では

摩捜すべりが生じえない間合型クラック kd(l-q*)φe f 

ここで、弾性被の波長がクラック長に比較して充分大であり、動的問題を準静的問題として取

り扱うことが可能であるものと仮定すると、岩盤の静弾性率には上記①，②及び③のすべての

クラックが関係するが、岩盤の動弾性率には①及び②のクラックのみが関係することになる.

したがって、弾性波速度から求められ忍岩盤の動的ヤング率E~とその岩盤を構成する岩石の

動的ヤング率Edの聞には(1.3.6)式の関係が成立することになる.

EUEd= l-tef{16/45・M(μ)(1-qつ(1-kd)+16/9・q・} (1.3.6) 

(1.3.6)式中のφef及びμは前述の方法により推定される量であり、 EUEdは原位置

岩盤とその岩盤から採取された岩石供試体の弾性被速度の測定により求められる値である.し

たがって、いま、 kdが既知定数であると仮定すると、 (1.3.6)式の未知数はq・のみと

なる.そこで、 (1. 3. 6)式をq事について解けば(1.3.7)式となる.

q*={(1-EUEd)1φef -16/45・M(μ)(1-kd)}/{16/9-16/45・M(μ)(1-kd)}
(1.3.7) 

O:iiq*:iil. 0 (kd:iilであることを考慮すると、 (1.3.7)式はkd=1のときq事の

値が最大値をとることを示しており、また、 (1. 3. 4)式はq・の値が大きい程E・の値が

小さくなることを示している.そこで、 kd=1であると仮定すると(1.3.7)式は(1.

3. 8)式となる.
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q‘=9/16・(I-EUEd)1φe f (1. 3. 8) 

(1.3.8)式は q*の最大推定値を与えるものであり、この q*の値を用いて推定される

E ・の値は最小推定値となる。したがって、工学的に安全側の推定値を得る場合には (1.3. 

8)式を用いてq本の値を推定しでも良いものと思われる。なお、より正確なq・の値を推定す

るためには、その岩盤の初期応力状態と弾性波による動的応力の特性を考慮した解析を行い、

より適確なkdの値を求める必要があると思われる.しかしながら、 (1. 3. 7)式及び〈

1. 3. 8)式は、前述した岩盤壁面における不連続面計欄とともに原位置岩盤の弾性波速度

と供試体の弾性波速度の計測を行うことにより q*の大略の値が推定されること老衰している.

なお、岩盤のP疲伝播速度VPMとその構成岩石のP波伝播速度VPLの比の2乗(VPM/VPL)2は

Velocity index18)と呼ばれ岩盤のき裂状態老衰す一指標値として用いられている。ここで、

Velocity indexは岩盤と岩石供試体の動的ヤング率、動的ポアソン比及び密度の差異老衰す

量であるが、一次近似的には岩盤と岩石供試体の動的ヤング率の比率EUEd老衰す量として

とらえることができる.したがって、 (1. 3. 7)式及び(1.3.8)式中のEUEdは

Velocity index (VPM/VPL)2で近似的に表現されるものと思われる.すなわち、 ( 1. 3. 

7)式及び(1. 3. 8)式は、 Velocity i ndexを用いた岩盤分類法の物理的背景を考える上

でも興味あるものと思われる。なお、上記の結論は、厳密さに欠ける点もあるため、その適用

性の検討は今後の課題であると思われるが、通常用いられる計湖法を応用することにより q寧

の値を簡便に評価できる可能性老示せたものと考える.

以上、変形性評価式のバラメータの推定法について述べてきたが、パラメータ推定のために

必要となる測定の項目、すなわち、岩盤表面における不連続面の観察、岩盤から採取した供試

体の材料試験及び岩盤の弾性波伝播速度の測定は、個々には従来の経験的岩盤評価法において

も重要な測定項目として挙げられているものである。したがって、著者の提案する変形性評価

式のパラメータ、 E、φef、q*及ひ、μはこれらの測定項目に対応した不連続岩盤の種々の力

学特性を表現したものであると考えることができる.

3. 8 結言

4種の花園岩供試体をモデルとして、鉱柱及び岩盤の変形性評価法に関する実験的検討を行

った.得られた結果をまとめて以下に示す。
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(1) 構成鉱物の含分比から(1.3. 1)式によって求められる各岩石の圧縮率はそれぞれ

庵治花園岩が 19.9(T P a) -1，大島花園岩が 19.9(TPa)-l，倉橋島花園岩が却.9( 

TP a)ー1.北木島花園岩が 20.8(T P a)ー1となり、これらの値は 1∞MPa以上の静水

圧下における各岩石の圧縮率の値とほぼ一致することが確かめられた.これらの結果から各岩

石の岩石実質部のヤング率はそれぞれ庵治花園岩が 75GP a，大島花園岩が 75GPa，倉橋

島花闘岩が 72GP a，北木島花園岩が 72GPaであることが推定された.

(2) 供試体表面のクラック観察により各岩石のクラック密度の値を推定した.求められたク

ラック密度の値はそれぞれ庵治花園岩が 0.128.大島花園岩が 0.25，倉橋島花園岩が 0.333，

北木島花園岩が 0.375であった.

(3) 一軸圧縮試験により各岩石の接線弾性率と応力の関係を実験的に明らかにした.そして、

(1)及び(2)の結果をもとにして求められる各岩石の有効弾性率の理論推定値が実験値とほぼ一

致することを確かめた。この結果により、第1章に示した有効弾性率評価式の妥当性が確認さ

れたものと思われる.

(4) 鉱柱及び岩盤の変形性を評価する上での具体的問題として、変形性評価式のパラメータ

の推定法について考察を加えた。特に、状態係数q事の推定法について検討し、岩盤と岩石供

試体の動的ヤング率の比率から qホの値を推定しうる可能性を示した.

96 



参考文献

1)金子勝比古，村田健司，柴拓海.大見美智人;花園岩の弾性率とその評価一岩盤の変形性
の評価法に関する基礎的研究(第2報)，日本鉱業会誌投稿中

2)金子勝比古.柴拓海，大見美智人;花園岩の力学的性質について，昭和58年度日本鉱業会
春季大会講演要旨集.pp.249・250(1983)

3)佐野修，工藤洋三;岩石力学からみた石自について，昭和59年度全園地下資源関係学協会
合同秋季大会分科研究会資料，G6.pp.21・24(1984)

4) Birch.r.:The velocity of compressional waves in rocks to 10 kilobars-Partl，J. 
Geophys.Res..Vol.65.No.4.pp.l083・1102，(1960)

5) Brace.W.r.;Some new measure附 ntsof 1 inear compressibility of rocks，J.Geophys. 
Res..Vol.70，No.2，pp.391・398.(1965)

6) Babb.S.E.，Jr.:Some notes co舵 erningBridg嗣 n'smanganin pressure scale，in High 
Pressure門easurement(edited by A.A.Giardini and E.O.Lloyd)，pp.115-124，Butterworth 
(1963) 

7) Walsh.J.B.and W.r.Brace;Elasiticity of rock in uniaxial strain.lnt.J.Rock恥ch.
門in.Sci.&Geomech.Abstr・.，Vol.9.pp.7・15(1972)

8) Brich.r.:The velocity of compressional waves in rocks to 10 kilopars-Part2，J. 
Geophys.Res.，Vol.66，No.7，pp.2199・2224(1961)

9) Brace，W.r.，B.W.Paulding Jr.and C.Scholz:0ilatancy in fracture of crystalline rock 
s，J.Geophys.Res..Vol.71，No.16，仰.3939・3953(1966)

10) Scholz.C.H.;門icrofracturingand inelastic defor闘 tionof rock in co聞pression.
J.Geophys.Res..Vol.73，No.4，pp.1417・1433(1968)

11)胤Ish，J.B.:Theeffect of cracks on the uniaxial elastic co聞pressionof rocks. 
J.Geophys.Res.，Vol.70，No.2，pp.399-411(1965) 

12) Byerlee，J，;rriction of rocks，Rock friction and earthquake prediction.Sl，Pure and 
Appl ied Geophys..Vol.116，pp.615・626(1978)

13) Good鵬 n，R.E.;Themechanical propaties of joints，Proc.3rd Int.Cong.ISRM，Vol.1.pp. 
127・133(1974)

14) Patton，r.O.:門ultiplemodes of shear failure in rock，Proc.1st Int.Cong.IS附 .Vol.
l，pp.509・513(1966)

15) Barton.N.and S.Bandis;So舵 effectof scale on the shear strength of joints，lnt. 
J.Rock門ech.門in.Sci.&Geomech.Abstr.，Vol.17，pp.69・73(1980)

16) Goodman.R.E.and Y.Ohnishi:Undrained shear testing of jointed rock，Rock門echanics
，Vol.5，pp.129-139(1973) 

97 



17)例えば Hoek.E.andE.T.Brown:Underground exavations in rock，IMM，London(1982) 

18)例えば岩盤分類，日本応用地質学会(1984)

98 



算事 E 膏R

a玄キ主Z主主f、老zf費量OJ雪宕主定常生Gコ書平f面幸去

乙こ田町宮ーる置舟多E



第 1章 AE計測による岩石の破壊特性に関する実験的検討))

1. 1 緒言

岩石の破壊機構は岩石内に発生するマイクロフラクチャーの集積を仮定することにより定性

的にはかなりよく説明されているよJ。このマイクロフラクチャーが発生する際に岩石内に投射

される応力被であるAE(Acoustic Emission)を測定することにより、岩石内のマイクロフ

ラクチャーの発生状況を横出して、岩石の破壊機構を定量的に解明しようとする試みがなされ

てきている。この問題に関する先駆的研究としては茂木3).4)・5)、Sc h 0 1 z 6)・7).8)等の

研究をあげることができるが、近年の計測技術の進歩に伴ってこの方面の研究は飛躍的に発展

してきている。 9)・10) 特に、佐野11).12)は、 AE計測の結果をもとにして岩石の破壊過程と

その時間依存性に関する明解な理論を展開している。また、 AE計測法は岩盤の非破壊検査法

としても実用化され、すでに本邦の炭鉱においては山はね・ガス突出の予知を目的としたAE

計測にもとづく岩盤監視1j)・14)・15)が実施されてきている。

ここでは、次章以降に詳述する鉱柱の安定性の評価を目的とした岩石の破壊の進履に伴う弾

性波伝播特性に関する研究のための基礎資料として、種々の岩石のAE発生頻度特性に関する

実験的検討を行った結果を示す。すなわち、岩石はその成田、化学組成及び組織・構造等によ

り多くの種額に分額され、多種多様な性質を有している。したがって、唯一種類の岩石を用い

た実験により得られた結果をもとにして岩石一般の性質を論じることにはかなりの無理がある

ものと思われる。そこで、種々の岩石供試体を用いて一軸圧縮下のAE発生頻度特性を調べ、

岩石の破壊を問題とする場合、すべての種類の岩石において認められる一般的破壊現象ととも

に岩石の種額の差に基づくその特異性心を明らかにする。

1. 2 実験

1. 2. 1 岩石試料

実験に用いた12種類の岩石試料とその物性値をTable.n. 1. 1に示す。すなわち、

火成岩としては花園岩、玄武岩、涜紋岩及び凝灰岩を、堆積岩としては砂岩及び頁岩を実験に

用い、また、これらの珪酸塩岩石との比較のため、炭酸塩岩石である大理石を実験に用いた。
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Table. n .1.1 岩石の物性値

Klnd of Rock Symbol Compresslve Ten.lle Long1tudlnal Poro.lty 
strength s trenM Eth wave veloclty ， 

(MPa} (MPa) (m/.) (%) 

Medh皿 BtrainedBranite KG 171. 5 8.84 4690 1.04 
(K1tag1shlmal 

Fine tOErhashin1rend a〉gzanice OG 189‘l 9.39 4278 0.89 

Ba.alt (Kofu) B 228.8 17.8 5658 3.09 

Rhyollte (Yanaharal R 155.0 12.5 ゐ919 3.08 

Medium gralned aandotone MS 155.8 8.79 3785 ゐ.17
(lzw叫}

Coarse gralned 匝andstone CS 113.2 5.99 3381 6.18 
(lZl皿 i】

τuff 1 (Oglno) OT 50.4 ぬ.98 2737 32.6 

Tuff II (Kunnul) KT 74.7 6.86 3582 22.7 

Tuff III (lzu) lT 28.3 3.60 3283 29.2 

Shell (Yanahara) SH 5.30 4699 

Fine grained marble FM 91. 4 6.44 5484 0.40 
【Mlne)

Coarse {HErinaien} ed marbIe CM 73.7 6.06 5875 0.16 

(a) (d) 

(b) (e) 

o lmm 
(a).(b) 

o O.5mm 
__ ------1 (c).(d).(e) 

Fig.ll.1.1 偏光顕微鏡写真の一例
(a)細粒花コウ岩(OG)，(b)中粒砂岩(門$)，
(c)玄武岩(B)，(d)涜紋岩(R)，(e)凝灰岩(Tl)

(c) 
100 



なお、中粒花園岩 (KG)及び細粒花園岩 (0G)は、第 I部第3章の実験で使用した略称K

G及びOGの花園岩とその産地が同じものであり、結晶粒径はそれぞれ0.5-4rnrn及ひrO.5-2

rnrnである。また、細粒大理石及び粗粒大理石の結晶粒径はそれぞれ0.2-0.5rnrn及びr2-4rn

mであった。中粒砂岩及び粗粒砂岩は、粒子径がそれぞれ0.2-0.8rnrn及び0.5-1.5rnrnであ

り、共に層理面は不明瞭であったが、頁岩では極めて明瞭な層理面が認められた。

一軸圧縮試験に用いた供試体は25rnrnφX50rnrn、圧裂試験に用いた供試体は25rnrnφX25

rnrnで、いずれも円柱供試体であり、各岩石についてそれぞれ数個を同ーの岩塊から採取した。

特区、頁岩の一軸圧縮試験用供試体は、層理面の方向が供試体軸〈加圧軸〉に対して約30度傾

いたものである。なお、供試体はすべて乾燥状態で実験に供した。また、同ーの岩石試料につ

いて薄片を作製し、偏光顕微鏡による観察を行った。偏光顕微鏡観察の一例として細粒花園岩、

玄武岩、中粒砂岩、涜紋岩及び擬灰岩 Iのそれぞれの顕微鏡写真をFig.II. 1. 1に示す。

1.2.2 実験装置及び実験方法

岩石供試体の一軸圧縮試験を実施し、その際、岩石内に発生するAEの規模別発生頻度を測

定した。加圧にはアムスラー型試験機を使用

し、ほぽ一定の荷重速度 (4.9kN /min)で

試験を行った。

AEの規模別発生頻度の測定は共振周波数
F'ig.ll.1.2 測定系統

が6MHz、大きさが 5rnrnX 5rnrn X 0.5 

rnrnの正方板型のPZ T (チタン酸ヂルコン酸鉛系圧電振動

子〉を供試体側面中央に接着し、 PZTの出力をバンドパス

フィルター(100kHz-2MHz)を内蔵した前置増幅器及び

増幅器により50dB増幅した後、 12chパルスハイトアナライ

ザーを用いて各信号の最大振幅レベルごとに計数したo 12ch 

パルスハイトアナライザーの設定電圧をTab1 e. ll. 1 

. 2に示す。用いた前置増幅器及び増幅器の総合周波数特性

は 100kHz-l.5MHzで一定の感度を有している。測定系

統をFig.ll. 1.2に示す。なお、圧裂試験も同時に実
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Table.ll.1.2 
パルスハイトアナライザー
の設定電圧

Channel Thr回以IIdlevel (mV) 

50 
2 106 
3 166 
4 220 
5 277 
6 348 
7 404 
8 494 
9 599 

10 714 
11 848 
12 1001 



施し、引張り強度を求めた.

1.3 実敵結果及び考察

各岩石供試体について得られたAEの規模別発生頻度と比応力σr(破壊応力を10096として

正規化した応力〉との関係をFig.n. 1.3 (a)-(l)に示すo AE発生頻度は比応

力に対する発生頻度dN/dれで示してある.

Fig. n. 1.3より、すべての岩石供試体について、破壊応力に近づくとAE発生頻度

が増大する傾向が認められる。この結果は多くの報告例と一致しており、岩石の破壊がマイク

ロフラクチャーの集積に起因していることが確かめられる。また、最終破壊の直前においては

規模の大きなAE程増加率が大きくなることが認められる.これは、最終破壊の直前において

は、岩石内の破壊の進行速度が急激に上昇し、エネルギー的に大きなマイクロフラクチャーが

生じやすくなることを示している.この結果は岩石の破壊に先行する b値 (Gutenberug-Richt

erの式16)10gN側=a-b 10gMの係数b、ここでM:マグニチュード、 N(M):Mより大き

な規模をもっAEの発生数、 a、b:定数〉の低下現象8)と等価である。また、低応力下にお

けるAEの発生は、岩石内部に存在するクラックのうち、加圧方向に直交する方向のクラック

が間合することにより生ずるものとして説明することができる.

以上の結果は加圧に伴って各岩石のすべてについて認められる一般的な性質であるが、詳し

く見ると、各岩石のAE発生頻度特性は岩石の種類によりそれぞれ固有の特徴を示しているこ

とが解る.そこで、各岩石のAE発生頻度特性の特徴と偏光顕微鏡観察により得られた各岩石

の組繊構造の特徴をまとめて以下に示す。

花闘岩;中粒花園岩及び細粒花園岩ともにAEの発生は低応力下から非常に活発であり、最

終破壊に至るまでに発生するAEの総発生数は 5X104-10Sと他の岩石に比べて著しく多い。

また、 AE発生頻度が増大し始める点でのσrの値は約3096である。これらの特徴は、茂木3)

による万成花副岩、稲田花園岩及びSc h 0 1 Z6)によるWester1y花園岩の場合についても問

機に認められ、花園岩の大きな特徴であると考えられる。また、 Fi g. n. 1. 1 (a)に

示したように、探成岩である花園岩は比較的大きな結品粒よりなる完晶質岩石であり、結晶粒

肉及び結晶粒界に比較的大きなものから小さなものまでの種々の大きさの潜在クラックを数多

く有している。この点で、実験に供した他の珪酸塩岩石とその組結構造が顕著に異なっている。
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凝灰岩 '3種の凝灰岩のいずれにおいても、 σr=80-9096付近からAE発生頻度が急激に

増大し、供試体は破断に至っているo AEの総発生教はいずれも103-104程度と少なく、さら

に、そのうちの大部分が最終破壊の直前に発生している.これらの傾向は花園岩と顕著に異な

っている.凝灰岩は火山灰の固結により生成された岩石であり、 Fi g. n. 1. 1 (e)に

示すように、その組織構造はほぼ非品質により形成されている。すなわち、凝灰岩では、花園

岩で見られるような結品粒及び結品粒界が存在しないため比較的大きな潜在クラックが少なく、

また、内部は非品質で比較的均質であるものと思われる。

玄武岩 :AEの総発生数は104-5X105程度であり、 AE発生頻度の増大し始める点でのσr

の値は7096程度である.そして、花園岩と凝灰岩との中間的なAE発生頻度特性を示している

と見なすことができるo F i g. n. 1. 1 (c)に示すように、玄武岩は長さが0.05-0.2

mm程度の短冊状の斜長石を主体とした結品粒を非品質もしくは徴晶質で充損した組績構造を

有している.したがって、花園岩に比べればその結晶粒径は小さく比較的大きな潜在クラック

が少ないものと思われる.しかし、玄武岩は結晶質であるため、凝灰岩に比べれば比較的大き

な潜在クラックの教は多いであろうと思われる。

流紋岩 ;AEの総発生数は 5X103-104であり、 AE発生頻度はσr=80-9096付近から急

激に増大するo AE発生頻度特性からみれば、玄武岩と瀧灰岩との中間的な挙動を示すとみる

ことができるo Fig. n. 1. 1 (d)に示したように、涜紋岩は非晶質もしくは徴晶質の

石基の中に粒径0.05-0.1mm程度の結品粒が点在した組織構造を有している。したがって、

単に組織構造的観点からいえば、涜紋岩は玄武岩と凝灰岩との間に位置付けられる岩石である

と思われる。また、涜紋岩は化学組成上は花園岩とほぼ同等であることを考慮すれば、涜紋岩

と花園岩とのAE発生頻度特性の差はその化学組成よりも組織構造に関係していると穎推する

ことカ1できる。

砂岩:中粒砂岩及び粗粒砂岩のいずれにおいても、花園岩と凝灰岩との中間的なAE発生頻

度特性を示す。すなわち、 AEの総発生散は中粒砂岩で104-5X105程度であり、 AE発生頻

度の増大し始める点での応力はともにσr=30-4096程度である。砂岩は堆積岩であり、花園

岩及び凝灰岩等の火成岩とは成図的に顕著に異なっている。そして、 Fi g. n. 1. 1 (b) 

に示す様に、砂岩は粒径のほぼ一定〈中粒砂岩で0.2-0.8mm、粗粒砂岩で 0.5-1.5mm)

した砂粒子よりなる組織構造を有している。

頁岩;層理面の方向が加圧軸に対して約30。傾いた供試体について圧縮試験者E行ったため、
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層理に沿ったすべり破壊により供試体が破断した.しかし、層理に沿ったすべり破壊に対応し

てσ，=60%付近からAE発生頻度の増加が認められる。この場合、破壊形態が他の岩石と異

なるため、 AE発生頻度特性を他の岩石と比較して論じることはできないが、層理面に沿った

破壊の場合でも破断面付近にマイクロフラクチャーが集積することを意味するものであろう。

この結果は、 Sc h 0 1 Z 17)によるfrictional81 iding試験の結果に対応するものであると

考えることもできる。

大理石;他の岩石と異なり、最終破壊以前のAE発生頻度の増加率が小さく、この傾向は細

粒大理石に顕著である。また、同時に実施したひずみ計測の結果によれば細粒大理石及び粗粒

大理石ともにσ，=60-80%程度から非弾性体積ひずみの増大が顕著に認められるが、それに

対応するAE発生教の増大は、粗粒大理石ではわずかに認められるが細粒大理石ではほとんど

認められない。これは、大理石が炭酸塩鉱物よりなる結晶質構造を有し、極めて延性的な力学

挙動を示すことに関係していると思われる。すなわち、大理石は他の珪酸塩質岩石とは異なる

変形破壊特性を有しているものと推察される。なお、細粒大理石に比べれば、粗粒大理石はA

Eの発生が活発であり、 σr=50-60%付近からAE発生頻度の増大が認められるが、これは、

大理石においても結晶粒の大きさがAE発生頻度に影響を与えることを示しているものと考え

ることができる。

以上に述べた結果をまとめると、今回実験を行った範囲では、火成岩のAE発生頻度特性は

その岩石の化学組成的要因よりも組織構造的要因もしくは成因に大きく影響されるのであろう。

すなわち、大略の傾向として、結晶質構造で比較的結晶が発達した岩石ほどAEの発生は活発

であり、 AE発生頻度の増大し始める点でのれの値が低〈、また、非晶質構造を示す岩石ほ

どAEの発生数は少なく、 AE発生頻度の増大し始める点でのれの値が高い.前者の岩石と

しては深成岩である花園岩が、後者の岩石としては凝灰岩があげられる。また、火山岩である

玄武岩及び涜紋岩は、これら両者の中間的なAE発生頻度特性を示す。そして、これらのAE

発生頻度特性の特徴は岩石内に潜在するクラックの分布特性に関係しているものと考えること

ができる.

堆積岩では、層理の比較的不明瞭な砂岩は玄武岩及び涜紋岩と同様に花園岩と凝灰岩との中

間的なAE発生頼度特性を示すが、層理の明瞭な頁岩は層理面にそった破壊に関係したAE発

生頻度特性を示す.また、炭酸塩岩石である大理石は、上記の珪酸塩岩石とは極めて異なるA

E発生頼度特性老示す.
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1.4 結言

種々の岩石供試体について一軸圧縮試験を実施し、その際発生するAEの発生頻度特性を測

定し、各岩石のAE発生頻度特性の特徴について検討した。得られた結果をまとめるとつぎの

ようである。

(1)岩石の種類にかかわらず、破壊応力に近づくとAE発生頻度が増大し、また、最終破壊の

直前においては、規模の大きなAE程その増加率が大きくなる。しかし、 AE発生頻度の増加

の傾向は岩石の種類によって異なる。

(2)今回実験を行った範囲では、火成岩のAE発生頻度特性はその岩石の化学組成的要因より

も組織構造的要因もしくは成因に大きく影響されるのであろうと推察された。すなわち、大略

の傾向として、花園岩の様な結晶質構造で比較的結品が発達した岩石ほどAEの発生は活発で

あり、 AE発生頻度の増大し始める点での比応力の値が低く、また、凝灰岩のような非晶質構

造を示す岩石ほどAEの発生教は少なく、 AE発生頻度の増大し始める点での比応力の値が高

い。玄武岩及び涜紋岩等は、これら両者の中間的なAE発生頻度特性を示す。

(3)堆積岩では、層理の比較的不明瞭な砂岩は花園岩と凝灰岩との中間的なAE規模別発生頻

度特性老示すが、層理の明瞭な頁岩では層理面に沿ったすべり破壊に関係したAE発生頻度特

性を示すのであろう。

(4)大理石等の炭酸塩質岩石は珪酸塩質岩石とは顕著に異なったAE発生頻度特性を示す。
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第2章岩石の破壊の進履に伴う弾性披伝播速度の変化1)

2. 1 緒曹

岩石は加圧に伴ってその内部にマイクロフラクチャーを生じ、その際発生したクラックが岩

石内に集積することにより有効弾性率が低下する。岩石の破壊の進展現象はマイクロフラクチ

ャーによって伸長、生成したクラックの集積現象であるため、岩石内に破壊が進展するにつれ

て有効弾性率が低下し、それに伴って、岩石内を伝播する弾性波の伝播速度も低下するように

なる。この現象は松島2)・3)により発見され、マイクロクラックの発生に伴うダイラタンシー

現象にもとづくものと解釈された。その後、岩石及び岩盤の破壊予知の観点から、多くの研究

者がこの現象に注目するようになり、現在までに種々の研究成果4)・5)が発表されてきている.

また、地震の前駆現象として測地学的にダイラタンシーが観測され、それにもとづく地殻内を

伝わる弾性被の伝播速度の変化6)が観測されている.この現象が地震予知の立場から注目され、

現在、地積内に生ずる弾性被伝播速度の異常を検出する方法が地震予知計画の一環として取り

上げられているわ。しかしながら、この岩石の破壊の進展に伴う弾性被伝播速度の低下現象に

関する従来の研究は、現象の定性的な解釈が主となっており、この現象と破壊によって生ずる

クラックとの関係について定量的見地から検討した例8)は少ないものと思われる。

そこで、著者は、弾性被伝播速度の低下現象とマイクロフラクチャーとの関係について実験

的に検討し、弾性披伝播速度の低下現象を定量的に評価する方法について考察を加えた.具体

的には、岩石供試体について一軸圧縮剛性試験を行い、その際、加圧方向と直交する方向のP

披の伝播速度を測定し、得られた結果について多孔質媒体の弾性波伝播理論にもとづいた考察

を行った.

2. 2 実験

2. 2. 1 岩石試料

実験に用いた岩石試料は次章のTa.ble. IT. 3.1に示す6種頼の岩石であるが、ここ

では特に、中粒花園岩 (KG1) ，細粒花幽岩 (0G 1) ，砂岩 (MS1)及び擬灰岩 (0T 

1)について測定した結果を考察の対象とするo KG. OG， MS. OTで示されている岩石
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はすべて前章Table. II. 1. 1に示した岩石と同じである。供試体はすべて6X6X12c聞

の角柱形に仕上げシリカゲル入のデシケータ中で100日以上乾燥した後実験に供した。

2. 2. 2 実験装置及び実験方法

岩石供試体について一軸圧縮剛性試験を行い、供試体内の破壊の進屈に伴って生ずる加圧方

向に対して直交する方向の弾性披の伝播特性 (pj波伝播速度及びP波の初動の振幅減衰、特に

本章ではP披伝播速度に関

して論ずる〉の変化を測定

した。また、同時に、供試

体内の破壊の進展状況を推

定するため、供試体のひず

み及びAEの規模別発生頻

度も糊定した。 Pre-arnpllfler F1¥ ter Ampl1fler 12ch.pu1se hel~ht 
ana lyzer 

Fig. II. 2.1に測

定系統を示す。弾性波伝播

特性の測定では、発掘子及

び受振子としていずれも固有振動数が390kHzの立方体形状の

(AE counts rate measurement lIne) 

Fig. II .2.1 測定系統
Table.II.2.1 

パルスハイトアナライザー
の設定電圧

P Z T (詳細は3.2. 2参照〉を用い、これらを供試体側面

に接着剤で接着し、パルスジヱネレータからのパルス電圧を発

振子に加えて供試体内ヘP疲を送りこんだ。受振子の出力は前

置増幅器、フィルターを通した後、トランジェントレコーダに

記憶させ、その波形をX-Tレコーダ上に記録した。また、場

合によっては、トランジェントレコーダの出力をシンクロスコ

ープに入力し、写真撮影を行った。伝播時間はパルスジエネレ

ータのパルス電圧をトリガ一信号としてトランジヱントレコーダの外部トリガーに入れること
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により、発掘パルスと受振波形の立ち上りとの時間差より求め、それを用いて伝播速度を算出

した。さらに、これらの測定とは別に、固有振動数 lMHzのPZTを供試体側面に接着し、

その出力を前置増幅器、フィルターを通し、 50dB増幅した後に12chパルスハイトアナライ

ザーを用いてピーク電圧ごとのAE規模別発生頻度を制定した。パルスハイトアナライザーの

設定電圧をTable.II. 2.1に示す。なお、本章での研究に用いたAE用受振子 (PZ 
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T)は、第1章で述べた研究に用いたAE用受振子 (PZ T)とその寸法及び共振周波数は異

なるが、圧電素子の出力は、圧電材料が同ーの場合、その憲子の厚みに比例すると考えられて

いる。したがって、両者のPZTの厚みの比から考えると、本章における研究に用いたAE用

受振子は第 1章の研究で用いたそれの約4倍の感度をもっと推定できる。つまり、例えば第 1

章における研究で用いた受振子により測定された50dB増幅でピーク電圧l00mVのAEは、

本章の研究に用いた受振子によれば同じ50dB増幅でピーク電圧400mVのAEとして測定さ

れることになる。一方、供試体のひずみは、供試体の4側面に各2枚ずつのクロス型ひずみゲ

ージ〈計8枚〉を接着して測定した。

加圧に用いた試験棋は、島津製作所製REH200S高速制御試験機である。試験機の制御

信号としては、岩石供試体の種類に応じて、加庄軸方向の変形速度一定あるいは横方向〈加圧

軸と直角方向〉の変形速度一定の2通りの制御信号のうちのいずれか 1つを用いた。前者の制

御試験では、花園岩あるいは砂岩のようなclassll型自}に属する岩石は破壊荷重近傍で急激な

破壊が生じてi制定が非常に困難となる。したがって、このようなclassll:型の岩石の破壊荷量

近傍での資料を正確に得るためには後者の制御試験10)によって測定を行った。

2. 3 実験結果及び考察

実験結果の一例として、 Fig.ll. 2. 2-Fig. ll. 2.4に、中粒花園岩及び砂岩

供試体のP波伝播速度Cぃ AEの規模別発生頻度dN/d σ及びひずみのそれぞれと応力との

関係を示す。これらの図において、 (a)は中粒花園岩について、 (b)は砂岩について得ら

れた結果である。また、 Fig.ll. 2. 4において、 ε1.εt.εvはそれぞれ供試体の縦

ひずみ〈加圧軸方向)、横ひずみ〈加圧軸と直角方向〉及び体積ひずみを表わすが、体積ひず

みはεv=ε1+2εtの関係式から求めたものである。なお、 Fi g. ll. 2. 3に示したAE

の規模別発生頻度は受振子の出力を50dB増幅したピーク電圧の値で表示してある。

Fig. ll. 2. 2より、花園岩及び砂岩のいずれにおいても、最終破壊以前のある応力以

上においてP渡伝播速度の低下が認められるが、花園岩の場合は砂岩の場合に比べてより低い

応力においてP被伝播速度の低下が始まり、その低下率も大きいことがわかる。また、 Fi g. 

ll. 2. 4より、花園岩，砂岩のいずれにおいても顕著な夕、イラタンシー現象が認められるが、

花園岩の方がより低い応力下でダイラタンシーが始まっている。これらの現象は、 Fi g. ll. 

2. 3に示したAEの発生状況とも一致しており、夕、イラタンシーが岩石内に発生し伸長する

1 1 3 
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1 16 



クラックの集積により生ずることを理解することができる。 ここで、 Fig.II. 2.4に

おいて、ダイラタンシーが生じないものと仮定した場合に予想される供試体の弾性的な収縮の

体積ひずみ(図中の点線〉とダイラタンシー開始応力以上で測定された供試体の体積ひずみと

の差を非弾性体積ひずみεiと定義すると、非弾性体積ひずみはマイクロヨラクチャーにより

発生・伸長したクラックに起因した膨張の体積ひずみであると考えることができる。したがっ

て、花園岩.砂岩ともに、破壊応力の90%以上においては、マイクロフラクチャーにより発生

・伸長したクラックの集積状態〈非弾性体積ひずみεJはほぼ等しく、すなわち、同程度に

破壊は進展していると考えることができるが、 P披伝播速度の低下現象に関しては花園岩，砂

岩の2種の岩石の聞に明らかに差異が認められる。すなわち、破壊の進展に伴うP波伝播速度

の低下には、供試体内のクラックの集積のみでなく、伸長し発生するクラックの特性が関係し

ているのではないかと考えられる。そこで、この点を明確にするため、次節においては、マイ

クロフラクチャーによって発生するクラックの特性を考慮して弾性波伝播速度の変化に関する

解析を行い、クラックの性状とP波伝播速度との関係を考察することにした。

2. 4 クラックの特性を考慮した弾性披伝播速度の変化に関する解析

2. 4. 1 インクルージョンモデル

内部にクラックを含む岩石の変形特性や弾性波伝播速度は第 I部第1章で詳述したように、

内部にクラックを有する弾性体の有効弾性率によって支配される。特に、クラックが開口型ク

ラックであり、その内部に涜体等の異種の物質を含む場合には、この有効弾性率を求める問題

はインクルージョンモデル11)として取り扱われる.ここでは、クラック内の含脊水の影響に

関する検討をも考慮し、インクルージョンモデルを用いて岩石の破壊の進展に伴う弾性波伝播

速度の変化を解析しようと考えた。検討に際しては問題が動的であることを考え、 Kuste

r等の提案したインクルージョンモデルを採用することにした。

Kuster等12)13)は回転楕円体形状のインクルージョンをその内部に含む弾性体の有効

動的弾性率を平面波の散乱理論を用いて解析的に解き、岩石の弾性波伝播特性の理論的表現を

明らかにした.ここで、 Kuster等によって求められた結果のうちから本研究に関係の漂

い式のみを示すと次の通りである.

CL= { (K噂 +4G./3)/ρ.} 1/2 

1 1 7 



CT= (G事/ρつ1/2

ただし、

(K事-K)1 (3K皐 +4G)=dc (Ttltd3) (K' -K) 1 (3K+4G) 

(G*ーG)1 {6G事(K+2G)+G(9K+8G)}

= d c(G'一G)I{25G(3K +4G)} ・(T t 1 t 1 - T t t 1 d3) 

ρ事=ρ(l-dc)+ρ ，dc 

(11. 2. 1) 

(11. 2. 2) 

ここで、 Cぃ CT:内部にインクルージョンを含む複合材料のP披伝播速度及びS波伝掃速度、

KヘGヘρぺ内部にインクルージョンを含む複合材料の有効体積弾性率.有効耐性率及び

密度、 K，G，ρ 複合材料のマトリ、ソクスの体積弾性率.剛性率及び密度、 K'，G'，ρ' 

;インクルージョンの体積弾性率.剛性率及び密度、 dc; (インクルージョンの体積)/ ( 

複合材料の体積〉で決まるインクルージョンの体積率、 Tt t 1 lo T t 1 i 1 インクルージョンの

形状〈回転楕円体のAspectra t i 0 α〉及びK，G， K'， G'により決まる定数である。さて、

先にも示した様に、非弾性体積ひずみεiは供試体内部に発生したクラックによる体積ひずみ

であると考えることができる。そこで、 (11. 2. 2)式をもとに、岩石の破壊の進展を岩石

内にAspectratio αのクラックが発生・増加していく現象であるとモデル化し、岩石内のク

ラックの増大(非弾性体積ひずみの増大〉に伴う岩石内のP波伝播速度の変化を考察した。す

なわち、 (11. 2. 2)式中のK及びGをダイラタンシー開始時点での供試体の体積弾性率及

び剛性率と考え、 dcを非弾性体積ひずみL であると考えれば、 (11. 2. 1)式のCL及び

CTは岩石の破填進展状態における伝播速度を表わすことになる.なお、 (11. 2. 2)式で

はインクルージョン相E聞の力学的干渉の影響が考慮されておらず、また岩石の一軸圧縮の際

に発生するクラックの方向は加圧方向に平行な方向が卓越すること等を考えれば、 (11. 2. 

2)式中のAspectratio αの値は岩石内に発生するクラックの真のAspectratioの値とは異

なることになるであろう.すなわち、この場合にはαはみかけのAspectratio、すなわちモデ

ル定数としてのAspectratio相当値として取り扱われることになるが、その値の大小関係をも

とにして、岩石内に発生するクラックの真のAspectratioの値の相対的大小関係を論ずること

は充分可能であるものと考えられる。

1 1 8 



2. 4. 2 理諭値と実測値の対比

前節で述べた実験に用いた中粒花園岩 (KG 1) ，細粒花園岩 (0G 1) ，砂岩 (MS1) ， 

凝灰岩 (0T 1)の4供試体について、実験結果から推定したそれぞれの物性値〈中粒花園岩

: K =4.45x 1011dyn/c1II2， G = 1.24X 1011dyn/cm2，ρ=2.66g/CIII3，緬粒花幽岩;K=4 

.29X 1011dyn/cm2， G = 1.14x 1011dyn/c聞2.ρ=2.62g/c炉、砂岩;K =2.95X 1011dyn 

/CRl2• G = 1.06X 1011dyn/cm2，ρ=2.54g/CIII3，梶灰岩;K=9.62XI010dyn/cI2， G= 

4.17X 1010dyn/cm2，ρ= 1. 82g/clIIりを (n.2. 1)式及び (n.2. 2)式に代入し

て非弾性体積ひずみεtとP波伝播速度の関係者E求めた.この様にして求められたダイラタン

シー開始応力以上でのP波伝播速度と非弾性体積ひずみL との関係をFig.n. 2. 5に

示す.ただし、 CLdはダイラタンシー開始応力におけるP波伝播速度である.これらの図にお

いて、実線は理論値を示し、 αの値はAspectra t i 0相当値を表わす.また、 O印で示した値は

実験結果から求めた実融値である.なお、理論計算に用いた材料の物性値については、載荷状

態におけるS波伝播速度を制定していないため、 Gに関しては無載荷状態におけるS波伝播速

度と密度からその値を求め、 Kの値に関しては、 Gの値とダイラタンシー現象の起こる直前の

載荷状態でのP波伝播速度及び密度の値とから求めた.しかし、低載荷時のクラックの間合に

よるGの値の変化はKの値の変化に比べて小さいため、上記のような方法で物性値を求めたと

しても結果にはほとんど影響はないと考えられる。また、インクルージョン内部の媒質として

は、空気 (K'= 1.45X 106dyn/cm2， G' =0.創刊/C簡Z，ρ・=8XlO-4g/c聞3)の場合と真

空 (K'= G' =0.Odyn/cm2.ρ'=0.0 g /cm3)の場合を考えたが、計算結果にはほとんど差

異が認められなかったため、 Fig.n. 2. 5には特にそれらの結果を区別して表わしてい

ない.

Fig. n. 2. 5に示した理論曲線によれば、非弾性体積ひずみの増大に伴ってP波伝播

速度は低下する傾向を示すが、その低下の割合はクラックのAspectratio相当値に大きく影響

をうけることがわかる.そこでFig.n. 2. 5に示した実験結果と理論曲線とを対比させ

ることにより、それぞれの供試体内に生じたクラックのAspectratio相当値αの値を推定する

と、中粒花園岩で2X10-3-3X 10-3、砂岩で1O-2-5X10-2、細粒花園岩で5X1O-3-7X 10-3、

凝灰岩で1O-2-1.5X10司 2となり、花園岩は砂岩や凝灰岩に比べてAspectratioの小さいクラ

ックが卓越して発生していると考えることができる。また、 Fi g. n. 2. 5において、細

粒花園岩と中粒花園岩を比べると、細粒花園岩の方が中粒花闘岩に比較してαの値が大きいこ

とが認められる。斎藤等14)は石灰質岩石の結品粒径と岩石内に潜在するクラックのAspectra 
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tioの聞に負の相聞が認められることを報告している。著者の研究では岩石内に発生するマイ

クロフラクチャーによって生じるクラックのαを問題にしているため、斎藤等の報告例と直接

対応させることはできないが、定性的にみて矛盾はないものと考えられる。従って、中粒花園

岩と細粒花嗣岩のクラックのAspectratioの差はその岩石を構成する結晶粒の大きさに関係し

ていると考えることができる。また、砂岩及び凝灰岩は花園岩に比べて発生するクラックのAs

pect ratioが大きくなっていることを考慮すると、結晶質岩石で結晶粒径が大きい岩石程発生

するクラックのAspectratioが小さくなると考えることができる。これは、結晶質岩石では結

晶粒内及び結品粒界等に比較的Aspectratioの小さなクラックが発生しやすく、結晶粒径が大

きい程この傾向が顕著となることを意味していると考えることもできる。

さて、 Fig.II. 2. 5には、ダイラタンシー開始応力以上でのAEの積算発生数Nと非

弾性体積ひずみεtとの関係もあわせて示しておいた。 Fig.II. 2. 5より、非弾性体積

ひずみの増大に伴ってAE積算発生数はほぼ直線的に増大するが、その直線の傾きは発生する

クラックのAspectratioが小さいと考えられる岩石程大きくなっていることがわかる。そこで、

次に、 Fig.II. 2. 5に示した非弾性体積ひずみεiとAEの積算発生数Nとの関係につ

いて若干の考察を行う。

今、 Nがマイクロフラクチャーの積算発生数であり、 ε1がマイクロフラクチャーに起因し

た体積ひずみであると考え、マイクロフラクチャーによって生じるクラックの平均体積を Vc、

供試体体積をVoとおくと、 Nとεiの聞には (II.2. 3)式の関係が成り立つものと考えら

れる。

N = (Vo/Vc)εi (II. 2. 3) 

Fig. II. 2. 5において、 L とNの聞に直線関係が成り立つ領域に注目してその傾き Vo

/Vcを求め、その値を図中に示しておいた。そこで、それぞれの岩石についてVo/Vcの値

から Vcの値を求めると、中粒花園岩で0.59X10-2棚 3、細粒花園岩で1.4X10-2mm3、砂岩で6.

8XlO-2mm3、凝灰岩で6.4X10-2mm3となった。ここでは、クラックの長さに関する検討を行っ

ていないため一概に結論づけることはできないが、この結果は、発生するクラックのAspectr 

atioの値が小さい岩石程、クラックの平均体積Vcが小さくなることを示していると思われる。

すなわち、マイクロフラクチャーによって生じるクラックの形状は、非弾性体積ひずみとP波

伝播速度の関係のみならず非弾性体積ひずみとAE発生教の関係を考える上でも重要な因子で
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あると思われる。

2. 5 弾性波伝播速度を利用した鉱柱監視法に関する考察

岩石内の破壊の進展に伴ってP披伝播速度が低下する傾向を示すことは従来からも知られて

おり、また前述したように、著者の行った実験によっても確かめることができた。しかし、従

来はそのような現象の単なる定性的な説明のみに終っており、破壊の進展に伴って岩石内に集

積するクラックの性状と弾性披伝播速度の低下現象を結びつけて究明した研究例は少ない。本

章で行った著者の研究により、初めてこの問題についてある程度解明しえたと考える。すなわ

ち、前節までに述べてきたことから、岩石内に破壊が進展するに伴ってP波の伝播速度が低下

する現象は、マイクロフラクチャーによって生ずるクラックの量及び性状と密接な関係をもち、

P渡伝播速度が低下していく割合は発生するクラックの形状に大きく影響されることがわかっ

た。したがって、岩石の破壊の進展が、 Aspectratioの小さなクラックによる場合には、破壊

の進展に伴うP疲伝播速度の低下は顕著に現われるが、逆に、 Aspectratioの大きなクラック

による場合には、破壊の進展に伴うP披伝播速度の低下はほとんど認められないことになる。

そこで、前節までに述べてきた事柄をもとにして、岩盤内部の破壊の進展状況を推定する方

法として、岩盤肉を伝播する弾性波の伝播速度の 5 

変化を利用する方法について考察を加えることに

する。今、変形の生ずる前の岩盤として、 K=2.
ω4 

E 
~ 

6X 101 1dyn/cm2 ， G = 1.9X 101 1 dyn/cm2 ，ρ= 

2.6g/cm3の物性値をもっ岩盤を考え、岩盤のい

たみの進行に伴うP波及びS波の伝播速度の変化 3 

を乾燥状態、含水飽和状態のそれぞれについて ( ~ 

n. 2. 1)式を用いて計算した結果をFi g. 
4 

n. 2. 6に示す.なお、この計算においては、 <">2 

水の物性値としては、 K=2XI010dyn/CII2，G 

= O. Odyn/ CII2 .ρ=1.0g/CII3の値を用いた.

Cι α= 10-1 

lo-~I 
~、10・0 -_ー

10・1

10・2

Fig. n. 2. 6において、実線は岩盤が乾燥

状態にあ石場合、点線は岩盤が含水飽和状態にあ

1012 3  

る場合を示し、図中の数字は岩盤肉に発生したき
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裂のAspectratio相当値αの値である。 Fig.ll. 2. 6より、岩盤内に発生するき裂のα

が大きな場合や、岩盤が含水飽和状態にある場合は、弾性披伝播速度の変化を計欄して岩盤内

の破壊進行状態を検出するためにはかなり高い精度で計測を実施する必要があることがわかる。

しかし、岩盤内で発生し伸長するき裂のAspectra t i 0の値が大略推定されるのならば、岩盤の

弾性被伝播速度の定期的計測により、鉱柱及び岩盤の破壊特性老解明するための重要な手がか

りを与える資料が得られるであろう.その意味では、弾性波伝播速度を計糊する方法は鉱柱及

び岩盤の安定性監視法として極めて有用な手法になりうるものと考えられる.

2. 6 結菅

本章では、岩石の破壊の進展に伴うP披伝播速度の変化に関する実験的検討を行うとともに、

その現象をインクルージョンモデルを用いて理論的に解析した.その成果をまとると以下のと

おりである。

(1) 実験に用いた4種の岩石〈中粒花園岩.緬粒花園岩.砂岩，凝灰岩〉ともに岩石内部の

破壊の進行に伴ってP疲伝播速度は低下するが、その低下率は岩石の種類によって異なる.今

回実験に供した岩石について菅えば、中粒花掴岩，細粒花樹岩，砂岩及び糠灰岩の順に破壊の

進行、すなわち非弾性体積ひずみの増大、に伴う伝播速度の低下率が小さくなる.

(2) 上記の実験結果をインクルージョンモデルを用いて解析し、岩石内に発生するクラック

のAspectratio相当値を推定した.推定されたAspectratio相当値は中粒花園岩で2XlO-3-3

X 10- 3 • 細粒花園岩で5X1O-3-7X 10- 3 • 砂岩で1O-2-5XI0-2 • 凝灰岩で10-2-1.5X10-2と

なり、マイクロフラクチャーによって生ずるクラックのAspectratioが岩石の種類によって顕

著に異なることが確かめられた。そして、破壊の進展に伴う伝播速度の低下率は岩石内のマイ

クロフラクチャーによって生ずるクラックの形状に関係していることが明らかとなった.すな

わち、花園岩のような比較的結晶粒径の大きな岩石では、内部に発生するクラックは粒界き裂、

粒肉き裂ともにAspectratioが小さいであろうと考えられ、破壊の進行に伴う伝播速度の低下

率が大きくなるが、砂岩及び凝灰岩のような岩石では、内部に発生するクラックのAspectrat 

ioが比較的大きいと考えられ、破壊の進行に伴う伝播速度の低下率が小きくなることが明らか

となった。

(3) 弾性波伝播速度を利用した鉱柱監視法について考察し、岩盤内に発生するき裂の性状や

岩盤の含水状態が伝播速度を利用した岩盤計測の精度に大きな影響を与えることを指摘した。
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第3章岩石の破壊の進展に伴う弾性波の振幅の減衰1).2) 

3. 1 緒曹

岩石内を伝播する弾性波には、岩石の物理的性質に関する多くの情報が含まれていると考え

られるが、従来は、岩石内を伝播する弾性被から得られる情報としては、伝播速度のみが重点

的に取り上げられてきた。

著者は、岩石の破壊の進展に伴う弾性波伝播特性の変化について研究してきたが、それらの

うち特に伝播速度に関する研究成果についてはすでに前章で述べた。本章では、岩石内を伝播

する弾性披から得られるもう 1つの情報である弾性被の振幅減衰の問題を取り上げることにす

る。

さて、伊藤.佐々等3)は岩石供試体について剛性試験を実施し、岩石内にクラックが発生し

伸展するに伴って岩石内を伝播する弾性波の振幅がかなり大きく変化することを報告している。

しかし、この実験に用いた岩石供試体は細粒大理石であり、第 I部第1章で述べたAE発生頻

度特性から考えると、この細粒大理石の結果をそのまま他の岩石に適用するには問題があるも

のと思われる.また、この実験では、弾性披を供試体内に送り込む方法にもやや難点があった。

そこで、著者は、これらの測定法上での問題点を解決した上で、各種の岩石供試体を用いて岩

石の破壊進展状態と弾性波の伝播特性との関連を詳細に検討した.

本章では、各種の岩石供試体を対象として実施した弾性波の伝播特性に関する研究のうちで、

特に、伝播に伴う波動の振幅の減衰に関する各種の研究成果について述べることにする。

3. 2 実験

3. 2. 1 実践装置及び実験方法

弾性波の振幅減衰を測定するために用いた実験装置は、すでに第2章に述べた研究に用いた

ものと同一であるため、その詳細はここでは省略する.

Table. ll. 3.1に、実験に用いた岩石供試体及び試験条件を示す。この表において、

K G 1， 0 G 1 ， MS  1及びOTlの記号で示した各供試体については、すでに第2章でその

実験結果の一部を述べている。振幅減衰の測定では、第2章第2節において詳述した方法によ
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Table. II .3.1 岩石供試体及び試験条件
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り測定して得られた各荷重段階での受振波形の初動成分に注目し、その初動振幅値を読みとっ

た。さらに、任意の応力状態で得られた初動の振幅値Aを無荷重状態で得られた初動の振幅値

Aoで除したA/Aoの値を振幅比と名づ、け、これを用いて振幅減衰の変化を表わす指標とした.

また、岩石供試体の弾性被伝播特性を測定する際、従来から用いられてきた方法では、振動

子を岩石供試体の側面に一定圧力で押し付けていたため、岩石を加圧するにつれて振動子と岩

石供試体との接触状態が変化するおそれがあった。そこで、著者の実験では、発掘子及び受振

子と岩石供試体との接触状態を一定に保つため、発振子及び受振子を岩石供試体側面に直接接

着剤を用いて接着した。なお、予備実験により、岩石に荷重が加えられた際、どのような応力

状態においても発振子及び受振子と岩石聞との按触状態及び波動の伝達状況が一定に保たれる

ことを確かめた上で、本実験を行った。

3. 2. 2 発振子及び受振子

弾性披の振幅減衰を測定する為の発振子としては、単一の周波数成分をもった波動を供試体

内に送りこむことができるものが望ましい。また、発振子及び受振子はいずれも供試体に接着

して用いることから、高価なものは使い難い。 Rykunov等4)は立方体形状の振動子の特

性を調べ、このような振動子を用いれば、ほぽ単一の周波数成分をもった波動を簡単に発生さ

せうることを報告している。そこで、著者は、岩石供試体内に既知の単一周波数のP波を送り

込み、その伝播特性老調べる目的で、立方体形状のPZTを発振子及び受振子として用いた。

また、岩石供試体の破嬢の進展に伴う振幅減衰が送り込むその波動の周波数にどの程度依存す
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るかを調べる実験においては、大きさの異なるく共振

周波数の異なる〉いくつかの立方体形状のPZTを用

いた。なお、その際用いたPZTの寸法及び共振周疲

教は、それぞれ4X4X4mm(390kHz) • 5X5X5m 

m (310kHz) • 7X7X7mm (230kHz) • lOXI0Xl 

Omm 050kHz)である。 Fig.II. 3.1にアル

ミニウム板 (6X6X12c m)を供試体としてこれらの

PZTの較正実験を行った際に得られた受振波形を示

す。この図より、大きさの異なる立方体形状のPZT

を発振子及び受振子として用いることにより、そのP

ZTの大きさによって定まるほぽ単一の周波数成分を

もったP披が供試体内に送りこまれることがわかる。

3. 3 実職結果及び振幅滅衰についての考察

fig. II .3.1 測定波形

Resor唱 nce
freque問 y

390 kHz 

(4x""4mml 

OkHz 
xSxSnvn) 

230 kHz 
(7.1"苫潤明}

150kHz 
{自由岨附叫

実験結果の一例として、中粒花園岩 (KG 1)及び砂岩 (MS1)について得られた振幅比

A/Ao.伝播速度比CL/CLO・非弾性体積ひずみε1・AE発生頻度dN/dσのそれぞれ

と応力σとの関係を、 Fi g. II. 3. 2及びFi g. II. 3. 3に示す。ここで、伝播速度

比CL/CLOとは、振幅比A/Aoと同様に、任意の応力状態で得られたP波の伝播速度CLを、

無荷重状態で得られたP波の伝播速度CLOで除した値である。また、 AE発生頻度dN/dσ 

は、最大振幅が50dBで30mV以上のAEについて計数されたものであるo Fig. II. 3. 

2及びFi g. II. 3. 3より、いずれの岩石においても、 AE発生頻度及び非弾性体積ひず

みの増大に対応して振幅比及び伝播速度比が低下することが認められる。特に振幅比の低下は

伝播速度比の低下にくらべて急激であることがわかる。一方、 AEの発生頻度は岩石内に発生

ずるマイクロフラクチャーの発生頻度を示し、非弾性体積ひずみはマイクロフラクチャーによ

って発生したクラックによる供試体の体積増分を表わすと考えられ、さらに、伝播速度比もマ

イクロフラクチャーによって発生したクラ、ソクによる供試体の有効弾性率の低下に対応すると

考えられる.また、 AE発生頻度や非弾性体積ひずみの増大は、岩石中にクラックが集積し、

破壊が進展していることを意味する。したがって、これらのことをあわせ考えると、上記の実

験結果は、岩石中に破壊が進展するにつれてその中を伝播する弾性披の振幅は著しく減衰し、
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その減衰の傾向は伝播速度の低下の傾向に比べて顕著であることがわかる。

CLI CLO 

ーーーーーー0-ーーーー- 0 -一一一。ーーー。ーー。ーー』ー
1.0、。 一 一一一 一一--0'0 

o I・--・....1 ~ 

υ ・ー . 
- I ーー一・、 AI A。
d 、・~・、

• 

/ 
Ei/A 

/A 

x /
A 

Ddυ

』コ
υ

Q5 
o 

《

《

‘ I 151 
Q5トF

~ I昼、 I .. . -<1: 1-

F
2
 

4
M
 

KG1 

~ QO 

':;--2000 
E 
u 

c 
〉、

.;p 
O 
K 
αコ

色1∞o
b 
旬、、
z 
司

。l

7に、中粒花園岩 (KG2).細粒花園岩3. n. n. 3. 4 --F .i g. 次に、 Fi g. 

(0 G 1) .砂岩 (MS2) .及び凝灰岩 (0T 1)について、横変形速度を一定値に制御し

て行った一軸圧縮試験の結果を示す。これらの図には、振幅比A/Ao.伝播速度比CL/CLO・

b 値及び荷重のそれぞれと横変形量との関AE発生頻度dN/dt、非弾性体積ひずみε!• 

係を示した。また、 AE発生頻度としては最大振幅が50dB増幅で246mV以上のAEについ

て示してある。 b値とは、前章でも示したようにAEの規模別発生頻度分布を論ずる場合に用

いられている 1つのパラメータであって、地震学で用いられているGutenberg-Richterの式log

〈ここで、 N伽;マグニチュードM以上の地震の発生数.M;マグニN (M) = a -b 10gM 

N (M)を最大振幅M以b 定数)をAE現象に適用し、 MをAEの最大振幅，a. チュ}ド.

b 値の大小はAEの規模と発生頻上のAEの発生数として求めた定数bである。したがって、

b値が小さいときは相対的に大きなAE現象が多く起ったことを意度との関係を表しており、

昧している。本研究では、各応力区間ごとに発生したAEについて、それぞれAEの最大振幅
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(パルスハイトアナライザーの設定電圧〉とその振幅以上のAEの発生数とを両対数紙上にプ

ロットし、その傾きから b値を求めた。しかし、凝灰岩については、 AEの発生教が少なかっ

たため、このような手法でb値を求めることができなかった。

さて、地震学においては、大規模な地震の前に発生する地震群のそれぞれについてb値を求

めると、大規模な地震に近づくにつれてb値が低下することが知られている5)。また、岩石に

おいても、岩石供試体の主破壊の発生に先だってb値が低下すると報告されているか。 Fi g. 

D. 3. 4-F i g. D. 3. 6においても、供試

体の横変形量の増大に伴ってb値が低下する現象が

認められる。横変形量の増大は、供試体内にマイク

ロフラクチャーが集積して供試体が破壊に近付きつ

つあることを意味するものであるから、この実験結

果からも、岩石中に破壊が進展するにつれてb値が

低下することを確かめ得たことになる。

以上に述べたことを総合して考えると、 Fi g. 

D. 3. 4-F i g. D. 3. 7の縦軸に示した諸

量は岩石中に生ずる破壊と密接な関係をもっパラメ

ータであって、これらのパラメータが破壊の進展に

伴ってどのように変化するかがこれらの図には明瞭

に示されている。すなわち、岩石中に生ずる破壊の

進展に伴い、 AE発生頻度及び非弾性体積ひずみは

増大し、またAEの規模別発生頻度分布を表わす b

値は低下し、弾性披の伝播速度及び伝播する波動の

振幅値は低下することになる。そして、これらの現

象は岩石内に発生するマイクロフラクチャーに起因

していると考えられる.また、先にも述べたように

、測定したすべての岩石において破壊の進展に伴う

振幅比の低下は伝播速度の低下にくらべて著しい。

このことをさらに明確にするため、中粒花闘岩、細

粒花嵐岩、砂岩、凝灰岩及び後述する粗粒大理石に

ついて求めた伝播速度比及び振幅比と非弾性体積ひ
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ずみとの関係をFi g. II. 3. 8に示した。 Fig.II. 3. 8に示したA/Ad(・印〉

及びCL/CLd(0印〉は、ダイラタンシー開始点でのA/Ao及びCL/CLOの値を基準にと

り、他の状態におけるA/Ao及びCL/CLOをこれらの基準値との比として表したものである。

なお、同様な表現は以下においても用いることにする。 Fi g. II. 3. 8より、非弾性体積

ひずみの増大に伴う振幅比の低下率は伝播速度比のそれの3-10倍であることがわかる。ま

た、 Fi g. II. 3. 2-F i g. II. 3. 8から明らかなように、砂岩及び凝灰岩と花園岩

とでは振幅比の低下の傾向が異なっているが、この問題については後に3.5節において考察

することにする。

3. 4 振幅比の周波数依存性

前節において、岩石内を伝播する弾性被の振幅減衰が岩石の破壊の進展と密接な関係がある

ことを述べた。そこで、次に、振幅が減衰する状態が伝播する波動の周波数によってどのよう

に変化するかについて検討した。

中粒花園岩 (KG3).砂岩 (MS3) ，粗粒大理石 (CM1)及び細粒大理石 (FM1) 

を供試体として一軸圧縮剛性試験を行い、その際、 4種類の発振子を用いて周波数の異なる波

動を供試体内に送り込み、伝播する波動の振幅比の変化と比応力との関係を調べた。なお、前

節までに示した実験では、受振子の出力をトランジヱントレコーダに記憶させ、その波形をX

-Tレコーダ上に記録しているが、この実験では、トランジェントレコーダの出力をシンクロ

スコープに入力し、写真撮影を行っている。したがって、写真上から波形の振幅を読み取って

いるため、振幅読み取りの誤差が若干大きくなっている可能性がある。得られた結果をFi g. 

II. 3. 9-F i g. II. 3. 12に示す。ただし、 Fig.II. 3.12に示した細粒大理

石の場合は、あらかじめ設定した試験棋の最大荷重まで荷重を加えても供試体が破壊しなかっ

たため、一度除荷した後、設定最大荷重を変えて再び載荷して供試体を破壊に至らしめた。

Fig. II. 3.12において、比応力90%以上では 1回目の載荷の場合得られた振幅比と 2

回目の載荷で得られた振幅比とを区別して表わしているが、比応力90%以下ではそれぞれの値

にほとんど差が認められなかったため 1回目の載荷の場合のみを示している。

きて、 Fi g. II. 3. 9より、中粒花園岩の場合には、最大応力の50%付近から振幅比が

低下しており、かつ低下の割合は周波数の高い波動ほど急激で、周波数の低い波動ほどゆるや

かな傾向を示している。砂岩の場合には、破壊の進展に伴う振幅比の低下率が小さいため、
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Fig. n. 3.10の結果のみから振 1.0 

幅比の周波数依存性を調べることは難し

いが、中粒花園岩について認められた傾
司

向と矛盾する傾向は認められない。またミ

、Fig.n. 3.11に示した粗粒大

理石の場合にも、振幅比は最大応力の50

.5 

.05L 

%付近から低下しており、特に、 390kH 0 

1.0 ..... 

《 .85 

.8 

o 

KG3 
{; 

d‘ {; 

ー
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Fig.n.3.13 周波数の異なる4種の波動
の振幅比A/Adと非弾性体積ひずみε:
との関係(中粒花闘岩KG3)
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Ei 

Zの周波数をもっ波動の振幅比は比応力

が60%を過ぎた付近から急激に低下して

いる。このような振幅比の周波数依存性

は、 Fig.n. 3.12に示した細粒

大理石の場合にも顕著に認められる。特

に、細粒大理石の場合には、破壊荷重の

ほぼ90%以上からpostfai lure領域にお

いて振幅比が急激に低下しているが、こ

のような現象は、他の研究者により実施

された実験においても認められているお

。このことは、第E部第 1章において述

べたように、細粒大理石は破壊に際して

他の岩石とは異なった特徴的な挙動を示

Fig. n .3.14 周波数の異なる4種の波動
の振幅比A/Adと非弾性体積ひずみム
との関係(砂岩MS3)

すことと関係があると思われる。また、粗粒大理石と細粒大理石では、振幅比の変化する傾向

が顕著に異なるが、これも、第E部第 1章に示したAE発生頻度特性の両者の差異を考えれば

妥当なものである。なお、大理石の変形破壊特性は一般的な珪酸塩岩石とは顕著に異なるため、

大理石に関する考察はここでとどめ、以下では、中粒花園岩及び砂岩についての実験結果を対

象として考察を行うことにする。

F i g. n. 3. 9及びFig.n. 3.10に示した中粒花園岩と砂岩の結果について非

弾性体積ひずみと振幅比A/Adの関係をもとめたものをFig.n. 3.13及びFi g. 

n. 3. 14に示す。 Fi g・n.3. 13より中粒花園岩では非弾性体積ひずみの増大に伴

って振幅比は低下しており、かっ、低下の傾向は周波数の高い波動ほど急激であり、周波数の

低い波動ほどゆるやかであることがわかる。 Fig.n. 3.14に示した砂岩の場合につい
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ても、花闘告の場合碍顕著ではないが、ぽ碕同様な振幅比の周波数依存性が認められるものと

思われる。

ここで、今同実験の対象とした破動の周減数範囲は150k H z....... 390 k Hzであり、これは波長に

t換算すれば大略 1-3cmの範囲となる。また、著者は本研究とは別に、マイクロフラクチャ

ーによって発生するクラックの大きさをAEの疲形解析により推定している7)。そして、今回

実験に用いたものと同種の申粒花園岩及び砂岩で比較的大きなAEを対象とした場合に、マイ

クロフラクチャーによって発生するクラ、ソタの長さはそれぞれ大略 1.......5mm及び 1.......3mm程

度であると推定した。この結果をもとにすれば、今回の実験の範囲では、伝播する波動の波長

はマイクロフラクチャーによって発生するクラックの長さの大略2倍以上であることになる。

さらに、測定した振幅比A/Aoは、使用した発撮子及び受振子の特性を考慮すれば、ほぼ単

一の周波数成分をもっ波動についての振幅比を表わしているものと考えられる。したがって、

このような条件下では、振幅比A/Aoは披動の伝播定教を用いて近似的に式 (II.3. 1) 

で表わされることが推察される8)。

A/An= exp [ー(πfd/CLnQn) {(CL/CLO)ーI(Q/QO)-l-1} ] (II. 3. 1) 

ただし、 f:伝播する波動の周減数 d 伝播距離. CL. Q 載荷変形状態にある供試体の

P波伝播速度及びQ値. CLn. Qn 無載荷状態での供試体のP波伝播速度及びQ値である。

すなわち、実験によって得られた岩石の破壊の進展に伴う振幅比の低下は (II.3. 1)式に

おける(CL/CLO)(Q/QO)の値が減少したことを示していると言いかえられる。なお、 (II. 

3. 1)式中のCLO及tfQnをダイラタンシー開始点におけるP波伝播速度CLd及びQ値Qdに

置換えれば (II.3. 1)式はA/Adを与えることになるであろう。したがって、(CL/CLO

)(Q/QO)の変化(もしくは、 (CL/CLd)(Q/Qd)の変化〉が周波数に依存しないと考えた

場合には、 A/Aη 〈もしくは、 A/Ad)は (II.3. 1)式に示されるように片対数グラフ

上で周波数fに依存した傾きをもっと考えられる。 Fig.II. 3.13及びFig.II. 3. 

14の図中に示した直線は f=150kHzの波動について得られたIn(A/Ad)のL に対する傾

きを基準として、その基準値の 1倍 (150/150) • 1.53倍 (230/150) • 2.07倍 (310/150)

及び2.6倍 (390/150)の傾きをもっ直線で、 (II. 3. 1)式から予想される各周波数の波

動についてのA/Adの変化を示している。図より、中粒花園岩では、実験結果はこれらの直

線群にほぼ一致することが認められるが、砂岩ではこの関係は明瞭でない。砂岩の場合には、
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振幅の変化が小さいため、実験値に振幅の読み取り誤差の影響が現われてきているのかもしれ

ない。しかし、砂岩の結果も、中粒花園岩で得られた傾向と矛盾する傾向は認められないもの

と思われる。したがって、 A/A~の周波数依存性は (11. 3. 1)式でほぼ近似されると考

えてもよいであろう。

3. 5 岩石内に発生するクラックの性状と波動減衰特性の関係

一般に披動の減衰特性を表わすQ値は (11.3. 2)式で定義される8)。

Q-1 = (1/2π) (ムW/W) (11. 3. 2) 

ここで、 W:1応力周期の聞に材料肉に貯えられる最大のひずみエネルギー.!::.W: 1応力周

期の聞に材料内で消費される披動エネルギーである。したがって、加圧下における岩石のQ値

は (11.3. 3)式で表わされるであろう。

Q-1 = (112π) (ムWn+ムWl+ムWεi)/W  

= QO-1 +ム Qt-1+ムQε71 (11. 3. 3) 

ここで、 !::.Wo. QO-1 :無載荷状態で 1応力周期の間に消費される波動エネルギー及びそれに

もとづく Q-lの値.ムWt.ムQt-1: J載荷に伴うクラックの間合現象等、破壊以外の現象に関

係した波動エネルギーの消費及びそれにもとづく Q-1の値の増分.ムWε けムQε-1 非弾

性体積ひずみの増大〈クラックの発生〉による波動エネルギーの消費及びそれにもとづく Q-l

の値の増分である。また、ダイラタンシー開始点以上の応力では、ム Qt-1の値は応力に無関

係に一定となり、 Qn-1+d.Ql-1=Qd-1(Qd-1;ダイラタンシー開始点でのQ-1の値〉と表

されるものと仮定すると、ムQε-1は (11.3. 4)式で表わされることになる。

d.Q ε~1=Q-1_Qd-l (11. 3. 4) 

以上の仮定のもとに、実験により求められた振幅比A/Aoを (11.3. 1)式に代入して各

応力段階における Q-lの値及び夕、イラタンシー開始点における Qd-1の値を求め、それらの値
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いて求められたAQε「1と非弾性体 Aspect ratio相当値αとkoの関係

積ひずみεiとの関係をFi g. s. 

3. 15に示す.この図から、非弾性体積ひずみの増大に伴うムQε -1の変化と伝播する波

動の周波数の聞には明瞭な関係は認められないことがわかる.したがって、今回測定した周波

数範囲ではAQ g 1-1は伝播する波動の周波数には依存しないものと思われる.そこで、以下

では、すべて390kHzの波動の振幅比から求められたAQεi-1の値について検討を行った。

実験に用いた4種類の岩石 (KG1.0G 1.MS 1.0T 1)について求められたムQムー1

及びCL/CLdと非弾性体積ひずみとの関係をFi g. s. 3. 16 (a)， (b). (c) 

及び (d)に示す。 Fig.s. 3.16より、ここに示した4種類の岩石のいずれにおいて

も、非弾性体積ひずみεiの増大に伴ってムQg ¥-1が増大し、 CL/CLdが低下していること

が認められ、特にCL/CLdの値の低下が著しい岩石ほどA Qg ¥-1の増加率が大きいことがわ

かる。

前節において岩石の破壊の進展に伴う CL/CLdの低下率は岩石内に発生するクラックのAsp

ect ratioに大きく依存し、クラックのAspectratioが小さいほどCL/CLdの低下率が大きく

なることを示した。したがって、これらの結果から岩石の破壊の進展に伴う AQg，-1の増加

率は岩石内に発生・伸長するクラックのAspectratioに関係していると類推することができる。

そこで、この関係を明確にするため、前章で述べた解析法により求められたクラックのAspect

ratio相当値αと、 εiの増大に伴うAQ g 1-1の増加率kQとの関係をFig.s. 3.17 

に示す。ここで、 koの値はFig.s. 3.16においてL とムQg 1-1の関係がほぼ直線
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である範囲について求めた直線〈図中実線で示しである)の傾きを示している。 Fi g. ll. 

3. 17より、データのばらつきはあるが、 αとkQの聞にはほぼ負の相聞が認められる。こ

の結果は岩石内に発生するクラックのAspectratioが小さい程、 ε1の増大に伴うムQεs-lの

増加率が大きいことを示している。また、 Aspectratioの小さなクラックとはその体積に比べ

て表面積が大きなクラックであると考えられることから、岩石の破壊の進展に伴う Q-1の値の

変化は、岩石内に発生するクラックの表面積の大小に関係していると考えることもできる。

3. 6 鉱柱監視法への応用性

本章第3節において、岩石内の破壊の進展状態と披動の伝播速度及び振幅減衰、非弾性体積

ひずみ、 AE発生頻度、 AE規模別発生頻度分布 (b値〉等の諸量との関係を検討し、これら

の諸量が岩石内の破壊進展状態と密接な関係をもつことを示した。

これらの諸量のうち弾性波伝播速度やAEについては、すでに岩盤計測への応用がなされて

いる。また、非弾性体積ひずみの岩盤計i聞は例をみないが、岩盤内の応力と変形の同時計測は

それに対応した諸量を検出するためのものであると考えることもできる。

波動の振幅減衰をt制定する方法は岩盤計測法として未だ例をみないが、岩盤内に一定の振幅

をもった波動を投射することができれば、計測そのものは比較的簡単である。また振幅の変化

は破壊の進層に敏感に対応するパラメータの 1つであるから、岩盤内を伝播する波動の振幅減

衰を計測することにより、その変化状態から岩盤の破壊進層状態を高い感度で検出しうるもの

と思われる。この考えに基づき、次章では、弾性波の振幅減衰特性を利用して鉱柱及び岩盤内

の破壊の進展状態を検出する方法について検討し、その実用性について考察する。

3. 7 結菅

本章においては、岩石の破壊の進展に伴う弾性波の振幅減衰について種々の観点から検討を

行った。すなわち、各種の岩石供試体について一軸圧縮剛性試験を実施して、弾性波伝播速度

及びその初動振幅値、非弾性体積ひずみ、 AE発生頻度及びAE規模別発生頻度分布等の諸量

を求め、これらの諸量聞の関係を検討した。得られた結果をまとめると次のようである。

(1) 岩石内に破壊が進展するに伴い、岩石肉を伝播するP波の伝播速度及びその初動振幅は

低下する。特に、初動の振幅の変化は伝播速度の変化に比べて岩石の破壊の進展に敏感に対応
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することを確かめた。

(2) 岩石の破壊の進展状態を示唆する種々のパラメータとして岩石内を伝播する弾性披の伝

播速度及び振幅減衰、非弾性体積ひずみ、 AE発生頻度、 AE規模別発生頻度分布等の諸量を

取りあげ、実験結果をもとにしてこれらの諸量と破壊進展状態との対応性について種々の観点

から検討した結果、これらのパラメータはいずれも岩石中に生ずる破壊の進展状態によく対応

した変化を示すことが確かめられ、鉱柱監視法を検討する上での有用な資料が得られた。

(3) 岩石中を伝播する波動の周波数が高い程、岩石の破壊の進展に伴う P波の振幅減衰の変

化は大きくなることを実験的に明らかにした。また、岩石の破壊の進展に伴う Q値の変化と伝

播する披動の周波数との関係を検討し、制定した周波数範囲内では破壊の進展に伴う Q値の変

化は周波数に依存しないことを確かめた。

(4) 種々の岩石について破壊の進展に伴う Q値の変化を解析し、破壊の進展に伴って波動エ

ネルギーの損失率は増大するが、その程度はマイクロフラクチャーによって生ずるクラックの

Aspect ratioと関係していることを明らかにした。

(5) 鉱柱及び岩盤内に生じているいたみの進行状態を検出するための一手法として弾性被の

振幅減衰を利用する方法を考え、その可能性を指摘した。
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第4章弾性波伝播特性を利用した鉱柱の安定性監視法 J)

4. 1 緒言

鉱柱や空洞周囲の岩盤の安定性監視法としては、光弾性セルや圧力セルを用いて岩盤内の応

力変化をt制定する方法む、変位計や傾斜計を用いて岩盤の変形量的制定する方法31が広く用い

られている。しかしながら、これらの方法により求められる糊定量は、岩盤内に生じた応力変

化や変形量であり、岩盤肉の破壊の進展状態、すなわち、岩盤内のき裂の発生及び集積状態を

直接的に表現するものではない。したがって、岩盤内に生じているき裂の集積状態を何らかの

手法で検出することができれば、鉱柱や岩盤の安定性の監視を行う上で極めて有益であると考

えられる。

著者は第2章及び第3章に示したように、岩石供試体を用いて供試体の破壊の進展に伴う弾

性波伝播特性の変化に関する一連の研究を行ってきた。そして、岩石の破壊の進展に伴って岩

石内を伝播する弾性披の伝播特性が変化することを確かめた。特に、振幅の変化は伝播速度の

変化に比べて岩石内の破壊進展状態に敏感に応答することを明らかにし、弾性被の伝播特性を

利用して鉱柱及び岩盤の監視を行う場合には振幅減衰の変化を利用する方法が有利であること

を指摘した。

一方、原位置において日常的に枝動の振幅減衰特性を計測するためには、その計糊システム

や計測方法は簡便であることが望まれる。したがって、振幅減衰を利用する方法を岩盤監視法

として用いるためには、現場において簡便な手法で計測できる振幅減衰の指標値を定める必要

があると思われる。

本章では、上記の点を考慮して、弾性波の振幅減衰特性を利用した鉱柱の安定性の評価法に

関する機討を行う。具体的には、まず、岩石供試体実験の結果を岩盤に適用する際の問題点に

ついて横討を加え、次に、神岡鉱山で実施した原位置試験の結果について述べる。そして、そ

れらの成果をもとにして弾性波伝播特性を利用した簡便な鉱柱監視システムを提案する。

4. 2 岩石供試体と岩盤との対応関係

4. 2. 1 岩盤肉のいたみの進行状態

142 



まず、第2章及び第3章において詳述した岩石供試体に対する実験の成果を原位置岩盤に適

用する際の問題点について考察する。

一般に岩石は、マイクロフラクチャーによって発生したクラックの集積により破壊に至ると

説明されている。したがって、岩石供試体における破壊の進展状態は、マイクロフラクチャー

によって発生し、伸長したクラックの集積状態によって規定することができる。また、クラッ

クの規模は異なるが、地震などに見られる地殻の破壊現象も同様にして説明されている。一方、

岩盤においても、例えば、岩盤肉に空洞を開削した場合にしばしば認められる側壁のはらみだ

し現象が、たんなる弾性変形では説明できないことや、破壊音 (rocknoise)が観測されるこ

と等4)・5)を考えあわせれば、岩石供試体における場合と同様に、内部に発生し伸長するクラ

ツクが岩盤のいたみの主因をなしていると考えることができる。したがって、岩盤においても、

そのいたみの進行状態は、内部に発生し伸長したクラックの集積状態として表されると考える

ことができる。

なお、第3章では岩石の破壊の進展に伴って岩石内を伝播する弾性被の振幅が低下すること

を示したが、この実験で対象としたクラックの長さ rと伝播する波動の波長入との比r/入の

値は大略0.5以下であると推察された。また、測線距離、すなわち、発掘子及び受振子聞の距

離は6cmであり、 i割線距離dと波長入との比d/入の値は大略2-6であった。そして、この様

な条件下で、振幅比は(II.3. 1)式で大略近似されるであろうことを示した。ここで、

(ll. 3. 1)式はd/入を用いて書換えると (ll.4. 1)式となる。

A/Ao= exp[ー(π/Qo)(dlλ){(CL/CLO)ー1(Q/Qo)ー1_1 }] (ll. 4. 1) 

ここで、 CLO. QO:無載荷状態における岩石のP波伝播速度及びQ値、 CL. Q'破壊進行状

態における岩石のP波伝播速度及びQ値、であるが、特に、 CLO及びQoは測定開始時点にお

けるP波伝播速度及びQ値の初期値であると考えることもできる。なお、 (ll. 4. 1)式中

のQo、Q/Qn、CL/CLO及ひ、dlλと前述した r/λ はすべて無次元量である。また、 2.4

節及び3.5節に示した考察の結果によれば、岩石の破壊の進展に伴う伝播速度及びQ値の変

化は岩石内に発生するクラックの量とその形状に関係するものと考えられる。ここで、発生す

るクラックの量及びその形状は非弾性体積ひずみι及びクラックのAspectratio αにより表

されるが、これらの諸量もまた無次元量である。したがって、岩石及び岩盤の破壊進行状態が

共に内部に発生し伸長したクラックの集積状態として表され、岩石と岩盤との聞に破壊機構の
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相似率が成り立つものと仮定すれば.、これらの無次元量の関係によって岩石と岩盤のそれぞれ

の場合の振幅比の値を比較することが可能となるであろう.ここで、 Q。、 Q/Qo、CL/CLO、

r/入、 ε1及び、αは岩石及び岩盤の性状と破壊進行状態に密接に関係するパラメータであると

考えられるが、 d/Aは測定方法に関係するパラメータであるためその値の設定には注意を要

する。

また、岩石供試体に対する実験においては供試体を構成している岩石の種類は 1種類である

が、原位置岩盤ではその構成は複雑で、数種類の岩石によって構成されている場合も多い。し

かし、岩石の種類にかかわらず、破壊の進展に伴う振幅減衰の変化が認められたこと、及び、

本手法は振幅減衰の変化量のみを計測することから、これら岩盤の地質状態にはさほど依存し

ないものと考えられる。

4.2.2 含有水の影響

岩石供試体を対象とする実験はすべて乾燥状態の供試体を用いて行ったが、実際の原位置岩

盤は地下水により含水している場合が多い。したがって、岩盤が含水している場合には、岩盤

内に発生し伸長したき裂内にも地下水が流入してくることが予想されるため、岩盤の含水状態

が振幅の値に及ぼす影響についてあらかじめ検討しておく必要がある。 以下では、特に、き

裂の長さに比較して伝播する波動の波長が充分大きな場合についてこの問題を考えることにす

る。

岩石内を伝播する弾性波の伝播速度は、岩石肉にクラックが発生した場合には低下するが、

その後、発生したクラック肉に氷が涜入すると再び増大し、ほぼ、初期の値に近付くことが知

られている印。この傾向は、第2章のFi g. ll. 2. 6からも読み取ることができる.また、

前章に示した検討において、破壊の進行に伴う振幅減衰の変化は伝播速度の変化と Q値の変化

の両者に関係することを示した。そこで、岩盤の含水状態によって振幅の値がど‘の様に変化す

るものかを検討するために、 Table.ll. 1. 1に示した岩石のうち頁岩を除く 11種類

の岩石について15mmφX(8......15) c mの棒状供試体を作成し含有水が弾性波伝播特性に及

ぼす影響を検討した。実験は自由振動法7)・8)により行い、平面波速度 (barveloci ty) C b及

びそれに対応する Q値を求めた。 Table.ll. 4.1は供試体の乾燥状態と含水状態にお

ける平面波速度Cbとそれに対応するQの値を示したものである。なお、 Table.ll. 4. 

1には測定対象とした周波数範囲を併記している。ここで、 1次元媒質中を伝播する波動の振

幅はexp(ーπfd/CbQ)に比例して減衰することから、周波数f及び伝播距離dが一定で
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Table. 11 .4.1 各岩石の平面波速度Cb及びQ値

Kind of R，叫寸iS剛 l
If叩巳附

(H2) 

Medium grained I K G I 12-14 
granite 2-3 

I・e・....-.ーー..-...・e・-・，司.......ーーー.---・._...ーーー..........ー・...・...‘・・‘...・ー.---.-ー

fine grained OG 14-20 
granite 3-6 

........四回目白四日H ・H ・H ・........四・』叫目..-..・......_..............-・・・日

Basalt B 15-22 
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Ory ¥later saturated 

Cb Q frequency Cb Q 
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日目_...............--..........l.......................t....-.__.-.............._.........~.............................~_..__..................._..-.t..............--...................~...........................-.~

4-5 38.7 
16-19 
4-5 

3.09 13.8 
14.5 

Coarse grained 
sandstone 

CS 

Tuff 1 OT 7-11 
1-3 

2.32 51.5 
80.3 

6-10 
1-3 

1.99 10.7 
9.2 

Tuff 11 KT 9-13 
1-4 

3.10 61 
72 

10-16 
2-5 

2.66 16.6 
14.6 

ト目

Tuff m 1 T 9-13 : 2.92 
1-4 

87 
82 

8-11 
1-3 

2.47 30.5 
22.3 

_........................................_..1....-.__ ‘ 回目 ..........・ 白 ‘ ・・ 9 目0--" “ 1-.....-・_.................................._.......... 。 ・・・ ・....・9 制

fine grained 1 FM 1 15-17 5.03 290 15-20 4.93 ・ 91
marble 一一 : ー一 一一 2-4 一一 22.3 

Coarse grained I CM I 15-17 4.41 101 16-24 5.07 82 
marble 3-7 一一 125 3-8 一一 73 

ある場合には振幅減衰の程度はCbとQとの積の値に関係することになる。そこで、表に示し

た測定結果を用いて、各岩石の乾燥状態及び含氷飽和状態における CbとQとの積の値を求め、

その結果をTable.II.4.2に示す。 Tab1 e. 11.4.2より、岩石内の空隙が水

で満たされることにより、 Cb.Qの値が低下し振幅の減衰が顕著となることがわかる。この

傾向は平面波について得られたものであるが他の弾性疲についても同様な傾向が得られるもの

と考えることに無理はないものと思われるω。したがって、岩盤内に発生し伸長したき裂の長

さに比べて伝播する波動の波長が充分大きな場合を考えると、き裂内に地下水が涜入し岩盤が

含水状態となった場合には地下水の涜入がない場合以上に弾性波の振幅の低下量が大きくなり、

岩盤肉のいたみの進展に振幅減衰の変化がより敏感に対応することが予想される。この関係を

模式的に示したものがFi g. 11. 4. 1である。 Fi g. 11. 4. 1に示すように、含水に
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Table. I1.4.2 含水による Ct.Qの変化

Cb. Q (k剛/s)
Ki nd of Rock 

Dry Water 
saturated 

Med iu・grained 44.1-49.9 
granite 

A 

円ediu・grained I M S 
sandstone 

104-117 25.6-27.。

ω

Q

C

 

Fine grained I 0 G I 133-163 60.8-69.6 
grani te _ I 

Basalt B 1570-1600 460-695 

。 RhyoI i te 276斗94 157-164 

Coarse gra i ned I C S 
sandstone 

25.6-27.。
Tuff 1 OT 119-186 18.3-21.3 

き裂の発生 地下水の涜入 Time

Tuff n KT 189-223 38.7-44.2 

Fine grained 
.arble 

FM 1460土? 439-449 

Fig. I1.4.1 振幅変化の模式図
A:振幅.Q: Q値

C 伝播速度

Tuff m 1 T 241-254 55.1-75.3 

Coarse grained I CM I 445-551 370-416 
.arble 

対して、振幅と伝播速度は逆の応答を示すことから、このような場合には、振幅と伝播速度の

両者を計測することによりき裂の発生とともに岩盤の含水状態の変化を検出することが可能で

あるものと思われる。

4.3 現場実験

4. 3. 1 実蛾現場の概要

現場実験は岐車県吉城郡神岡町、三井金属鉱業株式会社、神岡鉱業所栃洞坑83乙における

鉱柱を対象として 1978年3月から 7月にかけて実施した。

実験現場の坑内平面図をFig.II. 4.2に示す。実験現場附近の岩盤は飛騨片麻岩で、

附近には2つの断層が存在している。図中にAと印した地点は坑道を開削したところ、天盤の

崩壊が激しく、埋め戻しを行った旧坑道である。また、この附近の天盤上部のかぶり厚さは約

100mである。実験の対象とした岩盤はFi g. II. 4. 2 (a)に点線で示した範囲内の

2つの坑道に挟まれた半島状の鉱柱部分であり、岩盤内にき裂が進行しつつあると考えられる

場所である。実際、肉眼でも坑道分岐点附近の坑壁には浮き石が多く認められ、実験期間中に

おいても新しい浮き石がかなり発生したので、鉱柱内部の岩盤内にもかなりき裂が進行してい
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Fig. 11 .4.2 測定地点の平面図

(a)測定地点の坑内図，

(b)発振点及び受振点の配置

(b) o 

九/

ミ
5 

るものと推察された。また、岩盤の亀裂にそって若干の湧水が見られたが、実験期間中、その

量に変化はなかった。したがって、岩盤の含水状態はほぼ一定であり、測定された弾性波伝播

特性の変化には含水率の変化の影響は含まれていないものと推察された。

4. 3. 2 実験方法

現場実験における発振点と受振点の位置はFi g. 11. 4. 2 (b)に示すとおりであり、

EI-E9は発振点、 Rは受振点を示している。発振点としては、岩盤表面で浮き石でない場

所を選び、直径約30cmの範囲の岩盤表面をSchmidtRock Hammer (以下SRHと略す〉を

用いて打撃して弾性疲を発生させた。とくに、 E2とE6及びE3とE5の発振点はそれぞれ

受振点のボアホール軸に対して対称的な位置関係にあるよう留意して設定した。受振点は発振

点EI-E7に対して鉱柱の背面になる壁面に探さ 1mのボアホールを描削し、その孔底に接

着剤を用いて圧電型加速度計を固定した。発振点については、実験期間中、表面が浮き石とな

っていないかどうかを常に確かめて実験を繰り返した。

この様な実験方式で岩盤内を伝播する弾性被の振幅の変化を計糊するためには、岩盤内に常
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に一定の波動を送りこむこと

のできる発振装置が必要とな Receiver

る。本実験ではこの条件を満

たす発振装置としてSRHを

採用し、予備実験により SR

Hで岩盤表面を打撃した場合

に岩盤内に投射される弾性波

Data recorder 

Fig. n .4.3 計測装置
山口

の波形には再現性があり、また、打撃時の反発係数 (R値〉がほぼ一定の場合には投射される

波動の振幅値もほぼ一定であることを確かめた。したがって、 Rの値としてある一定の髄を設

定し、そのR値に対応して測定された振幅値のデータをその伝播経路における振幅値のデータ

として採用した。このようにして得られる振幅値のデータの変動係数は596以下であり、また

受振波形の卓越周披数は 1-10kHzであった。実験に際しては、発振点をSRHで打撃し、

受振点において岩盤内を伝播してきた波動の振幅値〈初動振幅値及び最大振幅値〉及びP波伝

播速度を計測した。現場実験に用いた測定系統をFig.n. 4.3に示す。最大振幅値の計

測では、受振子の出力を増幅器.フィルターを通した後、ピークホールド回路を用いて得られ

た信号の最大振幅値をホールドし、その{直を直涜電圧計を用いて読みとった。また、増幅器の

出力信号を並列接続しであるデ}タレコーダを用いて記録し、その記録から初動及び最大の振

幅値を読みとった。伝播速度については、発振点にトリガー用の受振子を設置しておき、トリ

ガー信号と伝播してきた波動とを2要素のデータレコーダに記録し、それらの到着時間差をも

とめ、その値と伝播距離とから計算によって求めた。このようにして、岩盤内を伝播する初動

振幅値，最大振幅値及びP波伝播速度を求めた。なお、この実験では測線距離と波長の関係を

表す無次元パラメータ d/入の値は4-14であった。また、以下ではそれぞれの発振点に対応す

る伝播経路をEi -R (i発振点番号〉として表わすことにする。

4. 3. 3 減衰指標値

振幅減衰の指標値としては、 P波の初動振幅値Ar，波形の最大振幅値Am及び一定のレベル

以上の振幅をもっ波の数Nwに着目した。また、岩盤内の波動減衰特性を定量的に把握するた

めにそれぞれの受振波形のフーリエスベクトルから Q値を求めた。 Q1直の解析は以下のように

して行った。

今、それぞれ伝播条件の異なる二つの受振波形のフーリエスベクトルをR;(f)， R;(f)と
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おくと R，(f)及びRj(f)は(II.4. 2)式で表わされる。 10)

R ， ( f) = H 1 ( f) d ，-1 exp (ー πd，f/C1Q，)S，(f) 

R J ( f) = H i ( f) d I -1 exp (ー πd;f/CiQI)Sj(f) 

(11.4. 2) 

ここで、 d.. C，・ Ql 伝播条件 iの場合の伝播距離.伝播速度及びQ値、 d" Cj， Qj 

伝播条件Jの場合の伝播距離.伝播速度及びQ値、 SI(f)， Sj(f):それぞれの場合に岩盤

肉に投射された波動のスベクトル、 Hl(f).HJ(f):それぞれの場合の受振側欄定系統の周

波数特性、 f 周波数である。実験条件からHl(f)=HJ(f)及びSI(f)=SJ(f)と考え

R1( f)と R，(f)の比をとると (ll.4. 3)式となる。

R I (f) / R j (f) = ( d d d I )exp {ー πf(t ;/Ql-t j/Qj)} (ll. 4. 3) 

ここで、 tI及び tJは伝播条件 i及びjの伝播時間である。したがって、 (ll. 4. 3)式よ

り、それぞれの受振波形のスベクトルと伝播時間及び伝播距離から QiとQJとの関係が求まる

ことがわかる。ここで、 E5-RとE7-Rでは伝描速度が等しいことから、それぞれのQの

値も等しいものと仮定して、 (ll. 4. 3)式を用いてQ値を求め、この値をもとにして、他

の伝播経路についても (ll.4. 3)式を用いて順次Q値を求めた.特に、 P波初動成分に関

するスベクトルから求められる QilをQpとし、波形全体に関するスベクトルから求められる

Q値をQTとした。すなわち、 Qp及ひ:QTの値はそれぞれAf及びAmに対応する波動の減衰特

性を表わしているものと考えることができる。なお、 Qpの場合もQTの場合もともに伝播時間

t 1及び tlとしては最短伝播時間 (P波伝播時間〉を用いて計算を行っている。

4. 4 実験結果とその考察

4. 4. 1 岩盤状態と弾性披伝播特性の関係

現場実験により得られた結果をもとにして、岩盤状態、特に岩盤内のき裂状態と弾性波伝措

特性との関連について考察する。

Table. 11.4.3に1978年3月の実験において各伝播経路ごとに計糊したP波伝

播速度CL及ひ、各実測波形について求めた初動振幅値Af及び最大振幅値Amのそれぞれの値を
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Table. 11 .4.3 測定結果

Emitting Distance P-wave 
Maximum First 

e Peak Peak Point Ve10ci ty Amp1itude Amp1itude 
(m) (・) (km/s) (mV，40dB) (mV， 40dB) 

E1 8.6 +59 4.8 10.2 1.1 

E2 6.7 +32 4.6 29.0 1.9 

E3 6.5 +21 4.8 143 30.0 

E4 6.7 + 3 5.3 1210 417 

E5 7.8 -19 5.2 261 62.9 

E6 10.2 -32 5.8 133 45.8 

E7 12.0 -40 5.2 23.2 2.6 

E8 7.3 4.5 39.0 

E9 4.5 5.8 1120 

示す。 Tab1 e. 11.4.3には発振点と受振点の位置関係として各伝播経路の伝播距離d

及び受振子用ボアホールの軸方向、すなわち加速度ピックアップの最大感度の方向、と発振点

と受振点とを結ぶ方向とのなす角 Oもあわせて示してある。 Table.II.4.3より、 E

l-R. E2-R. E3-R及びE8-Rの場合は、 E5-R，E6-R. E7-R及びE9

-Rの場合に比べてその伝播経路のP波伝播速度が低くなっていることがわかる。

次に、 EI-R-E7-Rのそれぞれについて得られた受振波形のフーリエスベクトルをそ

れぞれのピーク値を 1としてFig.11.4.4に示す。また、受振波形のP波初動成分に関

するフーリヱスベクトルをそれぞれのピーク値を 1としてFig.11.4.5に示す。 Fi g. 

11. 4. 4及びFi g. 11. 4. 5より、 El-R. E2-R及びE3-Rの場合はE4-R.

E5-R及びE6-Rの場合に比べて高周波成分の低周波成分に対する割合が小さく、周波数

の高い波動が伝播しにくくなっていることが認められる。これは、それぞれの伝播経路におい

て減衰が異なっていることを示している。そこで、 Fig.11.4.4及びFi g. 11. 4. 

5の結果をもとにして、前節で示した方法で各伝播経路のQ値を求めた。得られたQ値、 Qp

及びQTをTable.11.4.4に示す。ちなみに、 Kjartansson11)の提唱する

変位速度波形の初動パルス幅と伝播時間との関係式をもとにしてE4-R-E7-Rの経路の

平均的なQpの値を求めると Qp王寺 8となり、 Tab1 e. 11.4.4に示した結果とほぼ一致

する12)。また、 Qpの値がQTの値の約半分程度となっているが、これは、 (11. 4. 2)式

中の伝播時間 t1及び tjとしてP波伝播時聞を用いたことに関係しているものと思われる。 T
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able.n.4.3及び Table.n.4.4

より、伝播速度の低い岩盤領域は伝播速度の高い岩
Table. n .4.4 各伝播経路のQ値

盤領域に比べてQp及ひ:QTの値が低く、岩盤内の波 Emitting 

動エネルギーの損失率が高いことがわかる。以上の
Point Qp QT 

結果や第2章及び第3章に示した岩石供試体実験の El 7.1 13 

結果を総合して考えると、今回の現場実験により得
E2 5.9 10 

られた結果においても、岩盤内のき裂の集積状態に
E3 6.3 13 

E4 12.2 33 
対応して伝播速度及びQ値の低下が生じたものと解 E5 7.7 20 

釈することができる。 13) E6 10.0 20 

次に、測定された振幅の値について検討してみる E7 7.7 20 

。それぞれの伝播経路及び測定値の関係をわかりや

すくするために、 Table.n. 4. 3の関係を図示したものがFig.n. 4.6である。

ここで、受振子の指向性等の問題を考慮して受振子の受感方向との角度。がほぼ等しい位置関

係にある伝播経路 (E2-RとE6-R及びE3-RとE5-R)について得られた振幅値を

比較してみると、 E2-RはE6-Rに比べて伝播距離が短いにもかかわらずその振幅値が小

さく、この傾向はE3-R

とE5-Rとの関係におい

ても認められる。そこで、

E2-R及びE3-Rで得

られたCぃ Af及びAmの

値をE6-R及びE5-R

で得られたCL.Af及びAm

の値で除した値をそれぞ

れCL2/6.Af2/町・ Am2/ち

及びCL3/0;. A f 3/0; . 

Am宮/ちとおくと、それらの

値はCL2/6=0.8. Ar2/f3 

=0.04. Am2/6=0.22. 

CLvs=0.9. Afき/ち=0.

48. Am3/尽=0.55となる。

Q fs-
4.0 司 '0$

5.0偽令ノ

Fig. n .4.6 各伝播経路において測定された初動

振幅値Af、最大振幅値Am及びP波伝播速度CL
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ここで、 E6-R及びE5-Rのそれぞれの伝播距離がE2-R及びE3-Rのそれぞれの伝

播距離に比べて長いことを考慮すると、 E6-R及びE5-Rで得られた振幅の値はE2-R

及びE3-Rで得られた振幅の値に比べて相対的に過小に評価されていることになる。したが

って、それぞれの伝播距離が等しい条件のもとで測定がなされた場合には、伝播速度の低い伝

播経路では伝播速度の高い伝播経路に比べて測定される振幅の値が極めて小さくなるであろう

ことが予想される。この結果は、岩盤状態の差は伝播速度よりも振幅の値に顕著に現われてく

ることを示しているものと思われる。

4. 4. 2 岩盤内のいたみの進行に伴う弾性波伝播特性の変化

岩盤内を伝播する弾性披の伝播特性が経時的にどのように変化するかを検討するために 19

78年3月、 5月及び7月のそれぞれの時期に測定した弾性波伝播特性を対象にしてそれらの

変化を調べた。結果の一例としてE4-R及びE3-Rについて測定した結果をFig.II. 

4. 7に示す。 Fi g. II. 4. 7において、 A，/AfO. Aro/ Aroo. CL/CLO及ひ"Nw/

Nwoはそれぞれ各時期に測定したA，.Aro. CL及ひ:Nwの値を実験開始時(1978年3月3

1日〉に測定したA，.Aro. Cl及びNwの値で除したものであり、弾性波伝播特性の変化を表

わす値であるo Fig. II. 4.7よりA，/A，o.Aro/Aroo. CL/CLO及びNw/Nwoの値

がそれぞれかなりよく対応関係を保って変化していることが認められ、岩盤の弾性波伝播特性

が変化したことが推察される。特に、振幅の変化は伝播速度の変化に比べて顕著であることが

認められるo E4-Rについて、 3月.5月及び7月のそれぞれの時期に測定した波形のフー

リヱスベクトルを3月の測定値の最大値で正規化して表わしたものがFig. II. 4. 8及び

Fig. II. 4.9である。 Fi g. II. 4. 8は波形全体のスベクトルであり、 Fig. II. 

4.9はP波初動成分に関するスベクトルである。 Fig.II. 4. 8及びFig.II. 4. 

9のいずれの場合についても、スベクトル上の高周波成分が経時的に減少してきていることが

認められ、岩盤の減衰特性が変化してきていることが確かめられる。この変化はQ値で表わす

と、計測を開始してから約120日間の聞でQpの値で4.0.QTの値で18程度低下し、岩盤の波動

エネルギー損失率が増大してきていることがわかる。したがって、前項の結果や岩盤状態等の

観察結果を対応させて考えると、実験期間中においても、何らかの原因で岩盤内にいたみが進

行し、その岩盤中を伝播する弾性波の伝播速度の低下と波動エネルギー損失率の増大が生じた

ものと解釈することができる。そして、これらの変化に対応してA，/A!o・Aro/Aroo及び

Nw/Nwoの値が低下したと考えられる。
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次に、これらのまとめとして振幅の

変化と伝播速度の変化の関係をFi g 
1""'1 1.0 

0・Fi国 peaka| k//  --1. 
. n. 4. 10に示す。図中、黒印は E 。-.Ma別 m旦ERg//旦/，/i.F主J-'〆ー-シー

ト

~ 0.5 A，/A，o及ひ:Am/AmoとCL/CLn c:i 内//" 

との関係であり、白印はAf2伶及び

Am?ノーと CL2/f5との関係及ひ:A，vち及

びAm~ペと CL3/ちとの関係から予想さ

れる振幅変化と伝播速度変化との関係

を表わしている。特に、図の白印に付

した下向きの矢印は値がそれ以下であ

ることを示しているo F 

μJ 
Q 

コ
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Fig.n.4.10 原位置試験により求められた
伝播速度比及び振幅比の関係

g. n. 4. 10より、振

幅値の変化が伝播速度の変

化に比べて顕著であること

が明瞭に認められる。また

、比較のため第2章及び第

3章の花園岩供試体 (KG

1. KG2. KG3)につ

いて得られた振幅比A/
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1.1 Aoと伝播速度比CL/CLO

との関係をFig.n.4
Fig.n.4.11 花園岩供試体の実験により求められた

. 1 1に示す。図中の記号 伝播速度比及び振幅比の関係

の遣いは供試体が異なることを意味している。 Fig.n. 4.10及びFi g. n. 4. 1 

1より両者の傾向がほぼ一致していることがわかる。これは、両者のd/λ及びQoの値が大略

等しいことを考慮すると、今回実験を行った岩盤と花園岩供試体との聞で破壊現象に何等かの

相似性が成り立っていることを意味しているのかも知れない。

4. 5 弾性波伝播特性を利用した鉱柱監視システム

前節までの結果により、鉱柱及び岩盤内のき裂の進行状態を検出しようとする場合には岩盤
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F'ig.11.4.12 振幅計測システムの測定系統

内を伝播する弾性波の振幅の変化を計測する方法が有効であることが確認された。そして、最

大振幅値の変化が初動振幅値の変化とほぼ対応することから、最大振幅値の変化を計測するこ

とにより鉱柱及び岩盤肉のき裂進行状態の検出が可能であることが推察された。特に、最大振

幅値を計測する場合にはFig.n. 4.12に示すようなセンサー，フィルター，増幅器，

ピークホールド回路及び直涜電圧計のみの構成で計測が可能であり、計測方法も極めで簡略と

なる.また、信号レJ'¥Jvが大きい為、多少のノイズが存在している条件下でも計測が可能とな

る利点がある.なお、伝播距離が数 10m以上となるような場合には、その振源として発破や

エアガンの使用が考えられるが、これらの場合には発振点付近に比較用センサーを設置し、受

振点で得られる振幅値と比較用センサーで得られる振幅値の比をとることにより伝播経路中の

振幅減衰の変化を正確に計測することができる。また、最大振幅を測定の対象とする場合も、

初動振幅の場合と同様に伝播距離dと波長入との比dl入が振幅変化の測定に影響を与えるパ

ラメータとなるものと思われる。このdl入の値の最適範囲は岩盤条件によって異なると思わ

れるが、今回の現場実験ではP披についてdlλの値が4-14程度であり、この条件下でほぼ良

好な結果が得られている。したがって、適切なシステムの設定を行えば、極めて簡単な方法に

より日常的な鉱柱の監視が可能になるものと思われる。

なお、上記の方法とともに弾性波伝播速度の測定を同時に行うことが望ましいことは言うま

でもない。例えば、測定の開始時点には最大振幅値とともに初動振幅値及び伝播速度の測定を

行っておけばその後の日常的監視は簡便な最大振幅の計測のみでまにあうことになる。そして、

最大振幅値に異常な変化が認められた場合には初動振幅値及び伝播速度の測定を追加してその

異常現象の確認を行う。この様な方法により鉱柱の安全性が高い確度で診断されるものと思わ

れる。また、振幅計測システムは極めて経済的であるとともに多くの測線についての同時測定

が可能であるため、この点でも広範な利用が期待できるものと思われる。
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4.6 結言

本章では、まず、第3章に示した岩石実験の結果を岩盤に適用する際の問題点を整理し、そ

の上で現場実験を行い、弾性波の振幅減衰を利用した鉱柱の安定性監視法の有効性とその実用

化の見通しについて述べた。得られた成果を以下に示す。

(1) 岩石と岩盤との破壊機構の相似率について考察するとともに、それぞれの場合に測定さ

れる振幅比の関係について考察した。そして、両者の振幅比を関係付ける無次元パラメータを

明らかにした。また、岩盤の含水状態が弾性波の振幅減衰特性に及ぼす影響について考察した。

そして、岩盤肉に発生するき裂の長さに比較して伝播する波動の波長が充分大きいという条件

下では、岩盤が含水状態にある場合は乾燥状態にある場合に比べて破壊の進展に伴う振幅の変

化がより顕著に現われるであろうことを指摘した。

(2) 現場実験により、岩盤状態によって弾性波伝播特性が異なり、特に、伝播速度の高い岩

盤領域ではQ値も高くなることが確かめられた。これは、岩盤においても、岩石供試体の場合

と同様に、内部のき裂の集積に対応して伝播速度及びQ値が低下することを意味しているもの

と思われる。

(3) 計測の対象とした岩盤では伝播特性の経時的変化が認められたが、これは実験期間中に

岩盤内のいたみが進行した結果であると思われる。特に、振幅の経時的変化は伝播速度の経時

変化に比べて顕著であり、振幅計測により岩盤肉のいたみの進行状態を高感度で検出できるこ

とが確かめられた。

(4) 上記の現場実験の結果をもとにして、弾性被の振幅減衰を利用した簡便な鉱柱監視法を

提案した。本手法は適切な設定を行えば、岩盤内のいたみの進行状態を極めて敏感に検出でき

るものであり、さらに、計測装置及び計測方法は極めて簡単なものであるため、今後、広い利

用が期待できる。

なお、神岡鉱山においては1980年より、鉱柱及び採掘空洞周囲の岩盤の安定性の監視法とし

て本手法が採用14)されていることを付記しておく。
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結論

サプレベル採鉱法等の残柱式採鉱法においては、鉱柱及び採掘大空洞の合理的設計とともに

その日常的管理が必要不可欠である。また、これらの問題は、近年のロックストアのための地

下大空洞の設計及び管理の問題とも直接対応する岩盤力学の重要な課題であり、その為の基礎

研究の必要性が高まってきている。著者は、この観点のもとに、次の2つの課題について基礎

研究を実施した。すなわち、鉱柱及び地下大空洞の設計上の問題として岩盤の基本的力学特性

である変形性の評価法に関する基礎研究を、鉱柱及び地下大空洞の管理上の問題として鉱柱の

安定性の評価法に関する基礎研究を実施した.以下に本研究で得られた結果を総括する。

鉱柱及び地下大空洞の合理的設計のためには、対象とする岩盤の初期地圧状態と岩盤の力学

的性質を把握した上で数値解析的手法を用いて鉱柱及び地下大空洞周囲の岩盤の応力状態及び

変形状態を適確に予測する必要がある。この為の岩盤の初期地圧状態の計測法及び岩盤内の応

力及び変形状態の数値解析手法としては、すでに実用的な方法が開発されてきているが、岩盤

の力学的性質、特にその基本因子である岩盤の変形性を定量的にかつ合理的に評価する方法が

欠落していた.そこで、本論文第 I部では鉱柱及び地下大空洞周囲の岩盤の変形性の評価法に

ついて主として理論面からの基礎研究老実施した。特に、著者は、クラック理論を岩盤力学に

適用し、岩盤の変形性評価のための基礎理論を構築しようと試みた。

第1章では不連続岩盤をクラックモデルを用いて理想化し、岩盤の変形性に及ぼす不連続面

の影響を理論的に明らかにした。特に、岩盤内の不連続面の形状を楕円板状もしくは円板状と

仮定し、また、不連続面をその閉合状態により開口型と間合型とに分類して解析を行った。ま

ず、ジョイント等の不連続面を有する鉱柱及び岩盤の変形性の問題を単一クラックを有する弾

性体モデルで取り扱い、不連続面が開口型である場合及び間合型である場合のそれぞれについ

て変形性の評価式(本文、 (1. 1. 12)式及び(1.1. 32)式〉を誘導した。次に、

数多くの不連続面を有する岩盤の巨視的変形性の問題を分布クラックを有する弾性体モデルで

取り扱い、不連続面が開口型である場合及び閉合型である場合のそれぞれについて変形性の評

価式〈本文、 (1. 1.45)式及び(1.1. 60)式〉を誘導した。さらに、一般化した

問題として、開口型不連続面と閉合型不連続面が混在する場合の変形性評価式〈本文、 (1. 

1. 62)式〉を誘導した。これらの理論解をもとに数値計第を行った結果、分布クラックを
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有する弾性体モデルの場合には、不連続面の量及び形状が変形性に及ぼす影響はただ一つのパ

ラメー夕、すなわちクラック密度、により大略表現されることが確かめられた.そこで、不連

続面形状を円板状と仮定して問題を単純化すると、不連続岩盤の一般化した変形性評価式〈本

文、 (1.1.64)式〉のパラメータは次の4つとなる。すなわち、構成岩石の弾性率、岩

盤のクラック密度、不連続面の摩擦係数及び開口型不連続面と閉合型不連続面との比率を定め

る状態係数である。したがって、これら4つの諸量が定量化されれば不連続岩盤の変形性を理

論的に予測することが可能となるものと思われる。

そこで、第2章では、岩盤の変形性を評価する上で重要なパラメータである岩盤のクラック

密度の評価法について理論的検討を行った。特に、岩盤は不透明材料であるため、その内部に

存在する不連続面の分布状態を岩盤表面の観察により直接的に知ることができない。そこで著

者は、クラック分布の幾何学性に関する確率統計論を展開してこの問題の解決を計り、測定ク

ラックと有効クラックの概念を用いて岩盤表面に現われる不連続面の簡易計測によりクラック

密度を推定する方法を提案した。ここで、測定クラックとは岩盤表面で観察可能な不連続面で

あり、有効クラックとは岩盤の変形性を評価する上で問題となる不連続面であり、ともに、岩

盤中に存在する不連続面の母集団からある条件付確率のもとで抽出されたサンプル集団をなす

ものである。特に、これらの概念は従来かなり混同して使用されている傾向があるが、著者は

これら両者の相違を明確にし、かつ両者の関連を理論的に明らかにした。そして、岩盤表面に

おいて不連続面の観察を行い、表面で観察される所定の長さ以上の不連続面〈測定クラック〉

の単位面積当りの数と単位測線長当りの教を計数することにより、問題とする岩盤のクラック

密度〈有効クラックのクラック密度〉の推定が可能となることを明らかにした。また、通常広

く用いられている岩盤指標値であるRQDに関してその理論的背景を明らかにするとともに、

第1章に示した理論式をもとにしてRQDと岩盤の変形係数との関連を検討し、岩盤の変形性

老評価するためには不連続面の状態を適確に把握することが必要であることを指摘した。

第3章では、第 1章で示した変形性評価理論の検証を目的として実施した、花樹岩供試体を

用いた実験の結果について論じた。すなわち、クラック分布性状の異なる4種の花園岩供試体

を鉱柱のモデルとして考え、供試体表面のクラック観察、静水圧試験及び一軸圧縮試験を実施

した。そして、供試体表面の観察により求められたクラック密度の値をもとにして各供試体の

有効弾性率の理論推定値を求め、これらの値と一軸圧縮試験により実験的に求められた接戦弾

性率の値とを対比して検討し、両者がほぼ一致することを確かめた。この結果により、上記理

論の妥当性が検証されたものと考えられる。また、本理論を用いて、岩盤の変形性老評価する
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場合に問題となる、不連続面の摩嬢係数及び状態係数の定量的評価法についての若干の考察を

加え、従来の岩盤計糊法を応用することによりこれらの諸量を推定しうる可能性があることを

指摘した。本研究は岩盤の変形性評価のための基礎理論の構築を目的としているため、その実

用性等、今後の課題とすべき問題点が残されているが、本研究の成果は、岩盤の変形性の理論

的解釈に関しての重要な糸口となりうるものと考えている。

第E部では、鉱柱及び地下大空洞の管理を目的とした鉱柱監視法に関する研究を実施した。

鉱柱及び地下大空洞は自然を対象とした構造物であるため、合理的設計がなされた上でも、そ

の安定性を科学的手法で日常的に監視することが望ましい。この目的のために、応力計測法、

変形計測法、 AE計測法及び弾性波伝播速度の計測法等種々の岩盤計測法が開発されてきてい

る。著者はこれらの研究成果をふまえて、岩石の破壊の進展に伴う弾性被伝播特性に関する基

礎研究を実施し、新たな観点からの鉱柱監視法を開発しようと試みた.

第1章では、岩石の破壊特性に関する基礎資料を得ることを目的として実施した、岩石のA

E発生頻度特性に関する実験の結果について述べた。そして、岩石のAE発生頻度特性は岩石

の成因もしくは組織構造に起因した固有の特織を有していることを示した。

第2章及び第3章では岩石の破壊の進展に伴う弾性被伝播特性の変化に関する一連の研究の

成果について論じた。特に、第2章では、岩石の破壊の進展に伴う弾性被伝播速度の変化に着

目し、岩石内の破壊の進展、すなわち、マイクロフラクチャーの集積に伴って岩石内を伝播す

るP披の伝播速度が低下することを確かめるとともに、その低下率がマイクロフラクチャーに

よって発生し、伸長するクラックの性状と密接に関係していることを明らかにした。すなわち、

花園岩等の比較的結晶の発達した完晶質岩石ではマイクロフラクチャーによって発生するクラ

ックの Aspectratio (クラックの開口幅/クラック長〉が小さいため、破壊の進展に伴う P

披伝播速度の低下が顕著であるが、砂岩.凝灰岩等の岩石では、マイクロフラクチャーによっ

て発生するクラックの Aspectra t i 0が相対的に大きく、そのため、破壊の進展に伴う P波伝

播速度の低下率が小さくなることを明らかにした。

第3章では、伝播速度とともに弾性被伝播特性を表す重要な指標値である振幅減衰特性に注

目し、岩石の破壊の進展に伴ってその内部を伝播する弾性波の振幅がどの様に変化するかを実

験的に検討した。そして、岩石の破壊の進展に伴って、岩石内を伝播するP披の初動振幅の値

が低下することを確かめるとともに、振幅の値は伝播速度の値に比べて岩石内の破壊進展状態

に敏感に対応することを明らかにした。また、岩石の破壊進展状態を表す諸量として、上記の

弾性波伝播特性とともに、非弾性体積ひずみ.AE発生頻度特性及びAE規模別発生頻度特性
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等についての測定も行い、これらの諸量が互いに良く対応することを確かめた。また、それら

の現象が、すべて岩石内に発生するマイクロフラクチャーの観点から良く説明されることを明

らかにした。

第4章では上記の基礎研究の成果をふまえ、岩盤内を伝播する弾性渡の振幅の変化を利用し

て岩盤内のいたみの進行状態を検出する方法について検討を行った.特に、現場実験を実施し、

岩盤においても、岩石供試体を用いた実験の場合と同様に、内部のいたみの進行に伴って弾性

披伝播特性が変化し、特に、振幅の変化は伝播速度の変化に比べて顕著となることを確かめた.

そして、これらの結果を総合して、弾性被の振幅減衰特性を利用した簡便な鉱柱監視法を提案

した.この方法は、岩盤に一定の打撃を与えて弾性波を発生させ、その伝播波形の振幅の値を

計測し、計測された振幅の値の変化から岩盤内部のいたみの進行状態を検出しようとするもの

である。したがって、計測システム及びその操作も簡便なものであり、日常的鉱柱監視法とし

て幅広い利用が期待できるものと思われる。
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付 録

第 I部の記号説明

本論文第 I部では種々の記号が用いられているが、できるだけ慣用的な記号表現を行うこと

を心がげたためかなり重複した繁雑な表現が多くなっている.そこで、第 I部で使用されてい

る主要な記号をまとめて以下に示す。

A:クラックの表面積の112

An:クラック nの表面積の112

a :楕円板状クラックの長半径もしくは円板状クラックの半径

an クラック nの長半径もしくは半径

BL: NEt/N~b 
Bs : N~t/N~b 

b :楕円板状クラ、ソクの短半径

c クラックの開口幅の112
d丹n) X 円と X j(n)の方向余弦

E:材料実質部のヤング率

E本:クラックを有する材料の有効ヤング率

E(k):第2種完全楕円積分

毘， .基底ベクトル

G:絶対座標系

G (n) .相対座標系 (n=1.2.3.4) 

g:エネルギー解放率

h : (r. 0)クラックの中心と平面S(j)の距離

KI' KII' KIII モード 1.Il，田の応力拡大係数

K(k) :第 I種完全楕円積分

k: k2=1-k'2孟 1

k':b/a~1 

kn' クラック nについて定義されたk'

kd:閉合型クラックの肉で動的応力によってはすべりを生じえないものの比率

kH: (NEf/L)/(N~f/S) 
k~~: (N~b/L)/(N~b/S) 

L(り:基底ベクトル患に平行な測線〈クラ、ソグ方位分布が一様な場合は(けは省略)

L (1) : L ωの長さ(クラック方位分布が一様な場合は (1)は省略〉

L1J 係数テンソル. (1.1. 14)式

L"i 係数テンソル. (1.1.33)式

M(μ) :摩擦係数μの関数，(1.1. 57)式

N:体積V中にその中心をもっクラックの敬
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Nc:測線もしくはボーリングコアを切断するクラックの数

Nc') 棚線L(けと交差するクラックの数(クラック方位分布が一様な場合は(1)は省略〉

N~') :平面Sω と交差するクラックの数(クラック方位分布が一様な場合は tけは省略〉

N t f :測線Lと交差する有効クラックの数

Nrb
:測線Lと交差する測定クラックの数

Nsf
:平面Sと交差する有効クラックの数

N~b :平面Sと交差する測定クラックの数

N'J 係数テンソル， (1.1. 13)式

D:クラック面の単位法線ベクトル

ni 基底ベクトル ~I に対する( f ，ロ〉クラックの方向余弦

PN(日):クラック方位分布を表す確率密度関数

PR( f) :クラック直径の分布を表す確率密度関数

PRN( f， D):クラック分布を表す確率密度関数

P T( t) :平面と交差するクラックの交線長の分布を表す確率密度関数，Pf')(t)=PT(t)

Pド(t) :有効クラックについて定義されたPT(t) 

Pw(w) :クラックにより切断される線分長の分布を表す確率密度関数

q :開口型クラックと間合型クラックが混在する場合の総クラック数に対する関口型クラック

の比率

qホ:状態係数，開口型クラックと間合型クラックが混在する場合の総クラック密度に対する

開口型クラックのクラック密度の比率

f 円板状クラックの直径

fmJ b 有効クラックの直径の下限値

s ω:基底ベクトル見に直交する平面〈クラック方位分布が一様な場合は (1)は省略〉

s (1)平面S(J)の面積(クラック方位分布が一様な場合は ω は省略〉

T'J 係数テンソル. (1.1. 15)式

T'IJ 係数テンソル. (1.1. 34)式

t :クラックが平面となす交線の長さ

tm1 h 測定クラックのクラック交線長の下限値

V:内部にN個のクラックを有する材料(岩盤〉の体積

v .内部に単一のクラックを有する材料〈岩盤〉の体積

d.Wc:クラックの存在に起因したコンプリメンタリエネルギーの増分

ムWCh:クラック nについて定義されるムWc

w クラックにより切断される線分の長さ

X ib) G ω 座標系の座標軸

z 測線上の切断面の位置を表す 1次元座標

s :楕円板状クラックの情円長軸方向がクラック面と(X 1(0). X ~O) )の交線となす角

s c :岩石の圧縮率

r:G ω 座標系と Gけ}座標系の回転角

δ1 J クロネ、ソカーのデルタ

εJV:相対座標系G(h)上のひずみテンソル
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A εJ?}:相対座標系G(n)におけるクラックの存在に起因したひずみ増分を表すテンソル

と:クラックの直径に対する分布を表す指数分布関数の係数

。:クラック面の単位法線ベクトルの経角

入ij k 1 材料実質部のコンブライアンステンソル

入?JK l:クラックを有する材料の有効コンブライアンステンソル

ム入 1i k 1 クラックの存在に起因したコンブライアンスの増分を表すテンソル

μ:クラック面の摩擦係数

ν:材料実質部のポアソン比

ν* .クラックを有する材料の有効ポアソン比

~ :楕円の離心角

σi j .絶対座標系G上の応力テンソル

σ汁相対座標系Gω上の応力テンソル

σn) e:相対座標系G(3)上の応力成分を表すテンソル，(1.1. 20)式

σfpc:相対座標系Gゆ上の応力成分を表すテンソル. (1.1. 20)式

φ:クラック密度

φ1 .φ2 .単一クラ、ソクモデルの場合の係数. (1.1. 11)式

φ1.φZ:分布クラックモデルの場合の係数. (1. 1. 44)式

φe! 育効クラック密度

φ:クラック面の単位法線ベクトルの緯角

φn .クラック nについて定義されたφ
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